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はじめに 
 
 本報告書は、令和 5 年度に実施した人と防災未来センターの研究員らの日本自然災害学
会、地域安全学会、日本災害情報学会などの災害関連学会の年次学術講演会などにおける
講演発表要旨や論文集に採択されたものを取りまとめたものである。これらの学会誌や論
文集に掲載された内容は、いわゆる文系と理系という色分けが年々、困難になるという特
徴を有している。そして、前者の社会現象の代表的な解析法としてアクティブ・ラーニン
グがあり、後者のそれは自然現象を記述できる基礎式である運動方程式と連続式で構成さ
れている。これまで、これら両者の解析法には類似性が存在しないと考えられてきた。結
果として、たとえば土木工学を学習した者は、社会心理学がまったく理解できない状態が
一般であった。しかし、アクティブ・ラーニングでは、歴史性と地域性を考慮しなけれ
ば、単なるケーススタディに終わり、それは災害下位文化を構成する。言い換えれば、歴
史性と地域性を考慮して、初めて災害文化としての成果が得られるのである。一方、自然
現象を記述できる基礎式の解を求めるには初期条件と境界条件が必須であり、これらがな
ければ解を求めることはできない。地震予知が現状では不可能であるのは、現象を記述で
きる基礎式すらないのであるから、当然なのである。自然現象を記述できる災害文明の特
質がそこにあり、災害文化と一線を画していた。しかし、よく考えてみると、初期条件と
は時間軸、すなわち歴史性の特定であり、境界条件とは空間軸、すなわち地域性の特定で
あることが理解できる。この事実は、自然現象と社会現象は区別するのではなく、もとも
と同じ部分を共有していることを示している。これに気づいたのは、1995 年阪神・淡路大
震災、そしてその 16 年後の 2011 年東日本大震災を経験したからである。巨大災害であっ
たがゆえに、極端現象としての『相転移』が起こり、被害が未曽有になった。だから、被
害を未曽有にしないためには、相転移が起こらないようにすればよい。つまり、事前対策
によってそれが可能なのである。被害が小さくなれば、当然そこに関係する情報量も少な
くなるはずである。現代の災害対応が困難を極めるのは、情報量の多さであり、これが少
なくなれば対処可能になるというのは、今後の災害対応によって被害を激減できる可能性
を示唆するものといえよう。このような観点から、本報告書に掲載されている諸論文と報
告をご一読していただき、そこに減災社会への展望を見出していただければ、書いた本人
以上に実りある成果を得ていただいたことになると考えられる。 

 
 
 

阪神・淡路大震災記念 人と防災未来センター 
センター長 河田惠昭 
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阪神地域における震災学習を通じた教員の発達と災害伝承： 
神戸市立X小学校の事例 

Development and Disaster Transmission through Earthquake Learning of Elementary 
School Teachers in Kobe 

高原 耕平
1

Kohei TAKAHARA1

1 人と防災未来センター 
     Disaster Reduction and Human Renovation Institution 

  This paper focuses on schoolteachers, who educate earthquake disaster learning in Kobe. Through fieldworks at the 
elementary school and interviews with six teachers at an Elementary School in Kobe, we found that teachers conduct 
earthquake disaster learning with the goal of helping their students survive, but at the core of this learning is the 
education to reflect on their own and others' "lives" and the deaths from disasters. For teachers, learning about the 
disaster can be a developmental opportunity to reconsider their own experiences, to develop sensitivity to the suffering 
of others caused by disasters, and to become aware of their role in maintaining the reproducibility of disaster learning. 
And the earthquake learning itself is passed on among teachers through their own development.  

Keywords: Earthquake Learning,  The Great Hanshin-Awaji Earthquake,  development of teachers 

１．はじめに：「先生」にとっての震災学習 

神戸市立X小学校の校長は阪神・淡路大震災発災当時, 
同じ区内のY小学校の教員だった. 避難者の対応で息をつ

く暇もなかったと校長先生は筆者に語った. 校内のトイレ

はすぐに使えなくなった. 先生は花壇に穴を堀り, サッカ

ーのゴール枠を置き, 覆いを掛けて仮設トイレとした. そ
のトイレを使った避難児童の一人は, いまX小で教壇に立

っている. NTTの仮設電話が校内に引かれたが日中は避難

者が使うため, 教員は深夜に児童の安否確認の電話をかけ

てゆく.  
学校再開は校区内にビラを貼って知らせた. 再開時に先

生のクラスで登校できたのは10人ほど. 再会を喜んでみん

なで涙を流して抱き合った. クラスの児童1名が亡くなっ

ていた.  
先生が実家に戻ると 亡くなった児童の親からの電話

が入った 奈良県に避難していた 火葬前に会いに行く

ことができた 児童の父親は軽トラックの荷台にこども

を載せて病院を回ったがどこも受け入れてもらえず こ

どもは次第に息が弱まっていった その後 ドライアイ

スを分けてもらったのが「ありがたかったな」と父親は

先生に語ったという

阪神・淡路大震災被災地域の小中学校では地域の被災

（復興）体験を元にした防災教育が学校再開直後から展

開されており, この学習実践は地域内で一般に「震災学習」

と呼ばれている. 震災学習の特徴は, 狭義の防災教育, 阪

神・淡路大震災の伝承, 地域死者の追悼が組み合わされた

学習実践であり, 学校・家庭・地域の 3 者がそれらを担っ

ているという点にある 1). 上記の校長先生の述懐は, この

震災学習の原点の一つである. 被災地内の学校の多くがこ

うした出来事を体験していた.  
震災学習は 30 年近く続けられている. 学校を中心とし

て, 教員, 両親・祖父母世代, 地域住民が, こどもたちに震

災体験と防災教育を語り続けてきた. 震災学習そのものが

震災と復興の過程だった. 一世代にわたるこの営みは地域

と世代に既に深い影響を与えていると考えられる. では, 
震災学習は地域の若者や震災体験世代に何を与えてきた

のか. そして未来に何を創り出してゆくのだろうか. 被災

体験を出発点とする防災教育の本質はなにか. これが本研

究の問題意識である. 阪神地域の震災学習の実情や成果や

課題を検討することで, 災害伝承とそれに基づく防災教育

の普遍的な核心を把握できると考えられる.  
本稿では震災学習を教育する側である学校教員に着目

する. そこには 3 つの問題が予期される. ①教員は何をめ

ざして震災学習を行っているのか. ②教員にとって震災学

習はいかなる意味を持つのか. ③震災学習そのものの継承
(1)は成立しているのか. これらの問題に答えることが本論

文の目標であり, それを通じて震災学習の蓄積の本質を提

示することが本研究の目的である.
とりわけ③の問題について, 震災学習を教える側である

教員の世代交代が進み, 震災を直接体験していない世代の

教員が震災学習を担い始めていることに留意したい. 表

－ 1 －



2 

は, 2019 年度の学校教員統計を元に兵庫県の小学校教員

の年代比率を阪神・淡路大震災の体験と震災学習経験に

着目して表したものである. 実際には地域外からの転入・

転職等があるため震災体験や震災学習経験の有無を年齢

だけで判定することはできないが, 教員のおおまかな世代

構成が推測できる. これによると, X 校長先生のように発

災時に教員をしていた世代は 2019 年時点で 33%, 震災後

生まれの教員は 4%である. 10 年後の 2033 年時点で, 発災

時教員世代は 12%, 震災後生まれ世代は 37%と逆転する

（新規採用数を年 500 人と仮定した場合の概算）. また, 
中溝（2019）は神戸市の理科教員を対象とした調査にお

いて「兵庫県南部地震をどこで体験したか」と質問して

いる. それによれば「体験していない」と回答した割合は

11.3%である 2). 
これまで震災学習における災害伝承は, 震災を体験した

教員が, 体験していないこどもたちに教えるという構図が

前提となっていた. 教員の世代交代は, こうした前提を掘

り崩し, 震災学習を困難にしてゆくのだろうか. 本論部で

検討するように, この予期は調査を通じて覆されることと

なる.  
 
表 兵庫県小学校教員の年代比率（ 年学校教員統計）

発災当時 年齢 割合 震災体験 震災学習 
震災後 
生まれ 22-24 歳 4% （ほぼ） 

無し 受けてきた 
乳幼児 25-30 歳 18% 
小学生 31-36 歳 21% 

あり 中高生 
大学生 37-46 歳 24% ほぼ受けて 

いない 
教員 47 歳以上 33% 教えてきた 

 

２．先行研究の検討と本研究の位置付け

本研究の位置付けを示すため, 関連する先行研究を検討

する. なお本論文は高原（2020）のテーマを引き継ぐもの

であるため, 同論文の先行研究検討と記述が一部重複する. 
高原（2020）は地域の被災体験を基盤として学校・仮

定・地域が営む教育実践全般を「被災地型災害学習」と

呼び, 本論文の震災学習はその阪神地域における事例であ

るとした. また, 阪神地域の震災学習を[1]一般的な「防災

教育」, [2]阪神・淡路大震災の災害体験の「継承」, [3]震
災で亡くなった当時在校の児童生徒や震災死者全体への

「追悼」の3要素を備える授業・行事であり, それが[4]学
校・家庭・地域の実践においてゆるやかに結びついてい

るものと規定した1). 
矢守（2010）は「防災教育」を学校での子供を対象と

した教室授業という狭いイメージで捉えるべきではなく, 
本来その対象は子供だけでなく大人も含まれ, そのための

場も「教室だけでなく, 地域社会や専門的な研究活動の場」

あるいは被災地も含まれうると指摘する. すなわち広義の

防災教育の理想形とは「この社会に暮らす人びとが一致

協力して共に「減災文化」（災害文化）を構築していく

運動」である3). 本研究における震災学習の捉え方は, 幅広

いアクターを包摂／接続する文化構築運動としての「防

災教育」というこの矢守の規定に近い. つまり震災学習は

学校教育の個別分野の一つではなく, 地域内の多世代が参

画する復興過程の一部であり, 震災という出来事を象徴化

ないし表現する媒体である. あるいは山住（2012）の表現

を借りれば, 震災という「根源的な矛盾」に挑戦する実践

である4). 
震災学習の具体的事例研究として, 神戸市灘区成徳小学

校区の防災教育・震災継承行事を綿密に調査した伊藤・

舩木（2022）がある. 震災学習が校内授業に限定されるも

のではなく, 地域と学校の双方向的活動によって継続して

いること, それが地域人材育成につながっていることが示

されている5). 他に, 学校外の研究者が参画した震災学習授

業実践の事例研究として舩木ほか（2021）や近藤（2022）
がある6) 7). これらの事例研究や後述する量的調査は上述

の震災学習の4要素を支持している. 
面的・量的な調査として, 神戸市における震災学習の実

態を調査した井上・河本（2019）, 神戸市の震災学習を理

科教育・理科教員に焦点を当てて調査した中溝（2019）
がある. 井上・河本（2019）は, 阪神・淡路大震災以後の

神戸市の防災教育を, 初期対応と緊急提言が中心となった

「地震発生・対応期」, 各種刊行物が発行された発災おお

むね5年目までの「復興期」, いわゆる「語り継ぎ」が重

視された「伝承期①」, 東日本大震災以後の「伝承期②」

の4期に区分している8). 矢守の言う「文化構築運動」とし

ての防災教育が、復興過程や新たな大災害の発生を取り

込みつつ歴史的に変化するものであることが理解される. 
これらの量的調査や刊行物の整理検討は震災学習の経

緯と現状をマクロレベルでわかりやすく伝えるが, 伝承や

地域連携や追悼といった実体的要素の仕組みや課題を摘

出するには至らない. 一方, 具体的事例研究は個別の授業

実態を丁寧に描き出すものの, そうした実践がいかにして

可能なのかという構造を示すことが難しい. つまり従来の

研究では, マクロとミクロの中間に位置するメゾレベルの

ものが少ないため, 被災体験をベースとした防災教育・伝

承実践が地域と世代にもたらす影響の核心を捉えること

ができていない. 
山住（2012）と伊藤・舩木（2022）はこのメゾレベル

を捉える優れた例であり, これらに倣うと個別授業や自治

体全体だけでなく「学校」や「校区単位」で震災学習を

調査する必要があることがわかる. さらに理想を言えば, 
個別授業, 学級, 学年, 学校, 教員個人, 校区, 家庭, 世代, 自
治体全域, 他被災地との比較といったさまざまなレベルで

調査と分析を反復することが求められる. 
そこで本研究はX小学校という単位でその震災学習実

践を捉えることを試みる. その際に鍵となるのは教員にと

っての震災学習の意味であるが, それを教員個々人の意図

や背景や課題意識に分割還元するのではなく, 学校という

単位において相互に影響しあいながら実践されるものと

して捉えようとする. 

３．調査対象と方法 
 
（ ）調査と分析の方法

2021 年より神戸市内の X 小学校教員 6 名に 1 回ずつ面

接調査を実施し, また 2022 年 1 月および 2023 年 1 月に同

小学校で実施された震災学習の様子を見学した. 面接調査

は半構造化インタビューとして実施した. 6 名の調査対象

者の選定は管理職教員に依頼した. その際, 対象者の職歴

と担当学年が分散するよう求めた. 調査対象者の一覧を表

に示す.  
あらかじめ調査目的と質問項目を文書で伝えたうえで, 

面接時は聞き手（報告者）が震災学習の実施状況や意図

について質問し, また語り手（教員）が自身の体験を整理

しつつ語る際はその流れに合わせた. 面接調査開始時に調

査者の誓約事項および連絡先を文書と口頭で説明・同意
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のうえ, トランスクリプトは分析前に調査対象者に個別に

渡し, 研究利用不可とする箇所の確認を行った.  
分析は循環的な解釈として行った. すなわち, あらかじ

め設定した前章の 3 つのリサーチクエスチョンの答えを

求めつつ, トランスクリプトから浮かび上がってくる着想

を整理し, 当初のリサーチクエスチョンおよびそれに対す

る報告者の考えを微修正して再度トランスクリプトを検

討した. この循環を, 解釈の大きな変化が生じなくなるま

で 6 名全員のトランスクリプト全体にわたってくりかえ

した. 具体的には, 上記の解釈作業によって各教員のそれ

ぞれのトランスクリプトにおける意見・主張・体験等を

把握し, それぞれのトランスクリプトからキーワードを抽

出してラベル付けを行った. そのうえで各トランスクリプ

トのラベルを比較して類縁する意味内容のものを検討し,
より抽象度の高いラベルを設定した. 以上の作業により, 
X 小教員が震災学習実践において共通して目指している

意図や方法を提示することを試みた. 
校内の授業見学はあらかじめ管理職教員から各クラス

の震災学習授業の時間割を案内いただいた上で, 基本的に

教室内で授業を見学した. 授業の見学中は手元のノートに

教員や児童の発言を要約筆記した. 録音・録画は行ってい

ない. 教員の許可を得て, 板書内容を撮影することが稀に

あった. また, 授業終了後に教員に調査協力の謝意を伝え

る際, 短時間の質問を行うことがあった. その他, 教室での

授業以外に, 全校集会や休み時間の児童・教員の様子を観

察していた. 以上の記録を元に, 後日改めて調査ノートを

編集し, インタビューデータと合わせて分析した. 調査ノ

ートの編集は, 要約筆記内容を改めて PC 上のファイルに

記述し, 授業展開（教員の発言, 発問, 教材の利用）, 児童

の発言や態度, そのときどきの調査者の気づきや感覚を時

系列で整理した. その際, 授業見学時に記載していなかっ

たことを調査者の記憶を元に補記することがあった. 
この PC 上のファイルをフィールドノーツとして, 本論

の分析の基礎データとした. これを元に, 読者が教室内の

様子を追体験できるように改めて記述したものが 4 章(2)
節である. この節では, 調査者がその場で感じた教室の

「雰囲気」や気づきも記載した. こうしたいわゆる「主観

的」要素を敢えて記述するのは, 授業と教室の様子の全体

像を提示し, その場にいなかった読者がそれを追体験でき

るようにするためである. また, 調査者がその空間をどの

ような態度や視覚で観察していたのかという前提を示す

ことで, 記述全体にどんな調査であっても否応なく生じる

バイアスを浮き上がらせるためである. いわば調査者を現

場の「観測機器」とみなし、それが常に誤差や歪みを帯

びたデータを出力することを前提としている. 分析と本文

の記述にあたっては, これらのバイアスを調査者自身が検

討し, かつ読者がそれを検討できるよう記述している. 現
場に入り込み、そのつど手法を微修正しながら調査・分

析を行う本研究において, 主観性は客観性の欠如を示すの

ではなく, 科学的・学術的記述に必須の要素である。 
以上の方法によって記述した本論 4 章およびそれ以後

の内容を, 4 章(2)の事例紹介に用いた C, J, F, I の各教員に

メールで送付し, 授業展開の事実内容や各教員の意図と乖

離していないか確認・意見を求めた. 授業風景の観察につ

いて調査者の誤認を指摘するコメントを 1 件いただいた

ので反映している. 
基本的に非参与に近い観察だったが, 防災専門家として

教員や児童からの質問を受けることがあった. また, 管理

職教員の提案により, 短時間の出前授業を即席で行うこと

があった. X 小学校児童は 5 年生が毎年, 筆者の職場であ

る「人と防災未来センター」に見学に来ており, 2021 年

と 2023 年は来館した 5 年生に筆者が「防災セミナー」を

実施するという関係だった.  
X 小学校は阪神・淡路大震災によって神戸市内で最も

多くの児童が亡くなった学校である. したがって校区も甚

大な被害を受けている. こうした背景を持つ学校で実施さ

れる震災学習は, 被害が相対的に小さかった学校の震災学

習と何らかの差異があることが予想される. すなわち, 大
規模な被害を受けた地域内の学校で行われる震災学習は

よりインテンシブで, 被害の少ない地域の学校のそれはよ

りマイルドであるかもしれない. 井上・河本（2019）は, 
神戸市の防災教育推進事業の参加校数や学校ウェブサイ

トにおける阪神・淡路大震災の記述を調べ, 市内の被害割

合の高い地域で防災教育が積極的に実施されていること

を指摘している 8). 本報告が提示するのはあくまで X 小学

校の事例であり, 阪神地域の震災学習全体に一般化するこ

とはできない.  
本研究が X小学校を選んだのは, 第 1 に校区被害が大き

く, 震災学習が精力的に実施されていることを予期したた

めである. 第 2 に筆者の出身地に近く, 土地鑑があったか

らである. X 小学校は筆者の母校ではないが, 中学校は同

じ校区内に位置する. 調査を始めて知ったことだが, 筆者

の中学校の同級生になるはずだった児童も亡くなってい

る. 

（ ）調査者のバイアス

では調査者（本稿筆者）はどのようなバイアスを持っ

ているのだろうか. 本節では調査対象・テーマと調査者の

関係および調査者の立場を前もって記述し, それらが調査

および分析に及ぼすバイアスを検討する. 
調査者は阪神・淡路大震災発災時に X 小学校の隣の校

区に居住していた. 当時小学 5 年生で, 6 年生時に初期の震

災学習を受けていたことになる. 当時の授業内容として, 
音楽の授業中に「しあわせはこべるように」を合唱させ

られた. 歌詞とメロディが平易過ぎるように感じて, やや

反発を感じていたことを記憶している. また, 震災に関す

る新聞記事を切り抜いて画用紙に貼る授業があったが, こ
れも抵抗を感じていた. 「高原君、できた？」と教員に聞

かれ, ほとんど貼り付けていない画用紙を「できてません」

と掲げた記憶がある. 授業に集中せず遊んでいたフリをし

た. 「しあわせはこべるように」への抵抗感が解除された

のは, 2014 年の東遊園地の追悼行事で, たまたま隣に立っ

ていた 20 歳代くらいの女性が同歌の合唱に合わせて歌う

のを聞いたときである. 
当時の筆者の反発を現時点から強いて言語化しなおす

と, 震災体験を学校教育の授業過程に組み込むことが, 体
験を平板化し完結させてしまう行為であるように感じて

いたようである. こうした体験は, 調査・分析において教

員の教育実践や教室の描写を過度に理想化あるいは過小

評価することにつながっている可能性がある. 
また, 筆者が当時小学 5 年生であったために「現在の」

高学年児童に対して共感的であろうとしているようであ

る. これは児童が授業をどのように体感しているのかとい

う調査姿勢に反映される. 調査者はしばしば教室の角に腰

を下ろし, 児童と同じ高さの視線で黒板を見ようとした. 
しかしそれは擬似的に合わせようとする試みの範囲を出

ていない. 11 才のまなざしを反復しようと座り込む 40 才

は腰痛を抱えることになった. 
同時に, 調査者は震災の体験者として, 近い世代の教員

に対して過度の親近感や共感を準備していたかもしれな
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い. この属性は, 震災体験のある教員と無い教員の授業実

践の差異を読み取ることに役立ちつつ, そうした差異を過

度に抽出することにつながっているかもしれない. 
このような高学年児童と体験世代教員への二重の身近

さは, 授業実践における応答を質感を持って理解すること

に役立つ一方で, 記述や分析に微妙な潤色を呼び込む可能

性がある. これらの限界については, たとえば別地域出身

の研究者が阪神地域の震災学習を調査記述し, それと比較

することでより有意義な知見が得られるかもしれない. 
 
以下, 本論部では「X 小学校教員にとっての震災学習」

を描き出すことを試みる. まず X小学校の震災学習の状況

を, 具体的事例を交えて描き出す（4章）. 教員へのインタ

ビュー調査から, 彼らが教育者として震災学習を行う際に

目指しているもの, 留意していることを整理・検討する

（5 章 1-2 節）. 次いで, 震災学習を行うことが教員自身に

とって持つ意味を検討する. 結論を先に述べると, 震災学

習は教員にとっても発達の機会となっていると考えられ

る（5 章 3 節）. これらの分析結果を踏まえて, 1 章で提示

した 3 つの問いを検討する（6 章）.  
 

表 インタビュー対象者 
 出生年 備考 
A 先生 1998 年 神戸市出身.  
B 先生 1997 年 小 3 まで兵庫県西宮市居住.  
C 先生 1997 年 神戸市出身. 市内で家族が被災.  
D 先生 1980 年 神戸市出身. 市内で震災を経験.  
E 先生 1976 年 兵庫県芦屋市出身. 市内で被災.  
F 先生 1972 年 発災時, 大阪府内在住, 神戸市内の大学

に在籍.  
 
 
４. 震災学習の風景 
 

本章では X 小学校における震災学習の事例を紹介する. 
まず（1）同校における震災学習の概況を示し, 次に（2）
同校教員による授業事例を記述する. （3）授業事例を含

む調査データから, 震災学習の形式・内実における特徴を

記述・考察する.  
(2)では, X小学校の震災学習の具体的な状況を提示する

ため, C先生（4年生）, J先生（4年生）, F先生（5年生）, 
I先生（6年生）の 4事例を紹介する. これらを選択した理

由は, 授業全体を見学できた事例であること, 教材・授業

スタイル・教員の世代がそれぞれ異なっていること, さら

に高学年の授業事例であることによる. 5 章（2）で後述

するように 6 年間の段階的学習が意図されているため, 高
学年の授業事例では児童の応答がより深化し, 震災学習の

特徴をより明確に伝えると考えた. 
 
（ ） 小学校の 月 日

X 小学校の震災学習は, 1 月 17 日を中心として, その週

内に集中して全学年で行われる. また, 1 月 17 日朝は全校

集会が開催され, 校長等の講話や「しあわせ運べるように」

の合唱が行われる. 校内の震災学習の概況を示すために, 
筆者が 2022 年と 2023 年に見学した授業内容を表 に示

す. 表内では神戸市の震災学習副読本『しあわせはこぼう』

を『し』と略記している.  
 

表 小学校震災学習の例

日付 教員 学年 内容 
2022 年 

1.13 G 先生 5 
X 小近傍の写真, 新聞記事, 当時の X 小の

状況, G 先生の体験, 『し』（「勇気のボ

ール」をありがとう） 

1.17 
校長 

K 先生 
全校 

Teams での全校集会, 黙祷, 校長先生の体

験, 「しあわせ運べるように」合唱 
1.17 H 先生 2 発災時の写真, 当時のニュース映像 

1.17 F 先生 5 
当時のニュース映像, 『し』（あの子は天

使です）, F 先生の体験 
1.20 C 先生 4 『し』（希望のかんづめ） 

1.20 I先生 6 
X 小近傍の写真, の X 小での「お別れ式」

の写真を用いた授業 
2023 年 

1.17 
校長 

C 先生 
全校 

黙祷, 元 Y 小学校校長による講話, 「しあ

わせ運べるように」合唱 
1.17 J 先生 4 亡くなった同級生への手紙 

1.17 K 先生 3 
被災状況の想像, 『し』（水が出ない ど
うしたらいいの）, 当時の映像教材 

1.17 L 先生 3 
地震の基礎知識の復習, 『し』（お父さん

がたすけてくれた）, L 先生の体験, 被災

状況の想像 

1.17 M 先生 3 
『し』（水がでない どうしたらいいの）, 
M 先生の体験 

1.18 N 先生 4 
『し』（心をつないだ「避難所新聞」）, 
当時の映像教材, 避難所環境の想像 

1.18 J 先生 4 
J 先生の被災状況, ライフライン断絶の想

像, 火災状況の想像 

表 の内容はあくまで筆者が見学しえた事例のみで, X
小学校の震災学習授業の全容を示すものではない. また, L
先生と M 先生の授業は同時限に実施されているためそれ

ぞれ前半後半のみの見学である. 同小は全校 25 クラス近

くあり, 1 週間に集中して行われる授業事例をくまなく調

査することは難しかった. とはいえ以下のようにおおまか

な傾向は紹介できるものと考える.  
まずほとんどの授業で副読本『しあわせはこぼう』が

用いられている. 『しあわせはこぼう』は神戸市教育委員

会が製作している防災教育副読本であり, 小学 1-3 年生用, 
4-6 年生用, 中学生用（『幸せ運ぼう』）の 3 種がある. 最
初の版は 1995 年 11 月に発行され, 以後, 他の災害事例等

を取り込んだ定期的な改訂が神戸市教育委員会自身によ

って続けられている. 内部のイラスト等も教員が作成した

ものである. 阪神・淡路大震災を題材とした内容が主体だ

が, 発災時の行動・事前の備えといった一般的な防災教育

内容や, 東日本大震災や阪神大水害を題材とした教材も含

まれている. 神戸市立小中学校では統一して用いられてい

る教材である. ただし使用方法は学校・教員の裁量が大き

い. たとえば後述する F 先生は 6 年生用の「あの子は天使

です」を 5 年生の授業で用いている. また X小学校の例で

はないが, 舩木ほか（2021）は同教材を 4 年生の授業で用

いている. 
例外的に, I 先生と J 先生は筆者の見学時は『しあわせ

はこぼう』を用いていない. 特に 2022.1.20の I先生の授業

は, X 小学校で当時開かれた卒業式を題材とするもので, 
同校だからこそ展開できる授業である.  
表 のうち, 網掛けした C 先生, H 先生, K 先生は震災後

に生まれた世代である. 他の先生はしばしば自身の震災体
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験を授業に織り交ぜている.  
見学はしなかったが, 音楽室や教室からは「しあわせ運

べるように」の合唱がしばしば聞こえてきた. 2023 年の

全校集会では全校生徒が体育館で合唱している.  

（ ）授業事例 
先生「希望のかんづめ」 年生

C 先生は 1997 年生まれ, 神戸市内で育った. 2022 年当時

で教員生活 2 年目である. C 先生から促され, 児童に軽く

自己紹介をして教室後ろに立った. 授業が始まると, C 先

生の問いかけや発話に児童の応答がぽんぽんと飛び出す. 
この日の授業では『しあわせはこぼう』（4・5・6 年生

用）の「9 希望のかんづめ 経済への影響と復興のあゆ

み」が用いられた. この単元では, 東日本大震災で被災し

た石巻市の缶詰工場が, ボランティアの助けを借りて 40
万個の缶詰を泥の中から掘り出し, 全国で売り出したこと

が 2 ページで説明されている. ページの末尾には「どろだ

らけになったかんづめを売ろうと思ったのはなぜでしょ

う」「なぜ「希望のかんづめ」と言うのでしょう」とい

う発問が記される.  
C 先生はまずラベルの無い金色の缶詰の写真をプロジ

ェクターで投影する. 東日本大震災や石巻市の工場といっ

た文脈を説明せず, 「これ何でしょう」「これ美味しそ

う？」と問いかける. 児童からさまざまな感想が出てくる. 
泥まみれで汚いという感想が出てくると, C 先生はそれを

掴まえて「汚いって思うよな. でも, 後にこう言われる. 
『希望のかんづめ』」と, この写真が持つ物語に児童を引

き入れる.  
日本地図を投影し, 東京と石巻の位置を児童に確認させ

る. 次いで「希望のかんづめ」の教材資料を投影し, C 先

生が音読してゆく. 缶詰を洗う写真, 磨いた後の写真, ラー

メンに使った写真などを投影する. そのたびに児童からは

「美味しそう」「めっちゃきれい」といった感想が出る. 
C 先生は「（缶詰の）ラベルが無いから中身がわからな

い. ガチャガチャみたいやね」と, 缶詰が手元にあるかの

ように児童と想像をふくらませる. 児童の一人が「先生そ

れ（缶詰）さ, お父さん石巻に行ってもらってきたんやけ

ど」と突然言う. 東日本大震災が神戸でも切り離された出

来事でないということが教室で共有される.  
泥まみれの缶詰の写真と思われたものが, 東日本大震災

と, その被災を生きてゆくひとびとという文脈を持ったも

のであることを C先生は児童に考えさせようとする. 次い

で, 缶詰を売ることが地域の「復興」につながるところま

で話を進める.  
児童全員に PC を起動させ, あらかじめ用意していた電

子プリントに入力させる. プリントは「缶詰」の関係者の

多さに注目させ, それぞれの立場についての想像を促す. 4
年生には少々難しいのではと筆者は最初思ったが, 児童は

落ち着いて考えながら入力してゆく. 『しあわせはこぼう』

を読み直す児童もいる. 児童が「せんせいお腹すいた」

「（缶詰を）石巻で買ってきてよ」とやわらかな軽口を

言う. 教室の日々の良い雰囲気が 1 月の震災学習の土台に

なっていると感じる.  
先生 同級生への「手紙」 ライフライン途絶の想

像（ 年生）

全校集会が終わったあと, 筆者は校舎の廊下を目的地無

く歩いていた. 4 年の J 先生の教室のそばを通りがかり, そ
こから聞こえてきた声に足を止めた. 声は J 先生から同級

生への「手紙」を読み上げるものだった. 児童は手元のプ

リントにじっと目を落としている. J 先生は発災当時中学

生で, 3 学年で 10 人が亡くなったという. 安否確認の情報

収集を先生に頼まれていたが, 亡くなった友人の名前を名

簿上でバツをつけてゆくことがどうしてもできなかった. 
J先生は同級生と「明日あそぼうね」と約束して別れたが, 
果たせていない. 手紙を読み上げながら, J 先生は声を詰ま

らせる. 教室内にいる教育実習生も目を赤くしている.  
J 先生が「手紙」を読み終わったあと, 女子児童が 2 人, 

椅子を立って感想を述べようとするがいずれも途中で泣

き出してしまう. J 先生は「先生は生き残れたからみんな

と会えたし, 残りの人生たのしんでかんと」「みんなも何

年先に死ぬかわからないけど, こどものうちに死なないで

ね」と言う.  
翌 18 日の授業では, 災害でライフラインが途絶するこ

との意味を児童に考えさせる. J 先生はまず「ライフライ

ンが使えなくなると」と言って教室の電灯を消す. 児童が

「（陽光で）明るい」と言うと, 先生は「あの日も晴れて

た」と即座に切り返す.  
「ライフラインが使えなくなるとみなさんはどうなり

ますか」と J 先生が発問する. 児童が「不便」と即答する

と, J 先生は「不便なんは当たり前や」と切り返し, 「不便」

の内実を児童同士で議論させる. 議論内容を発表させると, 
「お医者さんが治療できない. 僕が怪我したら死んでいる

と思う」「地震が起きたのはよりによって寒い日だから

ガスが使えないと暖房が使えないし」「汚い, 臭い, あっ

たまることできない」「風邪とか移りまくりそうでこわ

い」「飲み水とか無かったら命を落とす可能性高くなる

と思います」と, 児童の説明の具体性が増している. 電気, 
水, ガスが「使えない」だけでなく, それが連鎖的に起こ

す事態を想像できるようになっている. また, J 先生は火事

の写真を見せ, 水道が使えないことと火災拡大の関係に気

づかせる.  
先生「あの子は天使です」（ 年生）

F先生は 1972年生まれ, 発災当時大阪在住だが神戸市内

の大学に通っていた. 神戸に下宿していた大学の同級生が

亡くなっている.  
この日, F 先生が選んだのは『しあわせはこぼう』の

「19 あの子は天使です かけがえのない命」という 6
年生の単元である. 倒壊家屋から救助されたがクラッシュ

シンドロームで亡くなった当時小学 5 年生の「亜希子」

さんの母親の語りという形式の文章である. 『しあわせは

こぼう』のなかで, もっとも直截に震災死を扱う単元であ

り, 亜希子さんの身体の様子や, 娘の回復を信じる母親の

心情が克明に描かれている. 成人が読んでも心理的負荷の

高い文章である.  
F 先生は『しあわせはこぼう』の文章に直接入るので

はなく, まず児童の想像力を発災直後の状況に馴染ませよ

うとする. 先生が「みんな 5:46っていつもやったらどうし

てる？」と聞く. 児童が「ちょっと薄暗い」と答える. 先
生は「すごく暗くて寒かった. いま（この授業中）よりも」

と引き取る. 次いで震災の死者数を児童に答えさせ, 「今

日はみんなと同じ 5 年生の女の子の話」と主題を先に伝

えた後, 震災の動画教材を閲覧する.  
「あの子は天使です」の文章を F 先生が音読する. 途中

で先生の声が涙で詰まる. 児童達は, 先生はどうしたんだ

ろうといった表情で先生のほうを見る. だれも何も言わな

い. ふざけることもない. 教室のトーンは沈痛一色でもな

く, 没入とそわそわの中間ぐらい.  
F 先生はいったん感情を落ち着け, 「ぐぐぐっと来ちゃ

うね. 先生は大学生でした」と学生時代の友人が亡くなっ

たことを話す. 児童は『しあわせはこぼう』の亜希子さん
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と母親, F 先生と友人の物語を二重に受け止めようとして

いるようである.  
「あの子は天使です」は, 亜希子さんの母親がソーラー

時計を設置したことを伝える. F 先生は「お母さんは時計

をどういう気持で設置したと思う？」と問いかける. 児童

の挙手, 発言が続き, 先生は板書してゆく. 先生は「『忘れ

ないでいてね』だけで立てたのかな」と再度発問する. 
『しあわせはこぼう』に掲載された時計の説明プレート

の写真に注意を促し, 喪われた多くの「命」の存在を考え

させようとする. 児童は最後に先生が用意したプリントに

感想を書き込み, 挙手して記述内容を発表する. 児童の記

述は「しあわせ運べるように」の歌詞から言い回しを借

りたものが散見される.  
先生 小学校の卒業式（ 年生）

X 小学校の 1995 年 3 月の卒業式では, 卒業生が, 亡くな

った同級生の遺影を持って参列している. この日はその写

真を元とした授業が行われた.  
I先生はまず当時のX小学校内外の写真をスクリーンに

投影する. 児童は倒壊した二宮金次郎像の写真を観て「ば

り怖い！」「あれってめっちゃ怖いんちゃうん」と感想

を口に出す. 次いで校庭での「お別れ会」の写真を投影し, 
同校で児童 9 名・職員 1 名が震災で亡くなったことを話

す. 児童は「こども？ まじで…？」とつぶやく. いま目

の前にいる児童と同学年のこどもたちが亡くなったとい

う事実を出発点とする授業だが, I 先生は強い感情を外見

には出さない. 普段の授業どおりに大人が大人に接してい

るという印象を受ける. 児童の側も, 主題の「重さ」は理

解しているが, そこに沈み込むのではなく落ち着いて受け

止めようとしているようである.  
I先生が運動場のテントの下で開かれた卒業式の写真を

投影する. 児童が「ああ, 亡くなったひと（の写真）……」

と言うが, 先生は説明を加えない. 敢えてであろうか. 先生

が写真を切り替えてゆくと, 一人の児童が「先生, これじ

ゃない写真もっかい見たい」と言う. 先生は応じて写真を

戻す. 落ち着いた雰囲気で良いなと感じる. 普段からこの

ようなやりとりがあるのだろう.  
写真に映っているものについて, 先生が推測を誘導する. 

卒業式がテントで開かれたのは体育館が使えないから, 体
育館が使えないのは家が潰れた被災者が多くいたから, と
いうように. 次いで, 卒業式で遺影を持っているひとは自

分たちと同じ 6 年生であることを確認させ, 同校の 6 年生

4 名が亡くなったことを付け加える.  
卒業式の様子を伝える当時の新聞記事コピー2 枚と, 記

入式のワークシート 1 枚を配布する. ワークシートの設題

は「友達を亡くした卒業生の思い」. それを見たとき, 筆
者は「重たいな」という感想を持った. I 先生が, 配布した

新聞記事の X小学校の箇所を読みあげる. 児童はそのまま

だまって聞いている. 読み上げが終わってから再度よみか

えす児童もいる. ワークシートに書き込む作業が始まる. 
考え込む児童, 手がとまる児童. 適当にごまかして過ごそ

うという雰囲気は無い.  
記入が一段落すると, I 先生は児童から発表を求める. さ

まざまな意見が出る. I 先生は意見を板書しながら, ひとつ

ずつ共感的に確認してゆく. たとえば児童が当時の卒業生

の気持ちを推測して「思い出したくない」という意見を

述べると, その「『思い出したくない』って気持ちはわか

るやんな」とクラス全体に確認を重ねる. その際, I 先生自

身の体験などは織り交ぜられない. 他に, 「罪悪感」「く

やしい」「後悔する気持ち」といった意見がある. 「自分

が死ねばよかった」「だれのせいでもない. だれも打ち明

けられないから息苦しかった」といった感情を推測する

意見も出てくる.  
I 先生は最後に, 「こんな思いをまだまだ小さい 6 年生

が抱えて卒業していかなかんかった. 切り替えていける子

もいれば, 悩み続ける子もいたはず」「亡くなった子の分

まで背負ってくれ, なんて大きなこと言うつもりなくて」

と話す.  

分析

以上の事例や他の授業見学をもとに, X 小学校の震災学

習に見出される特徴を検討する.  
想像と共感

ほぼ全ての授業に, 被災状況を具体的に想像させ, また

被災者や教材の登場人物の心情を考えさせる共感の過程

が見出された. 想像と共感は授業の前提であることも, 目
的であることもある. J 先生の授業ではライフラインが途

絶した状況での不便さや, それが生じる因果関係をできる

だけ丁寧にイメージさせることが目指されていた. F 先生

の授業では「亜希子さん」のお母さんへ, I 先生の授業で

は遺影を持つ卒業生への共感を探ることが目指され, その

導入として被災地の寒さや X 小学校内外の状況を児童に

想像させている.  
これらのプロセスでは教員からの問いかけ, 教員自身の

体験の語りに加えて, 写真や映像教材が多用されている. 
阪神・淡路大震災の映像は近年もインターネット上に新

たにアーカイブが公開されており 3), 震災学習と ICT 教育

は意外にも相性が良い. また, 石巻市の位置を地図上で投

影する C先生のように, 想像の前提となる基礎知識を適宜

補充する様子も見られた. これは普段から児童の学級担任

と教科教育をしている学校教員だからこそ細やかにでき

ることだろう.  
授業ではさまざまな場面で想像と共感という普遍的な

能力が重視されるのに対して, 「共助の大切さ」といった

防災教育一般でしばしば聞かれる決まり文句はあまり登

場しない. 防災に直結する道徳的価値を正面から説くとい

うよりは, その理解の前提となる想像と共感を育むことが

目指されていると推測される. また, そうした場面では

「汚い」「ばり怖い！」といった児童の率直な感想がま

ず受け止められている.  
震災体験を持つ教員と持たない教員では 被災状況の

想像のさせ方に微妙な違いがあるようだ 体験を持たな

い教員は 想像をその日の授業の主題に集中させる傾向

がある たとえば水や電気が使えないという主題につい

て その状況で困ることを具体的に想像させ 解決策を

考えさせようとする 震災体験を持つ教員も授業の進め

方としては基本的に同じなのだが 特定の主題に想像力

の志向を集中させるというより まず被災地や避難所の

感覚が先生のもとでイメージされており そのなかで児

童に想像力をふくらまさせるというニュアンスがある

比喩的な記述になるが 児童を被災地の風景に連れてゆ

くような授業である また そうした授業では先生の何

気ない連想が印象的に語られることがある

たとえば L 先生は水道が停止すると給水車が来ること

を 3 年生の授業中に話した後, 「給水車来てくれても何時

に来るかわからない. そのときは逃してしまった」「（周

辺が）ぐっちゃぐっちゃやねんけど, （給水車が）来たっ

てなったら周りがザワザワ」したと給水をめぐる当時の

雰囲気に話を広げる. さらに友達の「ミヅちゃん」と被災

後久しぶりに電話して 1 時間も話が止まらなかったのを

覚えています, と想起をつなげる. 「1時間も」というとこ

－ 6 －



7 

ろで児童が屈託なく笑い, そのときの L 先生の安心感や嬉

しさが見学していた筆者にもじんわりと伝わってくる.   
先生自身の体験の語り

表 の「内容」欄に記したとおり 調査したほとんど

の授業で先生自身の震災体験が語られている ただしそ

の語り方にはいくつかの違いが見出される 最も多いの

は, 先生の体験の語りを授業進行の中に織り交ぜる「挿話

型」である. G先生, L先生, M 先生がこの挿話型であり, ま
た被災地状況を想像させる場面で語られる「すごく暗く

て寒かった」（F 先生）, 「あの日も晴れてた」（J 先生）

といったひとことも挿話型に近い(4). これに対して, 先生

が自身の体験を語ること自体がその授業展開の主要な部

分となるような語り方を「語り部型」と呼びたいが, この

類型は意外と少ない. 2022 年全校集会での校長先生の体

験談, 2023 年全校集会での元 Y 校長先生の講話がそれに

当たる. また, 2023 年 1 月 17 日の J 先生の「手紙」もやや

近いかもしれない.  

５． 小学校の先生達にとっての震災学習

（ ）教育としての震災学習 
X 小学校の先生達は何を目指して震災学習を行ってい

るのか. いいかえると, 先生達はこどもたちに何を学びと

ってほしいと考えているのか. この点について表 2 のイン

タビューデータを検討する. 3 章で示した方法により分類

すると, 「生存能力と伝承」「災害死と命の教育」「地域

性」というラベルを与えることができる. 本章では紙幅の

制約上「地域性」については省略し, 前 2 項について先生

達の語りを引用しつつ検討する.  
生存能力と伝承 

震災学習の目的として, こどもたちに自身の命を災害か

ら守る能力を与えることがまず挙げられる.  
 
「もう防災学習は絶対必要だなということと. それか

らいつ起こるか分からないからこそ必ず備えが必要 . 
〔…〕てなると, まあ学校で起きた時には自分たちが

っていう. だから自分の命は自分で守る, その術という

か」（F 先生） 
 
「自分の考えで動けるようになってほしいっていうの

が一番あるので. まあ誰でもそうだと思うんですけど, 
地震に, なに地震だけじゃなくて津波とか火事とか」

（E 先生） 
 
「ある程度こう「こういうことが起きたらこうしたほ

うがいい」とかっていうその危機意識みたいなんも持

ってほしいですし」（A 先生） 
 
災害は保護者や教員がこどもの傍にいるときに生じる

とは限らない. 児童が災害時に自分自身を守ることができ

るようになることが求められる. ただ, これは防災教育の

一般的な目標であり, 阪神地域あるいは X小学校の「震災

学習」に特異なものではない.  
震災学習としての特徴は, こうした防災教育が災害伝承

と連続的に捉えられることである.  
 
「その当時の苦しさとか怖さみたいな, 「震災怖いん

だ」っていうのを伝えることによって, なんていうか

「ああこんなんあったんだな」っていうだけじゃなく

て「今後来たら」っていうのも膨らませられるので , 
っていう形で」（C 先生） 
 
「うーん. でもあのことって忘れたらあかんことやし, 
みんなが語り継いでいかなあかんことなんやろな. だ
からそういうのがなかったら, 私みたいにその防災の

意識が薄い. こう「備える」っていう意識が薄くなっ

てしまう. 何かあった時にやっぱ被害が大きくなるん

じゃないんかなあって. だからあったことももちろん

伝える」（D 先生） 
 
「自分ごととして捉えてくれたら, こどもが. 自分の身

に起こるかもしれないこと. で, やっとかなあかんなっ

てちょっとでも思ってくれたら, それは震災学習とし

ては何か残せたんじゃないかな. 避難訓練でもそうで

すけど. 「何かどっかの町の遠い町で起こってるもの

なんや」「やー, こわー」って言ってたらやった意味

があるとは, それはむやみやたら怖がらせただけでや

った意味がないので」（E 先生） 
 
災害が起きたという事実そのものや, 「その当時の苦し

さとか怖さ」（C 先生）についての学習が, 「今後来たら」

（C先生）という想像力や「自分ごととして捉え」（E先

生）る態度につながることが目指されている.  
災害死と命の教育 

以上のように, 震災学習では災害伝承を基盤として, 児
童が災害から自らを守る力を涵養することが目指されて

いる. では, 震災学習における伝承の核心は何なのか. 先生

達の多くが語るのは災害死の受け止め方である.  
 

「これだけの人が死んだんだよ, 亡くなったんだよっ

ていう数字を見たりして. で, この学校〔の児童数との

比較〕で考えたら, その何倍も人数が亡くなったんだ

みたいな話をしたりとか. で, その実際の数字を見せた

りとか内容を見せることで, 「あ, 今すごい重たいもの

を僕たち私たちは学んでるんだな」みたいなところは, 
最初の授業でちょっと顔色見て分かったかなみたいな

ところはありますね」（C 先生） 
 
「こどもたちってぎょっとするんですよ. そういう苦

しみっていうかその一人が亡くなったことで, ずうっ

とめぐみさん(2)も手が震えて. 何か考えたらぶわーっと

手が震える. そういうことが, 〔震災死者ひとりずつに

ついて〕そんだけの数あったんだ. じゃあその周りに

どんだけ苦しんでる人がいるんだみたいな. 〔…〕や

っぱ最初に思ってた「6000 人は多いな」っていう, そ
の程度の思いからはまた一歩違うっていうことなんで

すよね. だからそういうことをやっぱり考える時間を

取る. うん」（D 先生） 
 
震災学習の副読本『しあわせはこぼう』には, 災害死を

扱う単元が複数組み込まれている（表 ）. また, ときに

は F 先生や J 先生のように災害死に関連する教員の経験

が語られ, I 先生の授業事例のように同級生の遺影を持っ

て卒業式に参加した 6 年生の心情を考えるといった授業

が行われている.  
C 先生と D 先生が語るのは, 阪神・淡路大震災の総死者 

数 6434 名という数字そのものの暗記ではなく, その数字

が持つ意味を児童に考えさせることである. D 先生の授業

－ 7 －
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表  『しあわせはこぼう』内の災害死を扱う単元 

単元名 
想定

学年 
内容 

とつぜんのおわかれ 2 火災後に祖母の骨を拾う 
はるかのひまわり 3 震災遺族がひまわりの種を

植える 
命の防災無線 4-6 南三陸町防災庁舎からの呼

びかけ 
あの子は天使です 6 娘を喪った母親の語り 
（備考）え顔につつ

まれた水族園 
2 機器故障により水族園の魚

が死滅 
 
では, ある一人の震災死とその遺族のエピソードを起点に, 
そうした出来事が個々に 6434 名分存在していただろうこ

とを児童は考え始める.  
こうした個別の死の絶対性に接近してゆく学習は「命」

についての学習につながってゆく.  
 
「やっぱり最終自分で, 静かに考える. 命についてとか

身近な人についてとか. 周りいる人らへの感謝とか. で
やっぱり, こういう自然災害っていつ起こるか分から

ない, そういうものに対して自分自身が備えていかな

いといけない. それは自分を守るためでもあるし, 家族

を守るためでもある. で自分の命は自分で守らないと

いけない」（D 先生） 
 
D 先生のこの一節は, 震災学習の核心が災害死の受け止

めにあり, それが児童や周囲の人間の「命」について「自

分で, 静かに考える」理解につながり, その理解がさらに

自分や家族の命を守るという防災教育の一般的目標の基

盤となるという図式を簡潔に語っている.  
この〈災害死の受け止め〉から〈自他の「命」の理

解〉へという展開は, 教員と児童の微妙な情動の揺れと交

流を伴った授業実践であると思われる.  
 
「やっぱその先. その命の大切さとか, 体験した人がい

る. そこに, 私がもうそうだったけど, ぐっとこないと留

まっていかないから, 心に. 留まって, 何か自分たちもそ

れを次伝えていけるように」（D 先生） 
 
「だから気持ちっていうかそういった思いが通じたと

きって, こどもってなんかちょっと考える表情という

か. やっぱり震災は結構自分の心を見つめる学習かな

って私は. ふだんはがーっとしてるんですけど. だから

そういうことを思ってというか, そういう気持ちで授

業をする. まあ私もちょっと涙が出たりとかよくする. 
震災の話はもう, ほんとに涙が出るんです. 『しあわせ

運べるように』をみんなで歌っても涙が出る. で, 何か

そういう様子を見ているのか, 震災の話とか, 映像だと

かって見ると涙を流す子もいれば. そこで命っていっ

たものに関してはより深く学びとってくれるんじゃな

いかなあと思っているので」（F 先生） 
 
ただし今回の調査の範囲では, こうした情動的な交流は

D 先生, F 先生, J 先生のようなベテラン教員から聞かれる

もので, 若手教員には容易ではないかもしれない.  
 
（ ） 年間の段階的学習

X 小学校の先生達の震災学習の核心は, 災害死の受け止

めと「命」の教育である. 死と命を深く考えることが, 震
災という出来事をアクチュアリティを伴って理解し, それ

が災害から命を守るための防災教育の基盤となる. では震

災学習は災害死についての単元から始まるのだろうか.  
 

「「亡くなった」言われてもね, その数がまず分から

ないんで. それが, どんな多いかっていうのが分からな

いんで. 〔…〕誰かが死ぬっていう経験自体がまだな

いんで. 「何人が死んだんや」とかいうよりも, たとえ

ば自分の身近で起こったら何, どんなことが起こると

思うとか, どんな影響があるよとか, 実際に自分の身を

守る方法とか」（E 先生） 
 

「やっぱ 1, 2 年生とかは, なん…震災はあったんだよっ

ていうのはもちろん話するから分かる. で, そういう人

たちのために歌を歌うんだよって 1 月なんかずっと歌

ってる. でも中身としては, やっぱり防災グッズについ

て考えたり. 「なにもっていく？」で, 2年生とか 3年生

とかだったらスリッパとか作ったり, 新聞で. そんなん

やったりとかしてるんですよね. で, 後は「生活が大変

だったんだよ」って言って, 3 年生でももっと下の学年

だったら「どんなふうに大変だった？」「水が止まっ

てしまうんだよ」とか「ガスが出ないんだよ」 , で
「その時にどうやってしてたんだろう」って何かそう

いうことを下の学年ではやってるんだけど, 5, 6 年生に

なったら, やっぱその先. その命の大切さとか, 体験した

人がいる」（D 先生） 
 
実際のところ 1 年生では「6434」という数字の大きさ

自体がわからない. 「10000 までの数」を算数で学ぶのは

2年生である. また, 低学年では近親者の葬送に参列すると

いった経験も少ない. 災害時の被害の様相についても, 説
明文やデータから具体的なイメージを起こすことがまだ

難しい. そのため先生達は児童の発達段階に応じて防災教

育・災害伝承の方法を微細に調整している.  
 

「いきなり 1 年生にそんなことやったらショックが大

きすぎて, 多分, あかん子もおると思うんですよね. 受け

入れられへんというか, なんというか怖すぎて「怖い」

というだけで. だからやっぱりそれは段階, 段階」（D
先生） 

 
災害死を受け止め, 自他の「命」について考える授業実

践は高学年に入ってからである. それまでの段階で防災グ

ッズや道具作りの単元や, 震災復興についての単元が重ね

られるのは, 災害に対する無力感や恐怖を減ずる効果を持

っているかもしれない. そうした 6 年間の震災学習のいわ

ば集大成に近いものとして, 災害死と命についての授業実

践がある.  
 

震災学習を通じた教員の発達

ここまで, 先生から児童への震災学習という観点から検

討を行った. 次に, 先生達自身にとっての, 震災学習に教育

者として取り組むことの意味を考えてみたい.  
本稿が提示したいことは, 震災学習に取り組むことが, 

体験世代のベテラン教員にとっても, 震災後生まれの若手

教員にとっても, 発達（成長）の場になりうるということ

である.  
「とらえなおし」としての震災学習 
個人的な背景によるところが大きいため一般化できな

－ 8 －
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いが, 被災体験を持つ教員にとって震災学習は自身の体験

をふりかえり, とらえなおす機会でもある.  
 

「自分自身は「わーすごい」とはなったけど, 何も失

ってないから. 地震自体では. で学校がなくなって最初

はラッキーやなあって感じぐらいで. 〔…〕でもいざ

採用されて, そうやって震災の時には震災学習をして

いくんだよって教えてもらって「ああそうなんや, そ
うやって振り返りをしていかないといけないんやな」

って初めて教えてもらって. うん, で周りの先生たちが

「実はこうやって亡くなったんだ」とかって聞いて , 
ああ近くの人でそうやって亡くなってる人がいるんや

っていうのを初めてグサッと. ああそれを, 伝えていか

なあかんねやって」（D 先生） 
 

震災当時中学生だった D 先生は神戸市内に居住してい

たが, 自身や周辺に大きな被害は生じなかった. 学校休校

を「ラッキー」と思う程度だったが, 就職して他の教員の

話を聞いて「初めてグサッと」感じたという. 震災を「教

える」側に立ったとき「「体験した, 体験した」って思っ

てたけど, 実際何も知らんかったんや」という認識が生じ

た.  
 

「先生になってほんまにこどもを目の前にして, うん. 
学びを深めていかなあかんっていう立場に立った時に, 
初めて調べる, 聞く, で他の周りの人にも「震災の時ど

うやった？」って. 初めてそこで, 聞いたことで, 自分自

身が何かショックを受けるじゃないですけど. ああ地

震ってこんなに大変やったし, 大事な人を失った人っ

てほんまにこうやって身近にいるんやなあって. うん」

（D 先生） 
 

D 先生にとって, 震災学習は震災を学び直し, その捉え

方が変わるきっかけだった. 震災に関する他者の体験・態

度に感化されて, 自身の体験・態度を再検討している. そ
れは他のひとびとの被災体験への感受性を発達させる契

機でもあった.  
震災学習と若手教員の役割 

では, 直接の震災体験を持たない若い先生はどうだろう

か. 1997 年生まれの C先生は, 小学 5 年生のとき, 自身が受

けた震災学習の一環で車椅子の震災障がい者が学校を訪

れ, 「忘れられていくことがいちばん辛い」と話したのを

聞いて「当時すごいズキッときた」という. 教員となった

現在, 震災学習に関しては「やっぱり, こどもたちに伝え

るってなると, 経験できてないってところはすごいデメリ

ットじゃないですけど, 大きいところなんだなあ」と感じ

ている.  
しかし C先生は, 直接の震災体験を持たないことをむし

ろポジティブに捉えているようである.  

「経験してない僕が, やっぱりそれだけ今まで学んで

きたことで, すごいことがあったということと, やっぱ

つらい経験した方がいる, たくさんいるっていうとこ

ろを重く受け止めて次につなげようとしてるので, こ
の先もやっぱり知らない人に知らない子がそれを知っ

てつないでいくというのはすごい大事だなとは個人的

には思っています」（C 先生） 

C 先生が自身の役割として重視しているのは「すごい

ことがあったということ」「つらい経験した方」がたく

さんいるということを, 「重く受け止めて次につなげよう

と」することである. C 先生は震災体験を持たないことを

震災学習を行う上での「デメリット」と表現しているが, 
災害がもたらした他者の困苦を「受け止め」るという態

度に重心を置くことで, 体験者が非体験者へ語り継ぐとい

う災害伝承の一般的な構図から抜け出そうとしている. す
なわち, 自身に災害体験が無くても, 体験者の語りや教材

や動画・写真を通じて震災を「深く受け止め」ることが

できれば, その学習体験を反復させるというかたちで「次

につなげ」ることができる. この試みは, C 先生から学ん

だ「〔震災を〕知らない子」がさらに次の「知らない人」

への伝承を可能とする. C 先生は D 先生と同様に他者の被

災体験に対する感受性を, 学童期に受けた震災学習から現

在に至るまでに発達させているが, その体験を災害伝承の

再生産性に活かそうとしていると言える.  
このように, C 先生は体験を持たないことを災害伝承の

阻害要因とみなすのではなく, それを逆手に取っている. 
震災学習を続ける X 小学校という実践共同体の中で自身

の役割を見出しつつあると考えられる.  
 
 
６．おわりに：共振としての災害伝承

 
本稿は, X 小学校における震災学習の授業事例と, 震災

学習をめぐる同校教員の語りを分析した. 最後に 1 章の問

いに答えたうえで, 震災学習における災害伝承について考

察する.  
①教員は何をめざして震災学習を行っているのか. 教員

は児童の生存を目標として震災学習を行っているが, その

核心には災害死を受け止め, 自他の「命」を熟考させる教

育がある. X 小学校では, この核心への接近は 6 年間の震

災学習全体をかけて行われる. その過程では, とりわけ児

童の想像と共感を重視した授業が実践されている.  
②教員にとって震災学習はいかなる意味を持つのか. 教

員にとって震災学習は, 自身の体験の捉え直し, 災害がも

たらす他者の困苦に対する感受性, 震災学習の再生産性を

維持するための役割の意識化といった発達の契機であり

うる. とりわけ「役割の意識化」は, 直接の震災体験を持

たない世代の教員にとって重要である. X小学校の2022年
1 月 17 日の全校集会では, 司会の K 先生が「みなさんと

先生には共通点があります. それは阪神大震災を知らない

こと」と延べ, 翌年の全校集会でも同じく震災後世代の C
先生が「実は先生も阪神・淡路大震災を経験していませ

ん. だから先生もみんなといっしょに震災のこと勉強して

いきたいと思っています. 今週で終わりではなく, ずっと

ずっと」と全校生徒に向けて話している. これらの語りで

は, 震災体験を持たないことが震災学習・伝承を妨げるも

のとしてではなく, むしろ児童との共通点であり, 震災を

学んでゆく理由付け（「だから」）の基盤であることが

強調されている. これは体験世代が担うことのできない役

割である.  
③震災学習そのものの継承は成立しているのか. 震災学

習そのものは, 校内での教員間の実務・交流・感化や, 教
員自身の発達を通じて教員間で継承されている. ただし実

務・交流による教員間継承は本稿では十分に紹介できな

かった.  
これらの調査結果は従来の研究で十分に把握されてこ

なかったものであり, 2 章で示したように学校単位といっ

たメゾレベルで震災学習／防災教育を捉えることの重要

－ 9 －
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性を示している. 伊藤・舩木（2022）はこのレベルにおい

て校区と学校の相互関係を明らかにしたが, 本研究はこれ

に対して, 授業事例の調査と教員へのインタビューにより, 
学校という単位が震災学習において目指すものを示した. 
これにより, 教育という具体的実践において、一般に扱う

ことが難しい災害死の受け止めが長期間の震災学習／防

災教育の駆動力となりうることを明らかにした. 
ここには, 被災地型防災教育の地域的制約を超える可能

性の一つがあるように思われる. 教員の震災体験が色濃く

反映されるのは被災地型防災教育の特徴であるが, 災害死

の誠実な受容・理解という核心については「被災地」以

外でも取り組むことが可能であると考えられる. 災害で人

が命を落とすことの衝撃と悼みは, 地理的な制約を受けな

い. ここに先行研究に対する本稿の学術的寄与がある. 
震災学習は教員から児童への災害伝承という側面を持

つ. しかし本稿の検討を踏まえると, この伝承は記憶や教

訓の「複写」のような仕組みによるものではないと考え

られる. 教員-児童間の伝承および児童の発達と並行して, 
教員間の伝承や発達が生じている. とすれば, 児童に生じ

る伝承・発達は, 教員に生じるそれを反復あるいは反映し

たものであるかもしれない. 隣り合う音叉の振動が自然と

伝わってゆくように, 教員自身の震災学習体験が児童に共

振してゆくというモデルである. 震災体験を伝えるのでは

なく, 震災学習体験が伝わってゆくのである. その核心は

災害死と他者の災害体験への感受性の発達にある. 防災教

育と災害伝承の根幹は追悼と共感にある, ということが

30 年近くにわたる震災学習の本質であり, それはまた阪

神地域のみで可能な文化ということではないはずである.  
 
 
補 注 
(1) 本稿では, 災害のような出来事を他者に伝える営為・活動お

よびそれらを可能とする環境全般を「伝承」と呼び, その伝

承において何らかの具体的な表象や営為（体験, 記憶, 教訓, 
理念, 行事など）が受け渡される・伝わる・教育／学習され

る・継続される事態を「継承」と使い分ける. たとえば, 語
り部活動という「伝承」活動において, 災害の教訓が語り手

から聞き手に「継承」される, というように.  
(2) 道徳教材『きみがいちばんひかるとき』（光村図書）内

「おばあちゃんからもらった命」の登場人物.  
(3) F 先生が「あの子は天使です」の授業中にご自身の友人の

死について語ったことは, 形式上は挿話型に近いものの, 他
の事例とやや異なった質感を帯びていたように思う. 単に話

の流れのなかで付け加えたり思い起こしたりしたというよ

り, 「亜希子さん」の死とご自身の友人の死が悼みの思いの

なかで連続していたと想像される. この事例を仮に「外傷型」

と呼ぶことを考えたが, 事例が他に無いため補注に付記する

にとどめる.  
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どこまでの最悪の事態を想定すべきか：児玉聡『予防の

倫理学』（2023）を手がかりに 
 

高原耕平１ 

 
１人と防災未来センター 
 
１．はじめに 
本発表の目的は、児玉聡『予防の倫理学』（2023）にお

ける災害対策の倫理的検討を参照し、特にその「最悪の

想定」に関する議論を紹介・拡大することである。 
災害分野（防災、復興）に関する倫理的な議論は多く

ない。先行研究として、防災分野への「ナッジ」導入に

ついて検討した永松（2020）、「責任」をめぐる及川らに

よる一連の論考（及川 2021, 及川・片田 2021）、防災の

諸実践における「諸価値の葛藤と調停」を論じた高原

（2021）、また後述するN. ザック『災害の倫理』（2020）
が挙げられる。復興研究分野では、『災害復興学事典』に

おける「復興の倫理」の項（内尾 2023）や、日本災害復

興学会誌『復興』における「復興と倫理」特集がある（高

原 2022 など）。 
ここでの「倫理的議論」とは、ある点では善いと感じ

られる（あるいは善い結果をもたらす）行為や判断や施

策が、別の点では善さを損なうことになるような事態に

ついての検討を言うものとする。たとえば「共助」を勧

めることは平均的には災害で助かる人を増やすので「善

い」ことだが、場合によっては共助の担い手を生命の危

険に曝しうる。この事態について、共助的行為を推奨／

抑制するおおまかな指針を提示することは可能だが、あ

らゆる場面に適用しうる指針を作成することは困難で

ある。共助をめぐる倫理的ジレンマに関して、技術的検

討には限界があり、何をどこまで認容しうるのか、線引

の基礎となる考えは何であるかといった議論が必要と

なる。 
 こうした倫理的議論は防災や復興の実践・研究を深め

るための土台の一つとして必要である。それが無ければ、

施策や技術実装が社会的合意を得ることが次第に難し

くなると考えられる。災害分野は倫理的議論の具体的事

例が多数見出されるにもかかわらず、前述のように研究

は進んでいない。そこで本発表では、倫理学を専門とす

る研究者による児玉（2023）の内容を咀嚼し、検討を深

めたい。 
 
２．『予防の倫理学』 
まず児玉（2023）の全体構成と、同書 4 章「災害の予

防」の内容を紹介する。本書の対象は文字通り「予防」

にある。現代社会では病気・犯罪・災害等に対する「予

防」の重要性が強調される。しかし「予防という発想が

持つ問題」（2 頁）は十分に認識されていない。特に病気・

犯罪・災害の予防は基本的に社会や政府による介入とい

うかたちを取るため、個人の自由との衝突といった倫理

的問題が生じやすい。これらの具体的事例の検討を重ね

ることで「予防の倫理学」を確立することが本書全体の

目的である。 
本書は「交通事故の予防」「公衆衛生と医療」「犯罪の

予防」「災害の予防」の 4 章に分かれている。各章の内容

はそれぞれ類縁性があるため災害以外の章も本発表の

問題意識に関して重要であるが、ここでは第 4 章「災害

の予防」に絞って紹介・検討する。 
第 4 章では、災害サイクル、災害の予測・予報、ハザ

ードマップ、大川小学校事故裁判、平時の倫理と有事の

倫理、記憶の風化と教訓の問題、自助・共助・公助、そ

して予防原則precautionary principleが取り上げられる（た

だし予防原則は災害に限定されない）。以下、内容を簡単

に紹介する。大川小学校事故裁判に関しては、現代の事

前対策はハード対策とソフト対策が重なり合うため責

任主体についてより詳細な検討が必要になると論じら

れる。記憶の風化に関しては、記憶を新たにすることが

災害予防には役立つ一方で被災者の悲苦が和らぐこと

がないという二面性があることが指摘される。自助・共

助・公助に関しては、それらのバランスを検討しなけれ

ば「負担や責任に不公平さ」（299 頁）が生じうること、

そもそも防災分野では自助・共助・公助の定義について

論争が存在しないことが指摘されている 1)。 
 
３．平時の倫理と有事の倫理 
以上のように、第 4 章では本学会員の関心を引くと思

われる事例・テーマが多数扱われているが、ここでは特

に第 5 節「平時の倫理と有事の倫理」の内容を検討した

い。この節は災害分野の倫理的検討の中でも特に重要な

議論を含んでいると考えられるからだ。 
本節ではまず「最悪の事態を想定すべきか」と題して、

内閣府（2020）による新たな津波想定が取り上げられる。

この想定では「千年に一度の津波災害」が前提され 2)、

宮古市では防潮堤が全て壊れるという最悪の事態が想

定された。これに対して「宮古市側は住民が混乱すると

して、防潮堤がすべて壊れるという想定の変更を求めた」
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（280 頁）。この事例は、「どのくらいの最悪の事態を前

提に備えをすべきかについては、いまだ十分な社会的合

意がない」（281 頁）ことを示すひとつの例である。 
次に、「最悪の事態を想定した備え」自体の倫理的問題

を指摘する学説が紹介される。米国の哲学者 N. ザック

は、平時と有事とで異なる道徳指針が適用されてはなら

ないと主張する。有事には救出や医療資源の不足のため、

トリアージのような緊急時にだけ認容される道徳指針

が持ち出される。だが、そのように道徳指針を使い分け

ることで事前準備がおろそかになるおそれがある。そこ

でザックは「災害時と平時の道徳の同一性」（282 頁）を

説く。だがそれを実現するには事前に膨大な資源を集積

しておかなければならないし、それでも想定外の事態は

生じるだろう。 
英国の哲学者リチャード・ホルトンは、「最悪の事態」

を予め考えることそのものが倫理的でないと言う。たと

えば、強制収容所の映画を観た夫婦が、収容所に自分達

が送り込まれることを想定して、自分の子供達の生存の

優先順位を議論するような状況である。本当にこのよう

な夫婦がいたら多くの人が非難するだろう。最悪の事態

を想定して議論することで、親から子供への態度が変化

し、子供がその議論に参加すれば悪影響は免れない。 
ザックとホルトンの主張の共通点は、予防のために悪

い事態を「予め考える」ことには危害が伴いうるという

ことである。だが最悪の事態を想定せず、有事の道徳指

針を否定したままでは現実の緊急時に有効な行動を取

れない。「ザックのように平時と有事の倫理に関して同

一性を説くなら、共倒れを生み出すことになる可能性が

高い。逆に、平時と有事の倫理は非同一でありうると考

えうるなら、平時から見れば冷酷な行為が正当化される」

（285 頁）。 
 
４．考察：防災の倫理学の重要課題 
 ここまで、児玉（2023）の特に 4 章 5 節を紹介した。

最悪の事態の想定には倫理的ジレンマがつきまとう。想

定の「副作用」はときに無視できないし、かといって想

定をしないことで被害が増えることも善くないことで

ある。ここから、この問題を改めて検討してみたい。 
 同書では「最悪の事態の想定」として①発生確率が極

めて低いと考えられるが生じれば甚大な被害をもたら

しうる災害想定、②トリアージや③強制収容所での「命

の選別」といった、現実に遭遇する確率は極めて低いも

のの想定自体が心理的な危害等をもたらしうるもの、が

挙げられている。 
 ②③は、防災の現場でも類似の事例が存在するかもし

れない。たとえば運動能力が極めて衰えた高齢者や重度

身体障がい者の個別避難計画を策定する際、一般にはタ

イムラインを作成し、支援者と当該対象者の安全が確保

されるシナリオが練り込まれる。しかし、それと並行し

て、シナリオどおりに進まない「最悪の事態」（たとえば

当該対象者を見捨てざるをえないといった）を想像しな

いでいることは実際には不可能である。そのようなとき、

「そこまでシビアな状況を想像しても意味はないだろ

うよ」等と心理的にブレーキをかけて想像を打ち止めに

することが多いのではないか。この心理的負荷・倫理的

ジレンマを誰がどのように引き受けるのかという負担

の社会的分配の問題も社会的合意がほぼ無い。 
 現実的には、最悪の事態を何も想定せずにハザードを

待つことはできない。したがって検討すべきは「最悪の

事態を想定すべきか」という問いよりも「どのあたりま

での最悪の事態を想定すべきか」という微妙な線引きの

問いであると考えられる。その際①の事例は、確度の低

い長期予測のトランスサイエンス的課題でもある。 
 また、この問いを考え、社会的合意に至るためには、

「防災」そのものの評価基準についても再考が求められ

る。すなわち生命か幸福か、という問いである。 
 
補注 
1) しかし例えば「共助」概念を中心に検討した小林（2023）は

参照されていない。本書第 4 章では災害分野専門学会の論

文は参照されておらず、今後の学際的交流の余地は大きい。 
2) 「千年に一度の」という表現は必ずしも正確なものではな

いが、ここでは同書の記述に従う。 
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災害の倫理学を構想する 
 

生存・自然・技術の未来 
 

人と防災未来センター 主任研究員 
高原 耕平 

 
key words：気候変動、人口推移、自然、偶然、幸福 

身体、情報、生存 
 

 
 

 

１．概要 

これからの日本の「防災」の核心は何であろうか。防災に関する、近い将来の基本的問題の
構造を検討することが本発表の目的である。まず高い確度で予測されている将来状況を概観
し、その状況が引き起こす基本的問題と根幹的な問いを提示する（1 節）。次に防災に関する
社会的状況を検討し、根幹的な問いを掴みだすことが難しいことを述べる（2 節）。最後に、
より着手しやすい序論的なテーマを提案する（3 節）。これからの防災の核心は災害の倫理学
的思考であるというのが発表者の意見である。 

 

２．近い将来の防災 

 防災の将来像に大きく影響を与える要因として、1)気候変動、2)人口推移、3)国難災害が考
えられる。 

1) 気候変動 

気候変動が水害を増加させることはよく知られているとおりである。気候変動に関する政
府間パネル（Intergovernmental Panel on Climate Change, IPCC）の第 6 次報告書は、この
10 年間、人間活動の影響により過去 2000 年間に前例の無い速度で温暖化が進行したことを
明記している。同報告によると、2021-2040 年の平均気温は 1850-1900 年の平均と比べて
1.5℃上昇し、温暖化ガスの排出量が非常に多いシナリオでは 2081-2100 年の平均気温は
1995-2014 年と比べて 2.4℃から 4.8℃上昇する可能性が高い。これに伴って 21 世紀に渡っ
て世界全体の陸域の降水量が増加する（IPCC2022）。日本では大雨や短時間強雨の頻度・強
度が強まり、台風が強まり、より大きな高潮が引き起こされる可能性がある（文部科学省・気
象庁 2020）。洪水・土砂災害・高潮災害が拡大し、復旧・復興の暇無く同じ地域が繰り返し被
災する事例が増加すると想像される。 

2) 人口推移 

総人口は 2004 年の 1 億 2777 万人をピークとして、2045 年には約 1900 万人減少して 1 億
880 万人となる。生産年齢人口は 8442 万人（66%）から 5830 万人（54%）に減り、高齢人
口は 2576 万人（20%）から 3945 万人（36％）に増える（国立社会保障・人口問題研究所
2023）。この変化は、いわゆる災害弱者の増加、災害対応人員の不足、生活再建資力の低下、
地域コミュニティの対応能力の低下、そして税収低下をもたらす。特に地方自治体では人口減
少ペースよりも「自治体職員のなり手の減少ペースの方が速い」ことが予測されている（鉢屋
2019）。これらにより、救助・復旧・復興の能力が低下し、防災に直結するハード・ソフトへ
の投資が減少し、さらには平時のライフライン維持も困難になると想像される。 
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3) 国難災害 

国難災害がもたらすものを正確に予測することは難しいが、その直接的な損害に加えて、人
口推移による悪影響を増進させることが考えられる。 

 

 以上の記述は経済学の精査を受けておらず、それぞれの影響やそれらの相乗効果を量的に
示すことは発表者の手に余ることである。ただ、定性的にではあれ上述の要因を深刻に受け取
るなら、財政・マンパワー・地域社会構造の諸点において、現在の防災の態勢を持続させるこ
とは困難であるように思われる。現在の防災の態勢とは、防災科学技術の発展・環境形成・人
間行動の変容の投資と工夫を積み重ねることで、物理的・人的被害を年々減少させることがで
きるという直線的・発展的な態度である。防災研究者の片田敏孝は、災害が起きるたびに検証
と改善を重ねる近年の防災施策が「対策を強化すれば災害は防ぎ得るとの災害制御可能感」に
基づいており、自然に対する謙虚さを欠いた態度だと批判する（片田 2020）。災害制御可能感
に集約されるこの現代の態勢は明治期に始まり現在まで維持されてきたものである（高原
2023）。 

だが、壊れたものはより強靭なものへ修復し、啓発と教育を重ねて住民の行動を改良し、そ
れらを支える基礎的な科学技術の開発を続けるという現在の態度が今後困難になる。代わり
に到来するのは、救助・復旧・復興の余力そのものが災害により繰り返し奪われ、防災・復興
の能力は総体としては発展せず現状維持に苦心するという事態である。進歩や工夫はなお進
むけれども、物理的・人的な被害の総計が減らず、被災地の回復力が低下して過疎と過密が悪
化してゆく。 

 災害の制御や克服は不可能で、被害を出しつつも現状維持につとめるほかないということ
が認識されるとき、その時代の人々は、防災を全力で推進すれば良いという姿勢とは別の社会
的理念を獲得することを迫られる。その理念へ至るために、防災とは何なのか、何のために、
何を目指すのかという基本的問題を探ることが必要となる。この基本的問題は問い方によっ
て答えの幅が大きく広がり、直截に答えを獲得することが難しい。そのため問題の構造を検討
することが必要である。基本的問題は、災害という出来事における人間と自然の関係を再考す
ることである。したがって、この問題は「自然と関わりつつ生きるとはいかなることか」「幸
福とは何か」「技術とは何か」という問いを内包する。この３つを災害の倫理学の根幹的な問
いと呼ぶことにする。防災は何のために何を目指すのかという基本的問題は、これらの問いを
検討する過程で具体化してゆくものと考えられる。 

 

３．問いの困難 

 根幹的な問いは気候変動や人口推移や国難災害が「達成」されてからようやく問い始めるこ
とが許されるというものではない。むしろ思考の余力がある今から問い始めて、未来にそれを
受け渡すのが現在世代の責任であると考える。では、この問いをどのように進めることができ
るだろうか。 

1) 災害の経済学 

前節の将来状況が具体化し始め、防災への投資の限界が認識されたとき、とりあえず着手さ
れるのはコスト分析だろう。それは本当に投資すべき対象と量（金額・時間・知力）と達成ラ
インを定め、投資に見合わない対象を提示する。災害の経済学が災害の倫理学に先行する。だ
がコスト分析は 2 つの点で困難に陥る。 

第 1 に、達成ラインや投資対象の選別基準を誰がどう決めるのか、切り捨てられる側も含
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めて共同体構成員全員が納得するような原理がどう獲得されるのかという問題である。 

第 2 に、コスト分析は社会を対象としており、自然現象と科学技術は前提条件として外部
化される。防災への投資の検討は、投資額を横軸に、効果を縦軸にした 2 変数の関係で完結す
る。しかし前節の将来状況では、自然-社会-科学技術の相互関係がいっそう強くなる。災害・
復旧復興・防災はこの 3 項のうち 2 項間で生じるが、2 項間の関係が残りの 1 項に影響を与
える。ちょうど天体の 3 体運動のように、自然-社会-科学技術の有り様の変化は予測がつかな
い。コスト分析は必要だが、それに災害の政治学と倫理学が続かなければならない。 

2) 減災システム社会 

では、コスト分析を手がかりとして根幹的な問いが始まるだろうか。防災はすでにわたした
ちの身体と生活に浸透しており、不断の改良が恒常化している。そのため根幹的な問いを掴み
だすことが容易でない。 

 高原（2021）は、減災・防災に関する様々な技術や制度が有機的につながり、そこに生きる
人々の生活や姿勢に影響を与えながら、みずから発展してゆく社会を「減災システム社会」と
規定した。減災システム社会では、発生した災害は常に次の災害の被害を減らすための出発点
であり、防災技術と実践はわたしたちの環境と身体を目指して注がれる。環境と身体の災害時
の挙動は検証され、新たな技術と実践が始まる。この不断の PDCA サイクルは災害に対する
生存を唯一の目標として、死生や宗教や自然についての価値観を従属させて続く。 

 このような社会では災害の倫理学の根幹的な問いが塞がれてしまう。自然は制御や克服の
対象である。幸福より生存が優先される。技術の進歩は止めるべきではなく、止められない。
防災が生活と身体に浸透し、「できることから」「自分事化」「教訓の伝承」が当然のものとさ
れる社会では、倫理学の問いよりも防災の仕事が常に現在と未来にのしかかっており、仕事か
ら半身を剥がして問いを問うことが難しい。たとえば、災害はこのうえなく不幸な出来事だ
が、災害を防ぐ・被害を減らすための努力が意識と身体に充満し続けることは幸福なことであ
るのか。こうした問いかけが、まさにこの充満によって押し出されてしまう。 

 本来、倫理学の問いと技術・実践は排他的なものではない。一方で防災の取り組みに専心し
最新技術を取り入れて実際に効果を挙げつつ、他方で自然・幸福・技術についての熟考と反省
をそこに重ね直すということは可能なはずである。一般に、一定の目的を実現するための技術
や努力と、それを捉え返し普遍的なものへと向かう思考は両立する。それらはときに苦しい矛
盾として感じられるが、ときに互いを深め合う。しかし災害制御可能感に規定された減災シス
テム社会では、これらの問いは PDCA サイクルのノイズとして縮減されてしまう。考えるこ
とは禁じられていないが、社会に食い込んでゆくことが難しい。 

 

４．序論的なテーマ 

災害の倫理学の根幹的な問いを問うことで、将来の防災の基本的問題を示すことが現在世
代の責任である。しかし減災システム社会において根幹的な問いを考えることは難しい。そこ
で、より近づきやすいテーマを考えてみたい。 

根幹的な問いは抽象性が高いため、社会の現実の有り様と結びつけて議論することが簡単
でない。また、長い目で見れば重要であるものの、防災や復興の取り組みを即座に変えるもの
ではない。そこで、災害や防災の現場に関係し、抽象的ではなく身近に体験され、なおかつ根
幹的な問いに接続するようなテーマを立てるという方策が考えられる。それは減災システム
社会で枢要な位置を持ちつつ、あまりに当たり前すぎてかえって見過ごされているものであ
る。この序論的なテーマとして本発表では 1)身体、2)情報、3)生存を挙げる。 
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1) 身体 

わたしたちは身体を持っている。それは五感に自らを与え合い、労働し、器用に力強く作動
し、病やトラブルを抱え込み、空腹と疲労を訴え、回復し、身振りや接触によって他者と関わ
る身体である。それはまた生老病死の主役であり舞台である。 

災害に巻き込まれ、そこから安全を取り戻そうとするとき、また平時に防災に取り組むと
き、身体はさまざまな現れ方をする。もっとも直截には、災害で命を落とすとき、身体は平時
の社会的な尊厳と環境との関わりを剥ぎ取られ、モノとして自然現象に飲み込まれる。落下す
る梁、土石流、津波の水が身体にじかに衝突し、身体はそれに対してわずかな位置の偶然と強
度しか持たない。人間が平時にまとっているさまざまな属性や、周囲の他者に対して放ってい
る存在感をこれらの自然現象は全て突き抜けてくる。ただそこにあるもの、挟まれ、へしゃげ
るものにされてしまう。 

災害とは、身体のこうした脆さや壊れやすさを再認識する出来事である。たとえば救助活動
とは、この壊れやすいものへ壊れやすいものが近づき、その手によって助け出す行為である。
このように死や救助の場面で身体はもっとも鮮明にあらわれてくるが、それ以外の場面でも
さまざまな振る舞い方や現れ方を帯びる。それを描き出しなおすことは、防災の現実の取り組
みに新しい理解をもたらすだろうし、同時に防災とはこの身体をどうすることなのかという
基本的問題に接近する問いを開くだろう。 

従来、防災でしばしば焦点を当てられるのは身体ではなく主体だった。主体は判断と行動の
担い手であり、その責任を引き受ける。身体は主体の行動の見えない土台として格下げされ、
あるいは老いや障害の基体として主体を制約するものと位置づけられてきた。自家用車で避
難生活を送る被災者がエコノミー症候群になるとか、高齢者が仮設住宅の風呂桶をまたぐの
に苦労するといったように「身体」が描き出されることもあるが、それらはすぐに即座の対策
によって背景に戻される。 

2) 情報 

 防災において「情報」はきわめて重要な役割を与えられている。避難に関する災害情報をは
じめ、政府・自治体の災害対応情報処理システムや、ドローン・GIS・携帯端末・センサー・
AI・データベース等の情報技術・機器や、気象・浸水予測・地震被害等のシミュレーションな
ど、情報に関わる技術と実践が無ければ現代の防災は成り立たない。 

 では情報とはなにかと問われると、よくわからない。それはときにデータであり、半導体で
あり、ソフトウェアであり、ネットワークであり、それらの混合体である。だがそれらによっ
て成立している情報が、なぜ・どのように多くのものをつなぎあわせ、くみとり、働きかける
ことができるのか。また、人間は防災においてもっぱら情報の受益者のようであるが、他方で
ネットワークに情報を提供するセンサーであり、諸々の機器や計算機の操作者であり、人間の
存在自体がときにデータとなる。こうした人間と情報の関係は、工作者と道具と工作物という
古典的な捉え方ではうまく描けない。人間が情報や機器を道具として用いて何らかの成果を
得ているというより、上記の情報に関わるさまざまな要素がお互いを手段化しており、人間も
その例外ではない。この情報という何かは、災害に対してどう振る舞うのだろうか。 

3) 生存 

防災の目的はさしあたり生存である。これは 1 節で示した近い将来においてもとりあえず
確認されることだろう。わたしたちは全ての災害を生き延びている。しかし、生き延びるとは
何なのだろうか。それはもちろん、人間が災害の危険から免れ、死なずに済むことである。し
かし観察結果としての生存ではなく、わたしが、あるいはあなたが／かれらが、いまこのよう
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に生き延びていることそのものを捉え、説明することは難しい。しかし生存という事実は、わ
たしたちが防災を再考する際に発見するもっとも身近なものごとの一つである。 

ところで、生き残る／生き延びるということのうちには、すでに偶然性の問題が色濃く取り
込まれている。頑丈な建物で寝ていたから地震でケガをせずに済んだということは必然の結
果だが、その日そのときその建物で寝ていたことは偶然の出来事である。すると、防災とは何
なのか、何のために、何を目指すのかという基本的問題は、この生存と偶然性の問題を内包す
ることになる。 

 

5. 結語 

 気候変動・人口推移・国難災害は、防災に対する現在の態度に変更を迫る。そのため防災と
は何のために何を目指すのかという基本的問題の再考が求められる。基本的問題は、自然・幸
福・技術という災害の倫理学の根幹的な問いによって具体化する。これらを今のうちから考え
ておくべきだが、減災システム社会では困難である。そこでより身近で防災の取り組みにも関
連する序論的テーマとして、身体・情報・生存を糸口に考えることができる。 

これらの議論は現行の防災の取り組みと排他的なものではなく、むしろ緊張をはらみつつ
も相互に深め合うものである。この倫理学的思考を積み重ねておくことは後続世代への責任
である。 
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表2 安心安全に関する地域との関わり（複数回答可）

回答数 比率
自治会 26 29.2
放課後デイ 25 28.1
連携はない 22 24.7
福祉施設・福祉事業所 17 19.1
社会福祉協議会 13 14.6
自主防災組織 8 9.0
民生・児童委員 6 6.7
その他の地縁組織 1 1.1
こども食堂 1 1.1
その他 24 27.0

特別支援学校と福祉施設の連携に関する現状と展望

－災害時の福祉支援体制の構築に向けて－

○（公財）ひょうご震災記念 世紀研究機構 人と防災未来センター 正井 佐知（ ）

キーワード つ：特別支援学校、福祉との連携、災害時体制構築 

 

１．研 究 目 的

特別支援学校は、災害時の避難所に指定されている学校も多く、在校生、卒業生、地域

の要配慮者等から災害後の避難空間として期待されている。しかし、その実態は十分には

明らかになってこなかった。そこで本研究では、本研究では、特別支援学校の防災に関す

る実態を明らかにする。本発表では、特別支援学

校の地域との連携の実態を明らかにしたうえで、

福祉施設との連携についての展望を述べる。 

 

２．研究の視点および方法

年 月から 月に近畿圏と熊本県の全ての

特別支援学校 校を対象としてアンケート調査

を実施した（回収率 ％）。また、 年から

年にかけて聞き取り調査を実施した。対象は、

元 役員 氏、阪神・淡路大震災時に養護学校

教員であった 氏、阪神・淡路大震災時に視覚支

援学校教員であった 氏、視覚支援学校の現役教

員 氏、特別支援学校（肢体不自由・知的障害）の

現役教員 氏、特別支援学校（知的障害）の現役

教員 氏、特別支援学校（肢体不自由）の現役教

員 氏である。本発表では、学校と地域、福祉施

設との連携に焦点を当てる。

３．倫理的配慮

調査対象者に対して個人情報の保護や調査デー

タの保管等について説明を行い、日本社会福祉学

会の研究倫理規程を遵守している。なお、本発表

に関連して、開示すべき利益相反はない。

回答数 比率
通学・通勤時に挨拶をする 47 52.8
学校の行事に地域住民が参加する 42 47.2
近所でよく買い物をする 37 41.6
学校と自治会のやりとりがある 36 40.4
教職員が地域の行事に参加する 23 25.8
学校の実習に地域住民が参加する 16 18.0
学校と民生・児童委員のやりとりがある 13 14.6
 関わることはない 7 7.9
地域住民が通学路の見守りをする 7 7.9
学校とこども食堂のやりとりがある 2 2.2
その他 11 12.4

　表1  地域との関わり（複数回答可）

回答数 比率
教職員のみ
教職員と児童・生徒
保護者
近隣の小中学校
近隣の自治会、自主防
消防署
福祉事業所（放課後デイ等）
その他
欠損地

表3　訓練の参加者（複数回答可）

震災・災害福祉
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回答数 比率
一時的に身を守る
搬送器具を用いて避難
安全な待機場所まで一時避難
安否確認
備蓄食を試食
避難生活体験
建物被害箇所の点検
保護者への連絡・引き渡し
福祉事業所との連絡
行政との連絡
地域の避難訓練への参加
その他

表4　訓練の内容（複数回答可）

　表5　避難所指定の有無（複数回答可）
回答数 比率

一時避難所
指定避難所
指定福祉避難所
福祉避難所の協定締結
調整中
指定されていない
その他

４．研 究 結 果

アンケート調査：地域との関わり、訓練の参加者

地域との普段のかかわりは、「通学・通勤時に挨拶」が一

番多く 47 校（52.8％）である（表 1）。「関わることがない」

という回答は 7 校（7.9％）あった。また、安心安全に関す

る地域との関わりは、「自治会」が 26 校（29.2％）で最多

であり、「放課後デイ」25 校（28.1％）、「福祉施設・福祉

事業所」17 校（19.1％）と続く（表 2）。訓練の参加者は、

「教職員と児童・生徒」が 85 校（95.51%）と最多であり、

「福祉事業所（放課後デイ等）」が 1 校（1.12%）となって

いる（表 3）。訓練の内容では、「安全な待機場所まで一時

避難」が 82 校（92.13%）で最多であり、「福祉事業所との

連絡」が 4 校（4.49%）となっている（表 4）。 

6 割の学校は地域の避難場所・避難所・福祉避難所としての役割を担っている（表 5）。

避難所等の指定を受けていない学校のうち「行政からの依頼があれば解説可能」と回答し

た学校は 4 割弱であった。指定を受けていない学校のうち、2 割は「府県内の要配慮者の

受け入れ可能」と回答している。 

 

聞き取り調査

課題をカテゴリに分類した。

地域連携に関して「地域住民と

の関係の薄さ」と「地域の医療・

福祉との関係性の薄さ」という

2 課題が抽出された（表 6）。 

 

５．考 察

特別支援学校が福祉施設と平

時から連携しておくことにより、

災害時に要配慮者がより適した避難所でケアを受けることができると考えられる。避難所

指定のない学校も「行政から依頼があれば開設可能」という回答が 4 割弱あり、多くの学

校に避難所等指定の可能性が見いだせる。しかし、特別支援学校は地域との関係性が薄い

ことが課題となっていた。児童・生徒が広域から通学しているため、学校が地域と関わる

インセンティブが弱いためと考えられる。地域や福祉事業者を巻き込んだ訓練も十分に実

施されているとはいえない。今後、特別支援学校は地域の防災拠点として、地域や福祉機

関・施設と連携を行いながら、災害時の体制を構築していく必要があると考えられる。  

課題カテゴリ  課題の内容  

地域住民との関係性の薄さ   近隣の学校と異なり地域住民との関わり

がほとんどない  
 小中高と進学するにつれて疎遠になる  
 県立なので他地域からの通学者が大半で

あり、踏み込んで交流がし辛い  
 地域との関係が全く無いわけではないが、

訓練を一緒にするほどの関係性ではない  
 隣接小学校が避難所となった際の住み分

けが不明、避難者が特別支援学校に立ち入

ると困る  
 震災時、避難所ではないはずなのに、近隣

の人が学校の敷地に入っていた  
地域の医療・福祉との関係

性の薄さ  
 下校時に放課後デイの送迎車が学校前に

50 台以上並ぶ  
 放課後デイとの取り決めが無い  
 最寄りの病院との連携を希望するが、病院

から承諾が得られない  

表 地域連携に関する課題
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過去の大規模地震災害時、自治体職員による災害対応は⾧期化し、応援受援が活発化する。
阪神・淡路大震災、東日本大震災において、被災地自治体職員や全国からの応援職員は、現
場で対応した内容を文書やノートなど様々な媒体を通して記録する。 

避難所運営に派遣された被災地自治体職員や全国からの応援職員は、避難所に入ってか
ら役目を終えるまで継続的に記録を残していた。本稿では中平（1）の概念を援用し、このよ
うな記録を「引継ノート」と呼称し、以下のように定義する。 
  ①タイトルが「引継ノート」ではなくても、記載内容に①日付、②時間、③記録者、④ 
   活動内容の４つの要素を含んでいるもの 
  ②メモ書きや１枚ものの資料ではなく、ノートやファイルに綴じられた形態で、継続的 

に避難所の様子が綴られているもの 
  ③避難所の運営者によって記載されたもので、記録誌のような刊行物（二次資料）の形 

態になっていないもの 
本稿では、過去の大規模地震災害時、避難所運営に派遣された被災地自治体職員は、なぜ

「引継ノート」が必要だったのか、過去の事例をもとに、その機能と役割について分析する
ことを目的とする。 

研究手法について、災害対応上で実際使用したあるいは作成された一次資料と実際に災
害対応を実施した職員の記憶に基づき、分析する。研究素材は、次の 2 点である。 

a)阪神・淡路大震災時の都市型地震災害時の避難所運営時に作成された「引継ノート」
b)東日本大震災時の地震・津波災害時の避難所運営時に作成された「引継ノート」 

 a)阪神・淡路大震災時の避難所運営は、大都市に被害が集中し避難所が人で溢れる事態と
なり、都市部における避難所運営の困難さが認識されるきっかけとなった。神戸市⾧田区役
所内「人・街・ながた震災資料室」に、被災地自治体職員や応援職員が作成した避難所運営
「引継ノート」が保管されていることより、神戸市⾧田区を対象とする。 
 ｂ）東日本大震災時の避難所運営は、大規模な津波が発生し、多くの死者が出た。津波災
害及び家屋被害から辛くも逃れた被災者が一時的に避難所に避難した。被災した地域の自
治体が作成した資料は、個人情報満載の記録ばかりであり、ほとんど非公開である。災害対
応のために記録された資料は蒐集されることもなく、ほとんどが散逸・破棄される場合が多
い。そのなかで、筆者が調査し得た岩手県宮古市と宮城県石巻市の一次資料をもとに分析を
行う。 

災害対応上で実際使用したあるいは作成された一次資料の具体的な分析方法や活用方策
は十分な検討がされていない。また、阪神・淡路大震災当時のものでも四半世紀しか経過し
ておらず、当時の関係者も存命している状態である。現代資料として扱われるため、分析方
法も確立されておらず、一般市民への公開も難しい状況にある。 
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本稿では、個人情報の取り扱いに充分な留意を図りつつ、当時の避難所の様相を歴史学で
行われる方法を駆使し、現場で作成された一次資料と実際の災害対応を実施した職員の記
憶に基づき分析を行う。 

 

 阪神・淡路大震災時、被災地自治体職員が作成した「引継ノート」は、神戸市⾧田区役所
内「人・街・ながた震災資料室」（以後、「震災資料室」と称す）に保管されている（2）。この
震災資料室には、①⾧田区災害対策本部から⾧田区避難所に派遣された⾧田区職員が作成
した「引継ノート」と、②神戸市災害対策本部から⾧田区避難所に派遣された神戸市職員が
作成した「引継ノート」が保管されている。ここでは両者の「引継ノート」の比較分析を行
う。 

 神戸市⾧田区役所記録誌編集員会が 1996 年に発行した『人・街・ながた 1995.1.17』と
いう職員記録誌と震災資料室に保管されている資料をもとに、避難所に職員が派遣された
経緯などについてみていく。 

⾧田区本部防災組織計画によれば、防災指令 3 号（区災害対策本部設置）が発令された時
は、区役所職員 218 名全員が配備につかなければならなかった。しかし、地震発生当日の 1
月 17 日は、交通機関の途絶、家屋の損傷、職員や家族の負傷等で、区職員は 69 名しか出
勤できなかった。 
 出勤職員が少なかったので、⾧田区本部防災組織計画どおりの体制がとれず、各課の職員
が、ばらばらでとりあえず情報連絡班、物資判、避難所班に分かれて業務についた。 
 しかしこの体制は、震災直後の混乱期を少人数でのりきるための臨時的なもので、班の責
任者に該当する課⾧や係⾧も担当職員と同様、一職員として休みなく動き回り疲れ果て、結
果として班の責任主体があやふやとなり、指揮命令系統にも一部混乱が生じたため、10 日
目以降に組織再編を行った。 
 避難所の開設にあたっては、まず少しでも早く区内の被害の実態を早く把握するため、地
域防災計画で指定されている区内 29 か所の避難所に手分けして実態を把握するために巡回
することとし、登庁していた 10 数人の男性職員が 2 人ずつの班で現地に赴いた。 
 1 月 17 日夕方までに学校を中心とした、避難者数が 500 人を超える避難所に区職員約 30
人を派遣し、避難所開設がスタートした。8 月 20 日に至る 7 か月に亘る避難所運営が始ま
った。 
 避難所の管理・運営の方針は、まず現場から上がってくる多種多様な要求をできるだけ迅
速に捉え、放置することなく、その場で的確に処理していくことであった。 
 次に避難所の施設管理者である学校⾧や施設⾧と常に連携を密にして、避難所運営にか
かる意思の疎通を図ることを心掛けた。避難所班が現場との連携を図る上で、かなめとなる
派遣職員をできるだけ多く各避難所に送ることが最大の課題であった。⾧田区における家
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屋の全壊・全焼等震災による被害状況は、神戸市で最も甚大であったことから、人事当局は
避難所に対して重点的な職員配置の応援体制の配慮をしてくれた。 

避難所への職員の派遣状況については、１月 17 日から 3 月末までと、4 月１日以降に大
きくわけることができる。 

3 月末までの段階では、区職員、神戸市他部局職員、自治労派遣職員（3）が一体となって
約 80 か所ある避難所のうち、避難者数の多い所、小中学校を中心に派遣された。 
 4 月 1 日より、自治労の撤退、神戸市他部局からの応援の大幅な編成替え、他都市からの
職員がローテーションで入ることとなり、避難所への派遣職員の配置計画が大きく作り変
えられた。 
 ⾧田区災害対策本部より⾧田区職員が派遣された避難所の「引継ノート」について、震災
資料室には、以下の 7 冊の資料が保管されている（表 1 参照）。分析にあたり、3 月末まで
に作成された「引継ノート」（No1～2）、4 月以降に作成された「引継ノート」（No3～7）の、
大きく２つに分けてみていきたい。 
 
表 1 震災資料室所蔵、⾧田区職員が派遣された避難所の「引継ノート」 
NO 避難所名 資料名称 作成日 資料形態 

1 蓮池小学校 表紙：「’95.1.17～ 蓮池小 S.S」 1995/1/20~2/12 ノート 

2 蓮池小学校 表紙：「蓮池小 2/13～  I.A」 1995/2/13~3/11 ノート 

3 兵庫高校 表紙：「避難所日誌 H7.4.2~H7.4.30 NO1」 
背表紙：「日誌 1」 

1995/4/2~4/30 ファイル 

4 兵庫高校 表紙：「避難所日誌 H7.5.1~ NO2」 
背表紙：「避難所日誌 2」 

1995/5/1~5/31 
 

ファイル 

5 兵庫高校 表紙：「避難所日誌 H7.6.1~ NO3」 
背表紙：「避難所日誌 3」 

1995/6/1~6/30 
 

ファイル 

6 兵庫高校 表紙：「避難所日誌Ｈ7.7.1~ NO4」 
背表紙：「避難所日誌 4」 

1995/7/1~7/31 
 

ファイル 

7 兵庫高校 表紙：「兵庫高校避難所日誌 NO5」 
背表紙：「平成 7 年度 兵庫高校避難所日誌 
    NO5」 

1995/8/1~8/31 
 

ファイル 

注１）震災資料室の資料調査・閲覧については、震災資料室スタッフから許諾を得ている。 

注 2）個人名など個人情報に係る部分は、イニシャルで示している。 

 
 まず、1 月 17 日より蓮池小学校に派遣された区職員が作成した No1～2 の２冊の「引継
ノート」からみてみたい（4）。２冊の「引継ノート」の表紙には、それぞれ避難所運営に入っ
た日付、避難所名、勤務者氏名が記されている（図 1 参照）。「引継ノート」など、特にタイ
トルはつけられていないことが分かる。 
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 1 月 17 日より、課税課固定資産税課の S. S（49 歳）と K.T（20 歳）の男性職員 2 名が派
遣され連続勤務体制であった。日が経つにつれ、⾧田区災害対策本部や神戸市災害対策本部
から応援職員が入り、1 月 30 日には、区職員 6 名での交替勤務体制に移行した。Ａ班 3 名、
Ｂ班 3 名に編成し、17 時～17 時の 24 時間交替勤務となり、16 時～17 時の 1 時間を業務
引継にあてられていた。 

No1 の「引継ノート」は、1 月 20 日から 2 月 12 日まで記録されている。1 月 20 日から
1 月 30 日までの 2 名での連続勤務体制の時は、S. S が記録を担当していた。1 月 20 日から
1 月 30 日までの記載内容について、職員 S. S への聞き取り調査をもとに分析したい（5）。 

当初、避難所運営は学校の先生と区職員 2 名で対応していた。1 月 18 日、S. S 達は、乾
パン 3,000 個の救援物資を 2,000 人の避難者に配布することになった。校庭に⾧机を並べ、
避難者に順番に並んでもらい渡していたが、1 時間が経過しても列が終わらなかった。おか
しいと思い、列をよく見ると、一度乾パンを貰った人がもう一度列に並び乾パンを貰ってい
た。まだ貰っていない避難者もいるなか、乾パンがなくなってしまった。 
 

 

 
図 1 蓮池小学校に派遣された⾧田区職員が作成した 2 冊の「引継ノート」の表紙 
注）個人名など個人情報に係る部分は□と白塗り処理を行った。以下、掲載資料では同様の配慮と処理 

を行った。 

 
 この乾パン配布の失敗があり、2,000 人の避難者に数人の職員だけで対応することは不可
能であることを強烈に提示することになる。教室ごとに世話をしてくれる人を選定し、避難
者の意見をもとに「リーダー」という名前をつけた。リーダーも 1 人では断る人も出てくる
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ので、2 人制にした。蓮池小学校避難所で何か決定が必要な事項が発生すると、1 人の職員
が 2,000 人の避難者に指示をするのはやめて、リーダー会で話し合って物事を決めること
に切り替えた。これには、S. S の市営住宅の管理員の経験も役立っていた。自治会の役員を
選ぶにあたり、各階で役員を決めるという方法をとっていたのである。 

No1 の「引継ノート」は、1 月 19 日に決まった場所ごとのリーダーの名前と、1 月 20 日
に開催された第 1 回リーダー会議の内容の記載から始まっている（図 2 参照）。その後、リ
ーダー会議内容や市職員ミーティング内容、医療団との打ち合わせ内容や、緊急を要する避
難者の情報、来訪者の名刺の貼付などが記録されている。⾧田区災害対策本部からの連絡も
満足になく、連続勤務体制で現場での対応に迫られる中、その日その日で特に重要だと思わ
れる内容を記録していたのではないかと思われる。 

 
図 2 蓮池小学校に派遣された⾧田区職員が作成した「引継ノート」の記載内容 
 

1 月 30 日に区職員 6 名の交替勤務体制に移行すると、Ａ班、Ｂ班で交代して記録を作成
している。記載内容は、日付、勤務者氏名、避難所での業務内容、リーダー会議の内容、次
の班への引継事項などである。少しづつ記載項目が整理されているように思われる。NO2
の「引継ノート」も同じように記載されている（図 3 参照）。当初は 1 人による記録作成で
あったものが、交替勤務する A 班、B 班それぞれが、1 冊のノートに記録を書き入れる形で
共有していることがわかる。 
 蓮池小学校で作成された 2 冊の「引継ノート」から次のように分析できる。 

①1 月 17 日より避難所運営に派遣された⾧田区職員は、⾧田区災害対策本部の指示の 
もと記録を作成したのではなく、現場で必要性を感じて「引継ノート」の記録を始めた 
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②交替勤務体制での避難所運営業務に移行していくにあたり、交替する職員と業務内
容を共有し、円滑に引継を行うために「引継ノート」は作成された 

 ①について、⾧田区災害対策本部からの指示があれば、「引継ノート」などのタイトルの
記載があるはずだか、そのようなタイトルは書かれていない。蓮池小学校に派遣された区職
員が残した記録は、「出務者が交替」しながら運営にあたり、「業務の一貫性」を保つために
避難所現場において当事者が考案したアイディアであったと結論づけることができる。 

 
図 3 交替勤務体制に移行した後に作成された蓮池小学校の「引継ノート」の記載内容 

 
⾧田区災害対策本部は、1995 年 4 月に「避難所執務マニュアル」を作成している（6）。 

 このマニュアルのなかで、避難所運営における考え方や業務の引継について、以下のよう
に示されている。 
 
   3．避難所における執務にあたっての基本的な考え方 
    避難所における執務にあたっては、被災者の「自立自治」体制づくりが最大の目的 
   であるととらえ、被災者のリーダーを協力し、「自立的運営」を促すよう心がけてく 
   ださい。 

 避難所運営の中心は、神戸市職員、学校（教職員）、自治会、各種ボランティアグ 
ループ等により異なり、自治会などの成熟度も異なっています。従って、引き継ぎの 
際は、施設管理者（学校⾧など）、自治会代表、ボランティアリーダー、市職員など 
に顔合わせしておいてください。 
4．避難所における具体的業務 
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（5）着任・引き継ぎ時の報告 
・出務報告 執務中の活動内容・特記事項、後任者への引き継ぎ事項等をまとめてお 

いて、スムーズな業務が行えるようにしておいてください。 
 

 着目すべき点は、⾧田区役所における避難所運営の基本方針を示している点である。決し
て区職員による避難所管理のための執務マニュアルではなかった。避難所に入所している
避難者は管理されるのではなく、「自立自治」の体制を構築し「自立的運営」に向けて区職
員が働きかけていく方針であったことがわかる。他の区役所でも同様な文書を作成してい
たのかは、各区に震災関連資料が全く残されていないため不明である。 
 また、交替勤務体制で業務を円滑に行うために、「活動内容・特記事項、後任者への引き
継ぎ事項」の作成を示し、「避難所日誌」という引継のための記録用紙を示している（図 4
参照）。⾧田区災害対策本部は、「引継ノート」の重要性を認識し、マニュアル作成の際に明
記していたことがわかる。 
 ４月以降、兵庫高校に派遣された⾧田区職員が作成した記録（No3~7）を確認すると、表
紙のタイトルも統一され、図 4 の「避難所日誌」を使用し、引継を行っていたことがわかる
（図 5 参照）。 
 

 

 
左図 4 1995 年 4 月、⾧田区災害対策本部作成した「避難所日誌」のひな型 
注）人・街・ながた震災資料室所蔵「本部資料 避難者数、職員派遣、物資、主食、会議資料」ファイ 

ルより転載 

右図 5 1995 年４月以降、兵庫高校に派遣された⾧田区職員が作成した「引継ノート」の 
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    表紙 
 

1 月 25 日より、神戸市災害対策本部から神戸市都市計画局の職員（以後、「都計職員」と
称す）が派遣された。都計職員は、本庁に都計本部を設置し、⾧田区役所内に⾧田区都計詰
所を設置していた。 

⾧田区避難所に派遣された都計職員が作成した「引継ノート」は、震災資料室に 8 冊保管
されている（表 2 参照）。3 月末までに作成された「引継ノート」（No1~4）、4 月以降に作
成された「引継ノート」（No5~6）の大きく 2 つに分けてみていきたい。 

 
表 2 震災資料室所蔵、神戸市都市計画局職員が派遣された避難所の「引継ノート」 
NO 避難所名 資料名称 作成日 資料形態 
1 兵庫高校 「庶務」連絡ノート A＋B 

兵庫高校＜庶務ノート＞ 
㊙⾧田区都計支部 

1995/1/29~3/11 ノート 

2 兵庫高校 「庶務」連絡ノート 
兵庫高校 3 月 11 日～ 
⾧田区都計支部 

1995/3/11~4/1 ノート 

3 名倉小学校 ①連絡ノート A＋B 
名倉小学校（正午まで） 
1/29~3/17 ⾧田区都計支部 

1995/1/29~3/17 ノート 

4 西代中学校 連絡ノート A＋B 
西代中学校 
⾧田区都市計支部 

1995/1/29~2/24 ノート 

5 ⾧楽小学校 連絡ノート 引継メモ兼用 
都市整備公社 
‘95.4.1~4.20 ⾧楽小 

1995/4/1~4/20 ノート 

6  ⾧楽小学校 連絡ノート 
都市整備公社   
4/21~5/9 ⾧楽小 

1995/4/21~5/9 ノート 

7  ⾧楽小学校 連絡ノート 
7.5.10~6.6 
都市整備公社 ⾧楽小 

1995/5/10~6/6 ノート 

8  ⾧楽小学校 連絡ノート 
H7.6.7~7.7.26 
神戸市都市整備公社 ⾧楽小 

1995/6/7~7/26 ノート 
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No1~4 を確認すると、都計職員が作成した記録には、「連絡ノート」というタイトルが統
一してつけられていることがわかる（図 6 参照）。⾧田区役所内に⾧田区都計詰所を設置し
ていたため、組織的な行動をしていたと思われる。 
 都計職員の勤務体制は、A 班、B 班の 2 班での 24 時間交替勤務体制をとり、9 時～10 時
に引継の時間が設けられていた。A 班、B 班で交代して記録を作成し、都計職員同士で情報
を共有していたことがわかる。 
 記載内容は、ノートによって異なる。日付、いくつかの連絡事項のみを記載した内容もあ
れば、日付、勤務者、時系列での業務内容、会議内容を記載した内容など、さまざまである
（図 7 参照）。 

 

 
 
 

図 6 1995 年 1 月から 3 月末まで、⾧田区避難所に派遣された都計職員が作成した「引継 
ノート」の表紙 

 
 3 月末まで避難所に派遣された都計職員が作成した記録からは、現場で必要性を感じて、
「引継ノート」の形態のノート作成を行い、職員同士で情報を共有していたことがわかる。 
 4 月以降、避難所への職員配置計画を再編するにあたり、神戸市災害対策本部として、「引
継ノート」の重要性を認識し、マニュアル作成などされていなかったと思われる。 
 なぜなら、4 月以降、避難所に派遣された都計職員が作成した記録は、何も変わっていな
いからである。表紙に記載されているタイトルは、「連絡ノート」のままである（図 8 参照）。 
 ⾧田区災害対策本部が避難所運営の実務から創出した「引継ノート」の作成の重要性は、
神戸市全体の重要事項としては認識されないままになったといえる。 
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図 7 都計職員が記録していた「引継ノート」の記載内容 
 

 
図 8 1995 年 4 月以降、⾧田区避難所に派遣された都計職員が作成した「引継ノート」の

表紙 
 

ここでは、筆者が調査し得た岩手県宮古市、宮城県石巻市での事例をもとに述べる。 

 ここでは、宮古市東日本大震災記録編集委員会が 2017 年に編集した『東日本大震災 宮
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古市の記録 第 2 巻（下）《記憶伝承編》』と、筆者が調査し得た宮古市の関係者への聞き取
り調査をもとに述べる（7）。特に田老地区の田老総合事務所の引継についてみていきたい（8）。 
 田老総合事務所は小高い場所にあるが、津波が防潮堤を越えて迫り、玄関前の駐車場の 10
㎝くらいまで水が上がった。職員は 60～70 人いるのだが、被災当日はそれぞれの管轄の場
所にいて、事務所内には 30 人くらいしかいなかった。 
 津波が引いた後、所⾧は、課⾧たちに集まってもらい、避難者はどこに何人避難したか、
地域振興課、農業、林業、商業観光課の職員に確認の指示をした。被災前の人口は約２,000
人、6 か所の避難所に避難した人は約 1,400 人、不明者約 1,000 人であった。被災当日より、
職員に無線機を持たせて、6 か所の指定避難所の避難所運営に入った。 
 本庁舎の指示を待って動くのではなく、田老地区として独自に動いていた。「本来であれ
ば、役所全体として組織だってやらなきゃなんでしょうけども、そんなこと言ってられない、
もう現場で決めて、現場で判断して、現場で動く」（H.M）（9）という状態がしばらく続いた。 

当初は職員の数が少なく、1 つの避難所に 1 人か 2 人しか出向させられなかった。「避難
している人たちの気持ちからすれば、人が変わっちゃ困る。昨日した話が今日は通じない」
（Y.M）（10）状態にならないように、3 人での交替勤務体制をとるようになった(図９参照)。 

 
           1 日目               2 日目 
職員 A 8：30 ― 24 時間勤務 ― 8：30         休み 
職員 B 8：30 ― 日中勤務   ― 17：30 8：30 ― 日中勤務   ― 17：30 
職員 C       休み           8：30 ― 24 時間勤務 ― 8：30 

図 9 田老総合事務所から避難所に派遣された職員の交替勤務体制 
 

職員 A は、8：30 から翌日の 8：30 の 24 時間勤務、職員 B は、8：30 から 17：30 の日
中勤務、その間に職員 C に休みを取らせる 3 人での交替勤務体制をとった。避難所には、
日中 2 人夜間 1 人が配置され、職員が交替しても避難者が「昨日した話が今日は通じない」
状態にならないように配慮されていたことがわかる。 
 3 月 25 日頃になると、避難者の不安がピークになった。被災後 1 週間くらいは、各々が
大変なことだらけで余裕がなかったが、2 週間くらい経つとさらに不安が増して、また、別
の感情が出てきて自殺者も出た。緊張がポンと切れたころが問題だった。みんなが一緒にい
ると、自分だけじゃない、誰もが家族を亡くしたり家をなくしたりだから頑張れる力になる。 
 3 月 25 日に田老に居る避難者すべてを 1000 人収容できるグリーンピア三陸みやこに集
めようと決心した。そして、所⾧は農業課⾧と 2 人で各避難所に説明に歩いた。各避難所で
は、自治組織ができつつあり、また、動くことに反対の声もあった。だが、みんなが同じ場
所にいて共通の情報を得ることができると説得した。⾧期になると学校も始まるので、皆さ
んいっしょにやりましょうと承諾をしてもらった。3 月 28 日、29 日の 2 日間で、自衛隊の
車を使って移動を終えた。 
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 4 月より、宮古市役所全体で各部を割り振り、避難所の交替勤務体制が組織的に行われた。
この際、田老地区で実施されていた 3 人での交替勤務体制が参考にされた。 
 被災当日より、避難所運営に従事していた田老総合事務所職員は、「言われたことに対し
て、職員同士でとか、上司と相談したりとかいう暇がないので、その場で一番最善と思われ
る方法で、即決で、これでいいですかって理解を得て、日常をまわしていた」（O.K）（11）。 

また、当時、引継に関する記録の指示もなく、「本来であれば、申し送りみたいな日誌を
作って、引継をやればいいんでしょうけど、発災当時からやることがだっと流れてきてるの
で、もうそういう感覚や習慣がない。口頭でどんどん物事を進めていく」（H.M）状態であ
った。 
 当時を振り返り、H.M と O.K は、避難所運営に課題が多いと実感しており、記録として
残しておくべきだったと語っている。「本来、後のことを考えれば、ちゃんと書き物として
残しておけば、後で検証できたのになっては思う。記憶でしかないので、どんどん忘れてい
く。何も覚えていない。後で、当時のことをまとめろって市で言われた時に、さて？ってい
うふうに覚えとらん、何も残していない、そういうのがちょっと大変でしたね」（H.M）と
語っている。 
 宮古市職員として、避難所運営に従事した M.S（12）は、引継に関する記録を残したと語っ
ている。「当時はもちろん、毎日そういう記録というか、引継事項だとかというのは取って
て、朝 8 時半に職員で朝礼という形になるんで、職員で共有してという形で。避難所終わっ
たときに、多分本部のほうに渡したんで、記録は自分の中にはない」（M.S）。 
 田老総合事務所では、あまりに緊急対応に忙殺されて「記録」を作成することなど忘れて
いたことがわかる。宮古市では引継記録を残したと語っている。阪神・淡路大震災時、避難
所運営の現場で創出された「引継ノート」を共有するやり方は、宮古市全体として継承され
ていなかった。 

ここでは、石巻市が 2017 年に発行した『東日本大震災 石巻市のあゆみ』、林田（2021）
（13）、筆者が調査し得た石巻市の関係者への聞き取り調査をもとに述べる。 
 石巻市では、沿岸部が津波で大きく被害を受け、石巻市中心部が浸水した。数日間排水が
できず、市外からは侵入不可の状態であった。 
 津波により多くの市民がいろいろな場所に避難した結果、指定避難所以外にも多数の建
物が一時避難所となった。2011 年 3 月 13 日午後 11 時の避難所および避難者数は、市で把
握できた限り、石巻地区 94 か所 36,761 人、河北地区 4 か所 396 人、雄勝地区 7 か所 2,896
人、河南地区 17 か所 1,146 人、桃生地区 1 か所 300 人、北上地区 4 か所 946 人、牡鹿地区
8 か所 1,116 人の合計 131 か所、43,559 人であった。 
 この中には、公共施設のほか宗教施設、福祉施設、パチンコ店、スーパーマーケット、マ
ンション、銀行、医院など多くの指定避難所以外の施設も含まれていた。また、市役所、消
防署、警察など、本来は救助や捜索などの業務を行うべき施設にも避難者がいた。 
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 石巻市役所周辺は、当日の夜に 1.5ｍ以上浸水し、庁舎 1 階部分は使えない状態となった。
避難所開設準備で外に出された職員は戻れない状態となった。当日亡くなった職員は 48 名
であった。避難誘導に出て亡くなった職員、職場に向かう途中に被災した職員、避難してい
た庁舎ごと津波にのまれた職員。指揮命令系統が成立せず、現場にいる職員の判断で対応し
ていた。 
 避難所の数があまりにも多すぎて、それに対応する職員の数があまりにも少な過ぎて、女
性職員が避難所に泊まり込み勤務をせざるを得ない状態であった。また避難所に派遣され
た職員は、連続 32 時間勤務体制であった。 
 発災直後より、避難所への物資配送、避難所での交替勤務、赤十字病院への緊急患者の輸
送、燃料の確保、避難所の定期巡回、避難所の閉鎖、救援物資の整理、集団移転促進事業に
従事してきた職員 H. Y（14）は、避難所での交替勤務の引継について以下のように語ってい
る。 
  基本的に日報みたいなのは出したりはしていました。毎日おんなじ業務をこなしてと 

かって形でやってたんで、避難所で交代する場合には、避難所の日誌をつけてる避難所 
とつけていない避難所があったんですけど、それは避難所によって違ってた。避難所に 
よってやり方がいろいろ違ってたと思います。 

 石巻市では、記録をつけている避難所とつけていない避難所があったことより、石巻市災
害対策本部より避難所運営に派遣した職員に対する「引継ノート」作成の指示はなかったと
思われる。 
 記録を作成していた避難所について、石巻市蛇田公民館に派遣された石巻市職員が作成
した記録をみてみたい（図 10 参照）。図 10 の「避難所本部用」というファイルのなかに、
図 11 の記録が綴じられている。 

 
図 10 石巻市蛇田公民館に派遣された石巻市職員が作成した「避難所本部用」ファイルの 

表紙 
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4 月 5 日～4 月 24 日まで「スタッフ伝言板」という記録が残されている。白紙に、日付、
時間、連絡事項、記入者の氏名が記載されている。記載内容は、避難者からの問い合わせ、
石巻市災害対策本部とのやりとり、炊き出しの受付などである。 

4 月 23 日～10 月 5 日まで「避難所用引継メモ」という記録が残されている。フォームが
作成され、「月日」「内容」「記入者」の項目が設定されている。 

蛇田公民館で作成された記録から、石巻市災害対策本部より「引継ノート」作成の指示は
なかったが、現場で対応していた石巻市職員が必要に迫られて「引継ノート」を作成してい
たと分析できる。 

阪神・淡路大震災、避難所運営の現場で創出された「引継ノート」を共有するやり方が、
石巻市に継承されなかったため、阪神・淡路大震災時と同じことが繰り返されていた。 
 

 

図 11「避難所本部用」ファイルに綴じられていた「スタッフ伝言板」と「避難所用引継メ 
モ」 

 

 大規模地震災害時の避難所運営支援の方法とその特色として、以下の 2 点が分析できる。 
  ①「交替勤務」形態 
  ⾧期間にわたり、1 人の公務員が継続的に災害対応を続けることは不可能であり、必然 

的に「交替勤務」という形態を採らざるを得なかった 
  ②「引継」の徹底 
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  「交替勤務」という形態でも、業務の内容や検討事項等十分に引継を行い、業務の一貫 
性を保つために、「引継」の徹底が行われていた 

 大規模地震災害時に創出された避難所運営「引継ノート」の意義として、次の 2 点が分析
できる。 
  ①避難所運営における交替勤務という形態でも、支援の質を落とさないための方策が 

「引継ノート」の創出であった 
  ②阪神・淡路大震災時、避難所運営の実務から創出した「引継ノート」作成の重要性は、 

東日本大震災時には継承されなかった 
 「引継ノート」は現場で対応した職員により創出され、タイトルや記載内容は統一されて
おらず、阪神・淡路大震災、東日本大震災の避難所の現場で、同じことが繰り返されていた。 
 大規模地震災害時、被災自治体職員が⾧期間避難所運営を行うための必須アイテムが「引
継ノート」であった。交替勤務形態のなかで、避難所運営の質を保障するために、何を記載
すべきかを検討し、「引継ノート」のモデルを作成し、全国の自治体で備えることが重要で
ある。 
 今後、①被災地自治体職員が作成した「引継ノート」、②全国からの応援職員が作成した
「引継ノート」を分析し、災害対応支援のための「引継ノート」の様式や在り方を検証して
いきたい。 
 
注） 
（1）中平遥香著『阪神・淡路大震災における学校避難所の研究～「記憶」と「記録」を継 

承するために～』神戸新聞総合出版センター，2019 年，p33 参照 
（2）「人・街・ながた震災資料室」は、被災地の中の⾧田区役所に、震災の状況を永く記 

憶するため 1997 年 1 月 17 日に開設された。⾧田区の震災関係資料を収集・保存する 
とともに一般公開することにより、後世の人々に継承していく活動をしている。 

（3）全日本自治団体労働組合（略称：自治労）は、自治体に働く労働者の全国ネットワー 
クとして、救援活動を展開した。阪神・淡路大震災時、1995 年 2 月当初より 3 月末ま 
での約 2 か月間、のべ 2 万人の組合員が被災地に動員された。⾧田区と東灘区を中心 
に、避難所運営支援、行政事務支援、物資配送支援などの業務を支援した。 

（4）蓮池小学校は、山陽西代駅のすぐ北側に学校があり、北は丘陵地帯で南は平坦地で市 
場・商店・小規模ケミカル工場・一般住宅が混在し、建物も鉄骨、鉄筋、木造、そして 
戦前の建物もあった。蓮池小学校は区内で世帯数・人口とも一番多かった。被害は全壊 
2,272 件、半壊 542 件で死者は水笠通 61 名など区内でも被害の大きい地域であった。 
また、子供も 5 人が亡くなっている。蓮池小学校の避難者は 1,800 人、隣の県立文化体 
育館は 1,000 人、近隣の新⾧田図書館には 500 人であった。 

（5）1995 年 1 月 17 日～2 月 12 日まで蓮池小学校に派遣された⾧田区職員 S. S への聞き
取り調査を実施。当時の所属・年齢・性別は、課税課固定資産税係・49 歳・男性。2018
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年 1 月 26 日、1 月 29 日、2 月 13 日に聞き取り調査を実施。 
（6）「避難所執務マニュアル ⾧田区災害対策本部」はマニュアルの文中に 3 月末時点で 

の避難者数を示していることから、4 月以降に作成されたマニュアルであると推測され 
る。 

（7）ここでは、特に『東日本大震災 宮古市の記録 第 2 巻（下）《記憶伝承編》』の p53 
～ｐ67 の「第 1 部 各地域における東日本大震災 A 田老地域 第 3 章 田老地域 

における支援体制」を参考にする。 
（8）2005 年の宮古市への合併に伴い、旧田老町役場は宮古市田老総合事務所となった。 
（9）東日本大震災時、田老総合事務所職員であった H.M への聞き取り調査を実施。当時 

の所属・年齢・性別は、林業課・47 歳・男性。2022 年 7 月 26 日に調査を実施。 
（10）東日本大震災時、田老総合事務所職員であった Y.M への聞き取り調査を実施。当時 

の所属・年齢・性別は、農業課・46 歳・男性。2022 年 7 月 26 日に調査を実施。 
（11）東日本大震災時、田老総合事務所職員であった O.K への聞き取り調査を実施。当時 

の所属・年齢・性別は、地域振興課・40 歳・男性。2022 年 7 月 26 日に調査を実施。 
（12）東日本大震災時、宮古市職員であった M.S への聞き取り調査を実施。当時の所属・ 

年齢・性別は、産業支援センター・37 歳・男性。2022 年 7 月 26 日に調査を実施。 
（13）林田怜菜「東日本大震災で、被災地自治体は何を求めたのか―東日本大震災自治労復 

興支援活動を通じて―」，『自治体学 vol.34-2 2021.3』所収，自治体学会,2021 年,p58、 
59 

（14）東日本大震災時、石巻市職員であった H.Y への聞き取り調査を実施。当時の所属・ 
年齢・性別は、総合政策課・37 歳・男性。2023 年 1 月 18 日に調査を実施。 
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兵庫県における防災気象情報と被害発生率の関係性 

山口章子１ 

１人と防災未来センター  研究部 

１．はじめに 
気象に係る警報等の防災気象情報（以下「防災気象情

報」）の発表基準は、基本的に過去に発生した災害と気象

との関係を基に設定されている。しかし、住民にとって

は、防災気象情報が発表されたときにどのような被害に

遭う可能性があるのか、イメージできている人が多いと

はいえない現状である。大雨警報が発表されると小中学

校を休校にしている地域もあるが、大雨の中で傘もささ

ずに走って移動する人をテレビで見かけることも多い。 
防災気象情報と災害との関係についての先行研究と

しては、本田・牛山（2017）が静岡県での大雨警報（浸

水害）事例の浸水害発生率を、桑原・牛山（2023）は熊

本県における防災気象情報と災害との関係性を、向井・

牛山（2018）は記録的短時間大雨情報と災害の関係性を

調査している。しかし、複数の警報が発表された場合の

被害発生率や、住民生活において影響の大きいインフラ

関係の被害についての調査はない。 
そこで、今回は、防災気象情報が発表されたときに、

実際にどのような被害がどの程度発生しているのかを、

交通被害も含めて調査することにした。 

２．調査方法と定義について 
（１）対象地域 
兵庫県内の全 41 市町を対象とした。兵庫県はほぼ中

央を東西に横切る中国山地を境に、北側は日本海側の気

候、南側は乾燥した晴天が続き、雨も少なく温暖な瀬戸

内海気候に分けられる。地域は阪神、淡路島、播磨南西

部、播磨南東部、播磨北西部、北播丹波、但馬北部、但

馬南部に分かれており、うち但馬北部、但馬南部が兵庫

県北部、残りが兵庫県南部として気象庁の天気予報では

区別されている。なお、尼崎市と播磨町は大雨警報（土

砂災害）、土砂災害警戒情報の発表基準がないので、土砂

被害においては対象市町から除外した。 
（２）対象期間 
 警報が市町ごとに発表されるようになった 2010 年 5
月 27日から 2021年 12月 31日までの 11年 7カ月の期

間とした。 
（３）調査資料 
 災害データについては水害統計、兵庫県報道発表資料、

神戸新聞記事を活用した。市町ごとの大雨警報、洪水警

報、暴風警報、土砂災害警戒情報の発表履歴は神戸地方

気象台よりデータを提供いただいた。 
（４）対象被害 
 死者、重軽傷者、床上浸水・床下浸水・道路冠水を合

わせた浸水被害、土砂崩れによる人的被害・住家被害又

は、土砂の道路流入を合わせた土砂被害、鉄道の運休・

遅延又は、道路の通行止めを合わせた交通被害を対象と

した。鉄道の運休・遅延については、運休区間の線路が

通っている市町村で被害があったとした。人的被害の人

数や住家被害の棟数などの規模によらず、被害が確認で

きた場合を「被害あり」とした。 
（４）対象事例について 
 被害が発生した事例の期間については、水害統計、兵

庫県報道発表資料、神戸新聞のうち一番長い期間とした。

また、大雪、高潮に要因する被害事例は除外した。 
（５）防災気象情報について 
 本研究では、大雨警報、洪水警報、暴風警報が発表さ

れた場合の 3ケースと、大雨警報と洪水警報、大雨警報

と暴風警報、土砂災害警戒情報が発表された場合の 3ケ
ースの計 6ケースを分析した。これは単独の警報に着目

した場合の被害発生率が、複数の警報に着目した場合や、

警戒レベル相当がワンランク上の土砂災害警戒情報が

加わった場合でどのように変化するのかを考察するた

めである。各ケースの情報が発表され、全て解除、もし

くは注意報に切り替わるまでを、1 回の発表とした。な

お、大雨警報の浸水害と土砂災害については今回区別せ

ずに大雨警報として取り扱っている。 
（６）被害発生率について 
 被害発生率は、各ケースにおける対象期間中の全発表

回数のうち、当該市町において実際に被害が発生したと

きの発表回数の割合を求めた。 

３．結果 
結果を表-1に示す。大雨警報と洪水警報が同時に発表

されたケースと大雨警報、洪水警報、暴風警報のみに着

目したケースの被害発生率はほとんど変化がなかった

が、大雨警報と暴風警報が同時に発表されたケースは、

重軽傷者で 3から 4%、交通被害で 20%近い変化があっ

た。重軽傷者の発生率は大雨警報と暴風警報が同時に発

表されたケースが、他に比べて発生率が高くなった。 

－ 41 －



交通被害は他の被害に比べて被害発生率が高く、大雨

警報と暴風警報が同時に発表されたケースは 50%以上

で被害が発生し、大雨警報、洪水警報、暴風警報のみに

着目したよりも 20%近く発生率が高くなった。 
また土砂災害警戒情報は、大雨警報より相当する警戒

レベルが 1 段階高いことから、重軽傷者以外の被害発生

率は大雨警報のみに着目するよりも高かった。 
なお、今回の調査結果を読み取るのに、3 点注意が必

要である。1 つ目は土砂被害、交通被害事例は、ほとん

ど神戸新聞の記事から抜粋をしており、他にも被害が発

生した可能性があること、2 つ目は警報等の発表基準は

毎年見直されているため、年によって発表基準が異なる

こと、3 つ目は、警報は基準を超えると予測した段階で

発表されるため、実際には基準を超えない事例もあるこ

とである。 

４．考察 
大雨警報と洪水警報が同時に発表されたケースで、大

雨警報、洪水警報、暴風警報のみに着目した場合の被害

発生率にほとんど差がなかったことについては、大雨警

報と洪水警報が同時に発表されるような状況が比較的

多いためであると考えられる。 
本研究で特に注目したいのは大雨警報と暴風警報が

同時に発表されたときの結果である。死者の発生率では

土砂災害警戒情報が最も高いが、重軽傷者は風で転倒す

る等の軽傷者が多くなるため大雨と暴風警報が同時に

発表されたときの被害発生率が高くなったと考える。ま

た交通被害の発生率については、最近台風が接近する際

に計画運休をするケースが増えたことから、広い地域で

影響が出ているものと思われる。さらに地域性を考慮す

ると 2005 年の JR 福知山線の脱線事故を背景として、特

に JR 西日本ではより安全性を重視した基準が設けられ

ており、他の都道府県に比べて運転取り止めなどで交通

被害の影響が発生しやすいことが考えられる。大雨警報

と暴風警報が同時に発表され、かつ被害が発生したケー

スは 18 事例あり、全て台風接近によるものだった。 

今回、調査分析した防災気象情報と被害の関係を住民

と情報共有することによって、防災気象情報が発表され

た状況に応じて、帰宅困難者や不要不急の外出での重軽

傷者を減らすことができる可能性が示唆されたと考え

ている。 

５．今後の調査について 
令和 5 年台風第 7 号は 2023年 8 月 15 日に兵庫県明石

市付近に上陸した。兵庫県（2023）によると、兵庫県内

で重傷者 1 名、軽傷者 25 名の被害が発生している。8 月

15 日朝（6 時～9 時）は兵庫県全域で大雨警報と暴風警

報が同時に発表されていた。その状況下で、市町のごみ

収集は通常通り実施していたところがあった。過去には

台風が接近するなか、ゴミ捨てのため屋外に出た住民が

風にあおられけがをしたという報道があった。そうした

被害をなくすために、今後市町村のごみ収集の中止・変

更基準についての調査をして、防災気象情報を住民目線

で更に役立てる方策を研究したいと考えている。 

謝辞：本調査をまとめるあたり、国士館大学防災・救急

救助総合研究所の山﨑登教授、新潟地方気象台の向井利

明氏から貴重な助言をいただいた。また神戸地方気象台

から資料提供の御協力をいただいた。ここに記し感謝の

意を表する。 
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表-1 防災気象情報が発表されたときの1市町村平均の各被害発生率 

被害発生率（%）

死者 重軽傷者 浸水被害 土砂被害 交通被害

大雨警報 0.65 3.7 14.8 5.1 34.1

洪水警報 0.75 4.2 15.9 4.9 31.3

暴風警報 0.70 5.0 0.1 3.6 36.3

大雨+洪水警報 0.74 5.0 16.5 4.2 32.9

大雨+暴風警報 1.16 8.1 18.7 1.4 54.3

土砂災害警戒情報 1.28 3.4 38.0 9.9 46.3
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危機管理センターにおける災害時オペレーションシステム等の
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災害対策本部運営における防災情報システムの活用実態 

塩津達哉１・越山健治２ 

１人と防災未来センター 
２関西大学社会安全学部 

１．はじめに 
災害初動期における自治体の災害対策本部運営の重

要な要点のひとつに，迅速かつ正確な「情報収集」と「情

報共有」による対応体制の構築が挙げられる。このよう

な中で、地方公共団体が災害対応のために行う情報の収

集・分析及び災害対策本部内での情報共有を迅速かつ効

果的なものにすることで、対応方針・対応措置の意思決

定の支援を行うこと等を目的とする防災情報システム

を導入している自治体がある。 
デジタル技術を活用した災害対応として、田口ら

（2015）などによりGIS を活用した情報提供の有効性に

ついて明らかにされている。一方で、平成 28 年の熊本地

震や平成 30 年の北海道胆振東部地震では被災自治体に

防災情報システムが導入されていたものの、情報収集に

遅れや有効に活用できなかったとの報告が挙げられて

いる。 
本研究では、防災情報システムの導入後に災害救助法

が適用された自治体を対象として、災害対応業務への効

果及び活用実態を明らかにすることを目的とする。 

２．調査方法 
（１）ヒアリング調査 
本研究では、次の要件、①過去 10 年間（平成 25 年以

降）で災害救助法が適用、②①の災害までに防災情報シ

ステムが導入済、③政令指定都市または中核市、④住家

被害が 1,000 件以上を満たす自治体のうち協力が得られ

た 5 市を対象にヒアリング調査を実施した。なお、ヒア

リング調査の概要については表-1 の通りである。 
（２）分析方法 
防災情報システムの活用に関する課題を抽出するため

に、本研究では防災情報システムの導入前、導入後、災

害時の活用状況の 3 つの区分について整理を行った。 

３．活用状況の整理

（１）導入目的

導入目的においては対象全自治体で「情報共有」が挙

げられたほか、情報発信の一元化や災害対応の予測、意

思決定の支援ツールと考えている自治体もあった。 

表－1 ヒアリング調査の概要 
防災情報

システム

の定義 

市町村の災害対策本部機能の強化に向け

て～防災情報システム活用事例集～（消

防庁国民保護・防災部防災課（平成 29 年

7 月）） の 13 ページ記載の機能等がある

システム 
ヒアリン

グ実施日 
令和 5 年 9 月 5 日～9 月 6 日 

災害の種

類・住家

被害状況 

A 市 台風・約 4,000 棟 
B 市 地震・約 7,000 棟 
C 市 台風・約 4,000 棟 
D 市 地震・約 3,000 棟 
E 市 地震・約 6,000 棟 

調査項目 導入前 ①導入目的 
②構築時の職員の関わり方 

導入後 ③平時業務での活用 
④訓練・研修 

災害時の

活用状況 
⑤活用した内容 
⑥活用が困難であった内容 
⑦被害情報の入力状況 
⑧活用に支障をきたした要因 

（２）構築時の職員の関わり方

大きく分けて 2 つの方法があった。1 つ目は、パッケー

ジを基本として当該市の状況に応じてカスタマイズす

る方法である。2 つ目は、パッケージではなく、防災に

長らく携わり、研修などを通じて災害対応の知識がある

職員が必要なポイントや災害対応の流れなどをイメー

ジして構築する方法である。 
（３）平時業務での活用

平時業務では、警報発令時に使用できる仕様にしてい

るなどシステム上の都合で平時業務では、使用していな

いところが 3 市あった。一方で、土木部局などが道路河

川補修業務や公園の調査パトロールで平時業務に使用

しているところが 2 市あった。なお、平時業務で活用し

ている自治体は、いずれもシステム構築時に職員が災害

対応をイメージしており、ベンダーのパッケージを使用

していない自治体であった。 
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（４）訓練

防災情報システム導入後に訓練は、年間 3～5 回程度行

っており、その内容は、庁内での訓練や外部機関との合

同訓練などがあった。なお、導入後 6～9 か月以内に発災

した自治体については、訓練等が 1 回程度しか行われて

いなかった。 
（５）活用した内容

）情報発信

、 、キャリアごとのエリアメールなどが一括で配

信できるようになり、迅速に情報提供が行われた。

）情報共有

庁内間で情報共有ができたことで、担当部局ごとに災

害対応が行われた。また、職員の連絡ツールとして活用

した。

）避難所の管理

避難所の開設状況、避難者数について、現場職員が入

力したものが自動集計されて避難者数の把握が迅速に

行われた。 
（６）活用が困難であった内容

）情報収集

発災直後に大量の電話対応で入力ができなかった。ま

た、不正確な情報があったことや情報整理ができず、情

報収集しても活用できない部分が生じた。 
）災害対応管理

対応状況についてシステム上で入力するということが

徹底されていない部分があったため、進捗状況の把握に

支障が生じた。 
）罹災証明の発行

窓あき封筒に対応していないなど、実際にしないとわ

からない部分で支障が生じた。 
（７）被害情報の入力状況

防災情報システムへの入力については、受付けた情報

を全て入力、受付担当の職員等の判断に委ねて入力、事

案対応後に記録として入力を行っていた。なお、システ

ムの課題で全く入力をしない自治体もあった。 
（８）活用に支障をきたした要因

）情報収集のルールが未整備

情報の欠如があるなど入力内容の不統一や欠如により、

活用されない情報があった。 
）システムを活用した運営の整備不足

システムの活用の流れが不明確であったことでシステ

ムへの入力時に支障が生じた。 
）職員体制の不備

大規模な災害を想定していなかったことによる職員の

不足により、情報収集に支障が生じた。 
）被害情報の重複入力

複数の担当班が同一の現場に行くなどで災害対応の進

捗管理に支障が生じた。 

）システムへの負荷

被害情報の件数が膨大になることで、システムに負荷

がかかり遅延が生じた。 
）災害対応の経験不足によるシステム構築の不具

合

経験が少ない中で、システムの構築を行ったため罹災

証明の発行で不具合が生じた。 
）その他

複数の災害が発生した場合に、各災害に応じた被害情

報の紐づけが困難であったため使用できなかった。 

４．考察

防災情報システムの導入目的として、全ての自治体が

情報共有を挙げていた。しかし、その中で災害対応中に

情報共有が行われた自治体は 1 市であった。情報共有で

きた自治体とできなかった自治体を比較すると、被害状

況の入力状況に差があることがわかった。前者の自治体

は、受付けた情報を全て入力しているのに対し、後者の

自治体は、そうではなかった。その要因として、職員体

制が大規模な災害を想定していないことやシステムを

活用した運営体制になっていないことが考えられる。ま

た、前者の自治体は、防災情報システムを平時業務で使

用していることから操作に慣れ、習熟度が高かった可能

性があると考えられる。次に、情報発信を目的に導入し

た自治体では、全ての自治体が活用することができた。

要因としては、元々あった別のシステム等を防災情報シ

ステムに統合したことで、作業手順は大きく変わらず一

つのシステムでできるようになったため効率的に行わ

れたと考えられる。

５．今後の課題 
本調査では、発災時に情報共有や情報発信を実施でき

た自治体はあったものの防災情報システムで収集され

た情報を基に対応方針・対応措置の意思決定や外部機関

との情報共有に活用した自治体はなかった。 
今後は、防災情報システムの活用に影響を与える要因

を詳細に分析するため、災害の規模別、災害対応におけ

る組織体制、防災情報システムの設計方法等について整

理し、課題を明らかにすることで、防災情報システム活

用における改善案の提言を行っていきたいと考えてい

る。 
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１．はじめに 
我が国では,これまでに様々な災害を経験し,その対策

を講じてきた.阪神・淡路大震災（1995）では, 内閣府 1）

によると被害情報の収集が非常に困難で，甚大な被害が

発生していることが判明するために時間を要したことか

ら情報収集や情報共有の重要性が再認識され,新潟中越沖

地震では澤田ら 2）によって GIS を活用した情報収集や関

係機関との連携について有効性が示された.一方で，浦川

ら 3）は，防災情報システムで被害状況を可視化するため

GIS が利用されているが，被害把握の可視化にとどまり，

災害対応を支援する情報システムには至っていないと指

摘している． 

また,東日本大震災（2011）においては越山 4）による

と，自治体は 「情報収集機材の強化」を行っていたが，

自治体間の被害情報収集の課題はそれらが使えなくなっ

たスーパー広域災害に耐えうる組織体制の欠如に集約さ

れると指摘されている．また，熊本地震（2016）におい

ては，消防庁 5）によると，救助活動において活動方針の

策定，関係機関との調整等をより円滑・的確にするため，

被災状況の映像等をリアルタイムで国・地方で共有する

など，被害状況等の情報を一元的に行う必要があったこ

とを認識している．情報共有などに課題は依然として解

決されているとは言えない.上記などの過去の災害事例を

踏まえて,消防庁 6）では,自治体の災害対策本部運営の重

要な要点として,「情報収集・分析」,「情報共有」,「対

応方針・対応措置の意思決定」を行う環境整備を挙げて

おり,災害対策本部機能の強化が必要と指摘している.ま

た,災害対策本部機能の強化にあたっては,災害対策本部

員・本部職員間で情報共有を行うためにモニター等を活

用した災害時オペレーションシステムの導入,災害情報の

収集,集約,共有を行うために防災情報システムを導入す

る必要があるとしている. 

しかしながら伊勢ら 7）によると，基礎自治体における

防災情報システム導入率は 17％であり，日本の基礎自治

体の災害対策本部におけるシステム導入率は高くはなく，

災害時の情報収集・情報共有の実施について，万全なレ

ベルではない．また，その活用の実態は明らかになって

いないことから，各自治体に同システムの必要性もしく

は有益性が十分に理解されていないことが想定される． 

本研究では,初動体制を迅速にし,災害対応を行えるよ

うに災害対策本部機能の強化を目的にして災害時オペレ

ーションシステム等を導入した大阪府吹田市（以下,「吹

田市」）の事例について検証をし,災害対策本部機能の状

況を評価することを目的とする. 

図 1 危機管理センター平面図 
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２．災害時オペレーションシステム等の概要 
吹田市は,危機管理センター設置に向けて令和 4 年 8 月

に工事を着工し,令和 5 年 4 月から危機管理センターの稼

働（図 1）を開始した.また,危機管理センターの設置に

併せて,災害対応オペレーションシステムの導入を行った. 

なお，本論では消防庁が示すシステムの名称を用いる．

災害時オペレーションシステムの導入内容は,表 1 のとお

りである.なお,MAXHUB 以外の操作は専用タブレット

で全て行うことができる.その他,平成 29 年から防災情報

システムの導入を行っている.  

 

３．システム運用の評価 
(1)評価項目 

これまでの藤原ら 8）や近藤ら 9）をはじめとする研究や

熊本地震に関する検証報告等 10）11）を参考にし,基礎自治 

体の災害対応として必要な評価項目を表 2 のとおり設定

する. 

(2)機能及び各項目におけるシステムの活用実態 

各項目に関してのシステム機能の有無については,表 2

のとおりである.また,活用実態については,吹田市で実施

された訓練を基に調査を行った. 

1）迅速性 

立ち上げに携わった職員は,28 人おり,危機管理室の職

員以外は,全ての職員が危機管理センターでの本部設置,

システムの起動が初めての職員であった.また,システム

の立ち上げまでは,職員が 1 人で行った.吹田市では, 初

動対応セットとして「タイガーボックス」を作成してお

り,それを基に災害対策本部の立ち上げが行われた.災害

時オペレーションシステムの起動は,専用タブレットの操

作が必要であり,システムの起動までの操作は,①タブレ

ットを起動,②有事使用または平時仕様の選択,③災害種

別の選択,④映像パターンの選択の 4 段階で,数十秒程度

でタブレットの操作が完了した（図 2）.また,災害時オ

ペレーションシステムの起動までにかかった時間は,職員

到着後 3 分であった.その後,随時職員が到着し,PC 等の

接続が行われ,情報収集が開始された.災害対策本部の設

置は,最初の職員が到着後 25 分で完了した. 

2）被害状況の収集 

防災情報システムを活用し,避難所,人的被害,物的被害,

ライフライン,道路情報,対応状況について入力が行われ

た.被害情報に関する内容は,3時間の訓練で約260件であ

った.入力を行ったうちの 4 割は,各小学校に配置される

職員であり,参集途中での被害状況をスマートフォンで入

力をしていた.防災情報システムは,クラウド型であり,被

災現場から通報が可能であった.しかし,重複した内容の

入力や,位置情報の誤りなど,一部の情報については内容

に課題があるものもあった. 

また,災害対応オペレーションルームのマルチモニタで

は,テレビ局 2 局,高所カメラ,ヘリ・テレ映像,おおさか

防災ネット,近隣市のホームページなどを映し出されてい

たほか,災害対策本部運営の職員が防災情報システムなど

を活用し,各担当部局から被害や対応状況に関する情報収

集が行われていた. 

3）職員の参集状況 

訓練開始直後に職員用のメール配信システムを活用し, 
各部局から全職員に対して安否状況及び参集見込時間に

関するメールが発信された.メール発信 1 時間後の職員状

況の把握割合は,62％,2 時間後は 76％であった.また,一

部職員については,回答がなく把握できていなかった. 

表 1 災害時オペレーションシステムの設備概要 

諸室名 設備 

災害対応オ

ペレーショ

ンルーム 

マルチモニタ：43 インチ×12 面 

天吊りモニタ：4台 

天吊りプロジェクタ・スクリーン：1式 

ノート PC：26 台 

室内カメラ：2 台 

災害対策本

部会議室 

マルチモニタ：43 インチ×8面 

天吊りモニタ：1台 

床置モニタ：3 台 

MAXHUB：1 台 

ノート PC：2 台 

映像カメラ：2 台 

危機管理室 
マルチモニタ：43 インチ×4面 
天吊りモニタ：5台 
室内カメラ：1 台 

リエゾンルーム 1 天吊りプロジェクタ・スクリーン：1式 

リエゾンルーム 2 天吊りプロジェクタ・スクリーン：1式 

リエゾンルーム 3 天吊りプロジェクタ・スクリーン：1式 

リエゾンルーム 4
天吊りプロジェクタ：1台 

※壁面に投影可 

共通 
インターネット回線（有線及び無線） 

スピーカー 

 

表 2 評価項目及びシステム機能の有無 

 

 
図 2 タブレット操作の流れ 

評価項目 
機能の

有無 

情報収集

迅速性  

被害状況（人的・物的・ライフ

ライン等） 
有 

職員の参集状況 有 

住民避難の状況 有 

物資管理 有 

情報分析

情報の可視化（全容の把握） 有 

情報の分類・整理 一部有

庁内への情報共有 有 

関係機関への情報共有 有 

対策立案 被害規模予測 無 

意思決定
情報分析,対策立案を踏まえての

意思決定への支援 
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4）住民の避難状況 

各避難所の職員が現場から避難所状況（開設,避難者数,

性別,要配慮者数等）を防災情報システムに入力を行い,

災害対策本部運営の職員が集計を行った. 

5）物資の管理 

防災情報システムの機能の一つに物資管理の機能は,あ

ったが物資の要望に使用はされたものの,物資の受け入れ

や供給で使用されることはなかった. 

6）情報の可視化（全容の把握） 

防災情報システムの GIS 機能で地図上に現場写真を含

む被害状況がプロットされており,市職員であれば誰でも

閲覧できる状態であった.また,防災情報システムの映像

は,災害対応オペレーションルームに常時映し出され，以

前のような属人的な情報収集とならず，全体で状況認識

の統一が図られていた.その他,災害対策本部会議室やリ

エゾンルームなどにおいても状況に応じて映し出されて

いた. 

7）情報の分類・整理 

地震情報,職員状況,避難所,人的被害,物的被害,ライフ

ライン,道路情報,公共交通機関情報,市対応状況,応援状

況,その他について分類されていた.各分類の整理は,災害

対策本部運営の職員が防災情報システムの情報や各担当

部から報告を受けて総括的な内容をエクセルの表形式で

作成をしていた.情報の分類・整理の多くが被害情報にな

っており,人的資源,物的資源に関する整理はほとんどさ

れていなかった. 

8）庁内への情報共有 

被害情報については,防災情報システムを閲覧すること

で最新の情報が把握可能であり,土木部局の職員等は当該

システムを活用して災害対応に当たっていた.また,災害

対策本部会議の内容については,本部員を通じて共有が行

われたほか,危機管理センター内の災害対応オペレーショ 

 

 

ンルーム,危機管理室では,災害対策本部会議の映像と音

声が流れていた. 

9）関係機関への情報共有 

危機管理センターに来た関係機関については,災害対応

オペレーションルームのマルチモニタに防災情報システ 

ムの内容や被害状況などを分類ごとに整理した情報が映

し出されていた.また,リエゾンルームでは,状況に応じて

プロジェクターから防災情報システムの内容や災害対策

本部会議の様子が映されていた.また,大阪府へは,大阪府

の防災情報システムで報告が行われていた. 

10）被害規模予測 

9）で共有した情報を基に応援機関として訓練に参加し

た防災科学技術研究所から被害棟数,駅滞留人数の推計,

人と防災未来センターからは SNS の情報を解析した情報

が提供された.なお,人と防災未来センターは,現場外から

の参加であったため Zoomで共有を行っていた. 

11）意思決定 

マルチモニタなどには,防災情報システム,Zoom,テレ

ビ局などが映し出され,本部員に災害状況が共有された.

防災情報システムでは,現地画像を交えながら現状の説明

がされた.また,Zoomを通じて関係機関から今後の予測に

関する情報提供が行われた.  

（3）評価結果 

情報収集については,物資の管理以外は,活用はされて

おり,特に災害時オペレーションシステムは，職員到着後

3 分で起動し,情報収集が開始された．また，25 分以内に

災害対策本部が設置されていることから迅速性はあった

と考えられる. 

被害情報の収集については,防災情報システムを通じて,

一部精査を欠くなどの課題はあったものの各種情報を収

集し登録することができた.一方で,職員参集については,

システムを使用した情報収集は行えたものの 24％の職員 

図 3 情報処理の流れ 

- 51 -

－ 47 －



 

 

 

については,状況が把握することができなかった.また,シ

ステムでの情報収集は主に被害情報について行われてお

り,人的資源,物的資源については電話等での情報収集で

あった. 

情報分析では,機能を有している項目については,活用 

されていた.また,GIS の機能を使い,被害の全体像の情報

の可視化は行われていたものの,「情報の分類・整理」で

は,各分類を総括的にまとめた表の作成が行われたのみで

あった.表の色付けやグラフ等の作成が行われていなかっ

たことから視認性について一部課題があると考えれる. 

対策立案では,災害対応オペレーションルームのマルチ

モニタに,防災情報システムや災害状況が整理された情報

が映し出し,その内容を踏まえて職員同士で作戦を立てて

いた．また，関係機関からの被害予測に関する情報提供

を受けることができた. 

この要因としては,従来の属人的な情報収集から専用タ

ブレット操作のみで情報活動体制が整えられたことやマ

ルチモニタで一元的に情報が把握できるようになったこ

とにより，庁内及び関係機関との状況認識の統一が図ら

れたためと考えられる（図 4）. 

意思決定では,災害対策本部会議室のマルチモニタに防

災情報システムの情報や災害状況を整理した報告内容な

ど複数の情報を同時に共有できたことや Zoom で関係機

関から情報提供が行われたことから意思決定が迅速に行

われたと考えられる. 

以上のことから,改善点はあるものの災害時オペレーシ 

ョンシステム等の導入により,災害対策本部運営の機能は

高まったと考えられる.  
 

４．今後の課題 
本研究では,訓練に基づき評価を行い,災害時オペレー

ションシステム等の導入による効果はあったと考えられ

る.しかし,実災害では,訓練とは異なるところもある.例

えば,今回の訓練は,市民からの問合せは電話回線がパン

クするほどの量で行わなかったが,災害が発生した場合は,

多くの問合せが来ることが想定される.過去の災害では,

電話対応が多く全ての情報を防災情報システムに入力で

きなかったという事例や登録情報が多くなったことでシ

ステムに負荷がかかり,遅滞またはダウンするといった事

例もある.訓練においては,情報収集に効果はあったが,ど

れほどの規模の災害に対応できるのかという点で,組織体

制としての収集能力とシステム負荷の状況などを検証し

ていく必要がある.また,機能があっても十分に活用され

ていない部分について検討が必要であり,今後,システム 

を最大限に活用していくためにシステム面と運用面から

検証を行っていく必要があると考える. 
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東日本大震災以降の放送で使用される津波避難キャスターコメ
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－兵庫県内における地域比較から－

令和 6 年能登半島地震発生時のテレビ災害特別番組における津
波避難キャスターコメント分析
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A Study on Tsunami Evacuation Newscaster Comments in Broadcasts  

after the Great East Japan Earthquake 
-Quantitative Survey in the tsunami inundation hazardous areas  

of the Nankai Trough Earthquake- 

 
 

Shingo FUKUMOTO  

  
 General Programming Division, Marketing & PR Department, Mainichi Broadcasting System, Inc. 

(s.fukumoto@mbs.co.jp) 

 
 

ABSTRACT 
 

In the Great East Japan Earthquake, broadcasters disseminated information warning of an impending tsunami, 
but may not have been able to promote the evacuation of residents. 

In order to overcome this problem, broadcasters have taken steps to improve their "evacuation call methods" 
(newscaster comments, announcements, etc.), some of which are already being used in actual broadcasts when 
tsunami warnings are announced. In addition, surveys and studies are being conducted to determine how residents 
perceive these improvements. 

In this study, I conducted an Internet questionnaire survey of residents in Wakayama, Kobe, and Osaka cities, 
where tsunamis are expected to strike in the event of a Nankai Trough earthquake, to ascertain how residents evaluate 
the new tsunami evacuation newscaster comments made after the Great East Japan Earthquake. 

The results showed a certain trend of high/low evaluation. For example, simple phrases such as "Please evacuate 
now" and "Please run away now" were rated high. Newscaster comments that emerged after the Great East Japan 
Earthquake included "Run away now! Evacuate immediately!" were rated low, while "Don't hesitate" and "To protect 
your life" were highly rated by residents. 

Therefore, newscasters should consider using mainly the highly rated newscaster comments in tsunami disaster 
special programs. On the other hand, "Major Tsunami Warnings," which are not highly rated, are indispensable 
information for tsunami evacuation. Broadcasters are required to inform residents of the meaning of such information 
in their daily programs. 
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災害特別番組で使用される津波避難キャスターコメント

に関する考察 ―和歌山県内における地域比較から― 
 
 

福本晋悟１ 

 
１株式会社毎日放送 報道情報局報道センター（人と防災未来センター 特別研究調査員） 
 
 
１．本研究の目的 
東日本大震災では、情報が住民の津波避難行動に結び

つかず、「情報あれど避難せず」という状況が生まれたこ

とが、災害情報の最大の課題として積み残された。住民

に危機感が伝わらなかったこの課題を克服するため、震

災後、各放送局では、津波避難キャスターコメントなど

の検討、改善を行った。それらは、その後 2012、16、22
年の津波警報発表時の放送で実践された。一例を挙げる

と「東日本大震災を思い出してください」や「命を守る

ために」などのキャスターコメントである（福長 2013）。 
一方で、「避難しようと思うか」とたずねた吉澤ら

（2020）の全国調査（n=2437）では、「『東日本大震災を
思い出してください』などと過去の災害について言われ

たとき」は 13.4%（MA）、「命令口調で言われたとき」は
11.4%（MA）と、震災後にNHKなどの放送局が進めて
きた改善策への評価は低い結果となった。また、南海ト

ラフ地震で津波襲来が想定される和歌山市・神戸市・大

阪市の住民を対象とした福本（2023）の調査でも同様の
傾向がみられたとし、「今すぐ避難して（逃げて）くださ

い」という簡明で愚直なフレーズが高評価となったほか、

キャスターコメントの高評価／低評価の傾向を示した。 
先行研究をふまえ、本研究では県庁所在地とより津波

が早く到達する地域との比較を目的とする。和歌山県内

の市町の住民を対象に、東日本大震災以降に登場した津

波キャスターコメントに関するアンケートを実施した。 
 
２．調査の概要 
（１）本研究のアプローチ 
本研究のアプローチは福本（2023）と同一である。2012、

16、22年の津波警報発表時に使用されたキャスターコメ
ントを主軸に据えた独自の「津波避難キャスターコメン

ト」を作成（198文字）。留意すべき 13要素は、種類の
異なるアンダーラインで示した（後述）。次に、キャスタ

ーコメントを NHK などが採用している「切迫感のある
強い口調」で著者が読み上げて録音した。読み尺は 37秒
である。これを複製し 2度繰り返される「津波避難サン
プル音源」を調査に使用した。 

（２）対象と方法 
まず、内閣府（2012）で公表している南海トラフ地震
「1m津波最短到達時間」で、和歌山県 13市町を 3グル
ープに分けた。具体的には、①串本町などの地震発生後

5 分以内の津波到達が想定される地域、②印南町などの
10分～20分想定の地域、③46分想定の和歌山市である。 
対象の選定は、まず各市町の津波ハザードマップで津

波浸水想定区域に該当する町域を郵便番号単位で限定

した。次に、その町域に住むインターネット調査登録モ

ニターを、令和 2年国勢調査人口等基本集計の年齢構成
を大枠として募り、本研究の調査対象者とした（表-1）。 

表-1 調査実施概要 

調査期間 2023年8月16日～22日 

調査方法 インターネットアンケート調査 

調査委託先：（株）H.M.マーケティングリサーチ 

調査対象 有効回答者356人（16歳～82歳） 

マクロミルモニター会員 

1）串本町・太地町・那智勝浦町・白浜町・すさみ町・ 

新宮市：59人（5分以内の地域） 

2）印南町・みなべ町・田辺市・御坊市・美浜町・ 

日高町：115人（10～20分の地域） 

3）和歌山市：182人（46分の地域） 

 
調査は冒頭で「大地震発生直後で津波の襲来が予想さ

れる場面を想定し、テレビやラジオの災害特番の中でキ

ャスターがアナウンスする音源を流します。あなたの率

直な印象で設問にご回答ください」とのイントロダクシ

大津波警報が、和歌山県・大阪府・淡路島南部・兵庫

県瀬戸内海沿岸などに発表されました。東日本大震

災クラスの巨大な津波が来ます。 非常事態です。  

今すぐ逃げてください。 今避難すべき場所は、高台

や津波避難ビル、津波避難タワーなど高いところで

す。急いで逃げること！ただちに避難！ 命を守るた

めに、ためらわずに、今すぐ避難してください。    

この放送を聴いたあなたが、まわりにも呼びかけな

がら率先して避難してください。 
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ョンを調査対象者が確認した後、音源を再生する手順で

ある。先述の留意すべき 13 要素をそれぞれ設問として
「〇〇〇は、どう感じましたか？」と順にたずねた。回

答は 5件法で、評価の高い順から「とてもよい（5）」、「よ
い（4）」、「どちらでもない（3）」、「あまりよくない（2）」、
「よくない（1）」とした。 
 
３．結果 

3地域全体での高評価順は「今すぐ避難してください」、
「ためらわずに」、「今すぐ逃げてください」となった。 
続いて、地域別の平均値と標準偏差は、表-2のとおり

である。3地域の比較では、5分以内の地域が「津波予報
区」を除く 12 キャスターコメントに対して最も高い評
価をした。また、10～20分の地域と和歌山市の比較では、
7キャスターコメントで和歌山市が高くなった。 
地域別で最も高評価となったのは「5 分以内の地域」
では、「今すぐ避難してください」、和歌山市では「ため

らわずに」となり、「10～20 分の地域」では、両者が同
数で並んだ。次いで、5分以内の地域と 10～20分の地域
では「今すぐ逃げてください」が、和歌山市では「今す

ぐ避難してください」が高評価となった。なお、この結

果は福本（2023）と同じ傾向である。 

表-2 地域別の平均値・標準偏差 

 
 一方、地域別で最も低評価となったのは、5 分以内の
地域と 10～20分の地域では「津波避難ビル」、和歌山市
で「津波避難タワー」となった。 
また、「津波避難タワー」は、5分以内の地域と和歌山
市の平均値の差が 0.37となり、これはキャスターコメン
ト別の最大差である。なお、地域別の津波避難タワー設

置数は、5分以内の地域では計 20棟、10～20分の地域で
は計12棟、和歌山市には設置されていない（内閣府2021）。
そもそも津波避難タワーの設置数が調査対象者の認識

や調査結果に与える影響は多分にあるだろう。 

４．考察 
串本町をはじめとした地震発生直後に津波が襲来す

る地域でも「今すぐ避難して（逃げて）ください」とい

う住民への愚直なメッセージが、先行研究と同じく特に

高評価となった。ところで、この地域では災害特番開始

直後の津波到達や、場合によっては特番の開始が津波到

達に間に合わないおそれもある。しかし、だからこそ限

られた時間内で住民に伝えるべきキャスターコメント

を事前に厳選しておく必要があるといえる。 
 次に、先行研究と同じく低評価となった「津波避難タ

ワー」は、存在する地域としない地域で地域差が見られ

た。そのため、津波避難タワーの有無でフェーズを切り

替え、当該キャスターコメントを使用しない判断も検討

に値するだろう。例えば、津波襲来を報道ヘリコプター

などの映像で確認できたならば、津波が今にも和歌山市

に迫っている段階で、津波避難タワーというキャスター

コメントを用いる必要性はないといえる。 
 
５．課題と展望 
まず、地域比較では、5分以内の地域の住民が 12キャ
スターコメントに対して最も高い評価をしたが、当該地

域は特にサンプル数に限りがあるなど、結果を注意深く

見る必要がある。また、各個人の防災への知識や関心度、

被災経験など回答に至る変数に注目する必要がある。 
また、サンプル音源の中盤に配置したキャスターコメ

ントへの評価が低くなった。そのため、音源の長さやセ

ンテンスの並び順など、工学や心理学などの知見を用い

て多様なバリエーションでの比較する余地は多分にあ

る。今後、複眼的な研究を展開していきたい。 
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キャスターコメント 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差

大津波警報 3.831 0.950 3.687 0.902 3.775 0.860
和歌山県・大阪府・淡路島南部・
兵庫県瀬戸内海沿岸　(＝津波予報区）

3.678 0.797 3.687 0.831 3.698 0.905

東日本大震災クラスの巨大な津波が来ます 4.102 1.029 3.800 1.002 3.824 1.047

非常事態です 4.085 0.857 3.739 1.035 3.846 0.921

今すぐ逃げてください 4.322 0.797 4.017 0.955 4.022 0.834

高台 4.169 0.791 3.896 0.872 3.813 0.909

津波避難ビル 3.627 0.849 3.417 1.000 3.423 0.941

津波避難タワー 3.661 0.883 3.539 0.939 3.291 0.927

急いで逃げること！ただちに避難！ 4.153 0.887 3.991 0.987 3.890 0.957

命を守るために 4.271 0.762 4.009 0.932 3.995 0.889

ためらわずに 4.237 0.817 4.087 0.942 4.060 0.917

今すぐ避難してください 4.407 0.768 4.087 0.942 4.055 0.865
この放送を聴いたあなたが、まわりにも
呼びかけながら率先して避難してください

3.983 0.974 3.826 0.976 3.835 0.907

【5分以内】
串本町など

(n=59)

【10～20分】
印南町など
(n=115)

【46分】
和歌山市
(n=182)
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津波予報区名の認知度に関する調査 
―兵庫県内における地域比較から― 

Survey on the Awareness of Tsunami Forecast Region Names  
-Regional comparison within Hyogo Prefecture- 
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   The Japan Meteorological Agency (JMA) announces tsunami warnings and other tsunami information for each of the 
66 Tsunami Forecast Region. In this study, I investigated the recognition of the names of Tsunami Forecast Regions in 
Hyogo Prefecture. 

As a result, only 21% of the residents of "Seto Inland Sea Coast of Hyogo Prefecture" (e.g., Kobe City and Himeji 
City) answered correctly. About 50% of Kobe City residents answered "Southern Hyogo," while the largest number of 
residents in the Harima region, including Himeji City, answered "Harima-sea ". 

In light of the results, it is necessary to promote awareness of the tsunami forecast region names 24 years after naming. 
 

Keywords : Tsunami Forecast Region, Tsunami Information, Tsunami Forecast, Major Tsunami Warning, 
Tsunami Evacuation, Nankai Trough Earthquake 

 
 
１．津波予報区の概要 

気象庁は，大津波警報や津波警報などの津波情報を津

波予報区ごとに発表する 1)．津波予報区は気象警報発表

時などの地域区分とは異なり，全国の沿岸を 66 に区域に

分けた府県単位を原則とした地域区分である．東北地方

を例に示すと，岩手県の津波予報区は「岩手県」で，同

様に宮城県，福島県も県名と同じである．一方で，青森

県は「青森県太平洋沿岸」，「青森県日本海沿岸」，

「陸奥湾」の 3 予報区に分かれている． 
津波予報区は 1952 年に創設され，全国 15 予報区で始

まった．北から「1 区」（北海道オホーツク海沿岸を示

す）から「15 区」と，具体的な地名ではない名称で設定

されていた．先述の東北地方各県を例に挙げると，東北

地方太平洋沿岸地域は「4 区」とされ，東北地方日本海

沿岸地域は「5 区」と設定された．このように当時の津

波予報区は複数県にまたがる地域区分であった．その後，

1957年に瀬戸内海沿岸の予報区を分割し全 17予報区に，

1972 年の沖縄返還で沖縄県が 18 区となり，全 18 予報区

となった 2)3)． 
しかし，複数県にまたがる広い範囲を 1 つの予報区と

していたため，津波の影響が及ぶ範囲が狭い場合でも予

報区全体の広い範囲に同じ津波予報が発表されるなどの

問題があり 4），詳細で地域特性に合った津波予報が求め

られた 5)． 
1999年からの量的津波予報技術導入により，20kmから

30km 間隔程度の海岸ごとに具体的な数値で津波の高さを

迅速に予測することが可能となった．そのため同程度の

範囲を津波予報区とし，現在の 66 予報区に細分化し 4)，

この時，都道府県名を基本とした名称に変更されている．

また，この 1999 年の変更について気象庁（1999）6)は，

「住民が理解しやすく防災機関が対応をとりやすいよう

に」と意図を説明している． 

２．本研究の目的 
1999 年に命名された現在の津波予報区は，東日本大震

災発生時などの津波注警報発表時に使用されてきた．し

かし，既に命名から 24 年が経過するが，津波予報区名に

関しての住民の認知度や理解度に関する直接的な調査は

見当たらないのが実情である．例えば，CiNii，J-STAGE
で「津波予報区名」で文献を検索したところ，ともに 0
件だった(2023 年 9 月 30 日現在)． 

また，津波予報システムの今後として，全国を 66 に分

けた津波予報区は，津波の局所性や地域での対応を考え

ると十分ではないとの指摘もある 7)． 

そこで本研究では，命名から 24 年が経過した津波予報

区名の住民の認知度を調べることを目的とする．まず，

府県名と津波予報区名が同じであるならば認知度に問題

はないため，都道府県内で複数の津波予報区に分かれる

地域を調査対象とした．その一例として，県内が 3 予報

区に分かれる兵庫県を対象とした調査を実施した． 

 

３．調査概要 
(1) 兵庫県内の津波予報区 

兵庫県内の津波予報区は 3 つに分かれている．日本海

側の市町（豊岡市，香美町，新温泉町）が該当する「兵

庫県北部」．続いて，淡路島北中部の淡路市・洲本市五

色地域だけでなく，神戸市をはじめ瀬戸内海に面する本

州の尼崎市（東端）から赤穂市（西端）までの計 14 市町

が範囲となる「兵庫県瀬戸内海沿岸」．そして淡路島の

南あわじ市と洲本市洲本地域を対象とした「淡路島南部」

である（図-1）． 

洲本市内は 2 つの予報区に分かれているが，2006 年の

洲本市と旧五色町との合併が理由である 8)． 
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図-1 津波予報区の例 

 
(2) 対象と方法 

調査対象地の選定は，兵庫県瀬戸内海沿岸の代表地と

して神戸市（垂水・須磨・長田・兵庫・中央区），播磨

地域（赤穂市・相生市・たつの市・姫路市・高砂市），

淡路市・洲本市五色地域の 3 地区に分類した．また，淡

路島南部の対象地は，予報区全域にあたる南あわじ市と

洲本市洲本地域である。 

続いて調査対象者の選定は，まず各市の津波ハザード

マップで津波浸水想定区域に該当する町域を郵便番号単

位で限定した．次に，その町域に住むインターネット調

査登録モニターを，令和 2 年国勢調査人口等基本集計の

年齢構成を大枠として募り，本研究の調査対象者とした

（表-1）．なお「兵庫県北部」は、天気予報の発表区域

と同一名称のため住民の認知度に齟齬はないとみなし，

調査対象外とした． 

表-1 調査実施概要 

調査期間 2023年 9月 6日～10 日 
調査方法 インターネットアンケート調査 

調査委託先：H.M.マーケティングリサーチ 
調査対象 有効回答者 431 人（16歳～88 歳） 

マクロミルモニター会員 
【兵庫県瀬戸内海沿岸（n=376）】 

1）神戸市（n=161） 
2）播磨地域（n=160） 
3）淡路市・洲本市五色地域（n=55） 

【淡路島南部（n=55）】 
1）洲本市洲本地域・南あわじ市 

 

表-2 回答者の属性 

 

回答者の属性は表-2 のとおりである．神戸市と播磨地

域では女性が多く，淡路市・洲本市五色地域と淡路島南

部では男性の回答が多い．年代別では，神戸市と播磨地

域，淡路島南部は 60 代が最多で，淡路市・洲本市五色地

域では 40 代が最多である． 
(3) 方法 

調査方法は，インターネットアンケートである．調査

の冒頭には「気象庁は，津波襲来のおそれがある場合，

津波の高さに応じて大津波警報や津波警報，津波注意報

という情報を『津波予報区』という地域区分で発表しま

す．このアンケートは，その津波予報区に関する内容で

す」とのイントロダクションを示した． 
設問 1 は，「あなたがお住まいの地域が該当する津波

予報区名は何ですか？」とたずね， 10 選択肢をランダマ

イズで示した（SA）．選択肢には正解の他に，県名その

ものである「兵庫県」や天気予報の発表区域である「兵

庫県南部」，地名である「淡路島」，正解の「淡路島南

部」の対になる「淡路島北部」，海上警報の細分である

「瀬戸内海」，そのほか大阪湾，明石海峡，播磨灘を並

べた．  
設問 2 は，「設問 1 で回答した理由または根拠は何で

すか？」との質問に「正解を知っていたから」，「おそ

らく正解だと思うから」，「 正解を知らないが検討して

みての回答」，「まったく見当がつかない」の 4 件法で

たずねた． 
設問 2 の回答後には，調査対象者が居住する地域の津

波予報区名の正解（つまり，「兵庫県瀬戸内海沿岸」も

しくは「淡路島南部」）を表示したうえで，津波予報区

の解説として以下の文章を示した． 

この文章を確認したうえで，続く設問 3 では「あなた

のお住まいの地域は，どんな津波予報区名だとよいと思

いますか？具体的な名称案とその理由などをお書きくだ

さい」（FA）とたずねた． 
設問 4 では，防災知識の一例として「大津波警報と津

波警報は，それぞれ何 m 以上の高さの津波が予想される

場合に気象庁が発表すると思いますか？」とたずね，

「1m 以上」 から「10m 以上」の 10 件法で回答を求めた． 
 

４．調査結果 
(1)「兵庫県瀬戸内海沿岸」対象者 
a) 設問 1 
 「兵庫県瀬戸内海沿岸」の正答率はエリア全体で

21.01%にとどまり，神戸市は 20.5%，播磨地域では 25%，

淡路市・洲本市五色地域では 10.91%と低調だった．最多

回答は，エリア全体と神戸市は「兵庫県南部」，播磨地

神戸市 播磨地域 淡路市・
洲本市五色地域 淡路島南部

（n=161） （n=160） （n=55） （n=55）
回答者の 男性 42.9% 46.3% 54.5% 52.7%
性別 女性 57.1% 53.8% 45.5% 47.3%

合計 100% 100% 100% 100%

回答者の 10～20代 9.9% 13.8% 10.9% 18.2%
年代 30代 14.9% 13.8% 10.9% 14.5%

40代 15.5% 18.8% 25.5% 20.0%
50代 14.9% 17.5% 23.6% 16.4%
60代 26.1% 23.1% 20.0% 21.8%
70代以上 18.6% 13.1% 9.1% 9.1%
合計 100% 100% 100% 100%

津波は性質上，たとえば大雨警報のように主に市町村単位

とした地域での警報の発表はできません．そのため全国を

66 区域に分けた津波予報区で警報を発表します．兵庫県内

では，「淡路島南部」，「兵庫県瀬戸内海沿岸」，「兵庫

県北部」の 3 予報区に分かれています． 

 

【各津波予報区の対象市町】 

・「淡路島南部」：南あわじ市，洲本市洲本地域 

・「兵庫県瀬戸内海沿岸」：神戸市，尼崎市，西宮市，   

芦屋市，明石市，播磨町，加古川市，高砂市， 

姫路市，たつの市，相生市，赤穂市，淡路市， 

洲本市五色地域 

・「兵庫県北部」：豊岡市，香美町，新温泉町 
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域では「播磨灘」，淡路市・洲本市五色地域では「淡路

島北部」となった（表-3）． 

表-3 設問 1 の回答（兵庫県瀬戸内海沿岸） 

 
 
b) 設問 2 
設問 1 の正解者のうち「正解を知っていたから」と回

答したのは，神戸市で 33 人中 1 人，播磨地区で 40 人中 2
人，淡路市・洲本市五色地域では 6 人中 0 人だった．正

解者のうち自信を持って回答した人は非常に少ない． 
c) 設問 3 

表-4のとおり，神戸市では，設問 1の正解者 33人のう

ち 16 人が「現在の予報区名」と答え最多回答となった．

不正解者 128 人のうち 43 人が「現在の予報区名」と答え，

「分からない」（20 人）が続いた． 
播磨地域では，正解者 40 人のうち 21 人が「現在の予

報区名」と答え，不正解者では 120 人のうち 46 人が「現

在の予報区名」，23 人が「分からない」と答えた． 
淡路市・洲本市五色地域では，正解者の 6 人中 5 人が

「現在の予報区名」と答え，不正解者では 49 人中 16 人

が「分からない」，12 人の「現在の予報区名」と続いた． 
d) 設問 4 
結果は表-5 のとおりであり，どの地域でも大津波警報

の正答率が津波警報を下回った． 

表-5 設問 4 の正答率 

 
 
神戸市の住民で大津波警報と津波警報ともに正解した

のは 161 人中 22 人（13.66%）だった．また，設問 1 と設

問 4 を正解したのは 8 人（4.96%）だった．設問 1 の不正

解者（128 人）のうち 14 人が設問 4 を正答した． 
 播磨地域では，両方の正解者は 160 人中 30 人（18.75%）

だった．また，設問 1 と設問 4 の両方を正解したのは 12
人（7.5%）だった．設問 1 の不正解者（120 人）のうち

18 人（15%）が正答した． 
淡路市・洲本市五色地域では，両方正解したのは 55 人

中 9 人（16.36%）だった．設問 1 と設問 4 の両方を正解

したのは 1人（1.81%）で，設問 1の不正解者（49人）の

うち 8 人が設問 4 に正答した（16.32%）． 

(2)「淡路島南部」対象者 
a) 設問 1 
「淡路島南部」の正答率はエリア全体で 41.82%で，洲

本市洲本地域では 30%を下回るものの，南あわじ市では

50%を上回った．最多回答はエリア全体と洲本市洲本地

域では「淡路島」，南あわじ市では正解である「淡路島

南部」となった（表-6）． 

b) 設問 2 
設問 1 の正解者のうち，「正解を知っていたから」と

回答したのは，洲本市洲本地域で 7 人中 1 人，南あわじ

市で 3 人中 3 人だった． 
c) 設問 3 

表-4 のとおり，洲本市洲本地域では，設問 1 の正解者

7人のうち 5人が「現在の予報区名」と答えた．不正解者

17 人のうち 4 人が「淡路島中部」を提案し，「現在の名

称」と「洲本市」が 3 人ずつだった． 

表-6 設問 1 の回答（淡路島南部） 

 
 

南あわじ市では，正解者 16 人のうち 8 人が「現在の予

報区名」と答え，不正解者では 15 人のうち 6 人が「現在

の予報区名」，4 人が「分からない」と答えた． 
d) 設問 4 
洲本市洲本地域の住民で大津波警報と津波警報ともに

正解したのは表-5 のとおり 24 人中 1 人だった（4.17%）．

また，設問 1 と設問 4 の両方を正解した人はいない．設

問 1の不正解者（17人）のうち 1人が設問 4を正答した． 
南あわじ市では，両方の正解者は 31 人中 4 人（12.9%）

だった．また，設問 1と設問 4の両方を正解したのは 3人
（9.67%）で，設問 1の不正解者（15人）のうち 1人が設

問 4 に正答した． 
 
５．考察 
(1)兵庫県瀬戸内海沿岸 

津波予報区名を 10 選択肢で示す形式でたずねた設問 1
の正答率は，エリア全体で約 2 割に留まった．特に淡路

市・洲本市五色地域では正解率が約 1 割と低くなる一方，

「淡路島北部」と「淡路島」で回答の 78.19%を占めた．

そのため，淡路市・洲本市五色地域の住民にとっては

“淡路島”という地名が警報の対象地域として想起しや

すい可能性を示唆している．同様に，播磨地域の住民に

とっては「“播磨”灘」を想起しやすいとみられる． 
本研究では津波予報区への印象を調べるために予報区

名の提案を募った．結果として，予報区名の不正解者の

多くが自らの設問 1 での回答を提案するわけではなく，

正解・不正解を問わず，また多くの地域で現在の津波予

報区名が最多回答となった．このように他の予報区名の

提案数が現在の予報区名を上回らなかったため，現在の

兵庫県瀬戸内海沿岸 21.01% 20.50% 25.00% 10.91%
兵庫県 10.11% 16.77% 6.25% 1.82%
兵庫県南部 34.04% 49.69% 30.00% 0%
瀬戸内海 2.66% 0.62% 5.63% 0%
大阪湾 1.60% 3.11% 0% 1.82%
明石海峡 2.93% 6.83% 0% 0%
播磨灘 13.83% 0% 32.50% 0%
淡路島 5.32% 0.62% 0% 34.55%
淡路島南部 1.86% 1.24% 0.63% 7.27%
淡路島北部 6.65% 0.62% 0% 43.64%

兵庫県瀬戸内
海沿岸全体
(n=376)

神戸市
(n=161)

播磨地域
(n=160)

淡路市・
洲本市五色
地域(n=55)

両方の
正答率

大津波警報
正答率

津波警報
正答率

兵庫県瀬戸内海沿岸 16.22% 23.94% 41.76%
　　神戸市 13.66% 19.88% 37.89%
　　播磨地域 18.75% 28.75% 43.13%
　　淡路市・洲本市五色地域 16.36% 21.82% 49.09%
淡路島南部 9.09% 12.73% 45.45%
　　洲本市洲本地域 4.17% 8.33% 58.33%
　　南あわじ市 12.90% 16.13% 35.48%

淡路島南部 41.82% 29.17% 51.61%
兵庫県 3.64% 0.00% 6.45%
兵庫県南部 7.27% 4.17% 9.68%
兵庫県瀬戸内海沿岸 0% 0% 0%
瀬戸内海 0% 0% 0%
大阪湾 1.82% 4.17% 0%
明石海峡 0% 0% 0%
播磨灘 0% 0% 0%
淡路島 45.45% 62.50% 32.26%
淡路島北部 0% 0% 0%

淡路島南部全体
(n=55)

洲本市洲本地域
(n=24)

南あわじ市
(n=31)

－ 64 －



 

津波予報区名は肯定的に受け止められたと考えることが

できる．ただし，先述のとおり正答率は低い．津波予報

区は 1999 年の命名から今日までに 24 年が経過したにも

かかわらず住民に認知があまり進んでいない．今後は啓

発活動をさらに進めるなどして住民の認知を進めていく

ことが望ましい． 
(2)淡路島南部 

津波予報区名の正答率は地域全体で約 4 割と，兵庫県

戸内海沿岸より高くなった．市内で予報区が分かれる洲

本市洲本地域では「淡路島」が 6 割を超えたが，南あわ

じ市では正答が過半数となった．その背景として予報区

名と市名が似ている点も容易に想像できる．同時に，そ

うであっても正解率が約半数に留まることは､兵庫県瀬戸

内海沿岸と同様，津波予報区そのものの認知が進んでい

ないといえるだろう． 
(3)津波予報区名の正誤と大津波警報の正解率の関係 

 「兵庫県瀬戸内海沿岸」と「淡路島南部」のいずれで

も，津波予報区の正解者の方が不正解者より大津波警報

発表基準の正解率が高い(表-7)．ただし，地域別で見る

と，洲本市洲本地域のみ大津波警報の正解者がいないた

め，予報区の不正解者の方が正解率が高い．津波予報区

名の知識と大津波警報の知識の関係（津波予報区名を知

っていれば大津波警報の知識もある）があるわけではな

いといえそうである． 

表-7 津波予報区の正誤と大津波警報の正解率の関係 

 

そもそも津波避難において，どこに（津波予報区），

どれくらいの高さ（大津波警報・津波警報）を気象庁は

予想しているのかを理解するための知識を身につけてお

くことが重要である． 
 
６．課題と展望 
本研究は，津波予報区の認知度を調べるため，複数予

報区のある兵庫県南部の住民を対象としたインターネッ

トアンケートを実施した．対象者を各市のハザードマッ

プ上の津波浸水想定地域に在住かつ年齢構成を加味した

が，調査対象者の人数に課題がある点を指摘しておかね

ばならない．対象とする地域によってはインターネット

アンケートモニター数に限りがあるため，今後は現地で

のアンケート調査などを行うことも検討したい．また，

調査対象者が津波予報区名を知った経緯や防災への知識

や関心度の有無など，より詳細に調査すべき項目が多分

にある．これらは，今後の調査によって知見を補いたい． 
今回は県内に 3 つの津波予報区のある兵庫県を事例と

したが，他の津波予報区―先述の青森県など複数の予報

区がある都道県―で住民の認知度を調べることも重要で

ある．同時に，津波情報は大雨情報などと比べて目にす

る機会が少ないからこそ，南海トラフ地震などの津波の

危難に備えた意識的かつ積極的な理解促進が求められる． 
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津波予報区への回答 大津波警報正解率

兵庫県瀬戸内海沿岸
　正解（79人） 29.11% 23人／90人 25.56%
　不正解（297人） 22.56% 59人／286人 20.63%
神戸市
　正解（33人） 30.30% 10人／32人 31.25%
　不正解（128人） 17.19% 23人／129人 17.83%
播磨地域
　正解（40人） 30.00% 12人／46人 26.09%
　不正解（120人） 28.33% 28人／114人 24.56%
淡路市・洲本市五色地域
　正解（6人） 33.33% 1人／12人 8.33%
　不正解（49人） 20.41% 8人／43人 18.60%

淡路島南部
　正解（23人） 17.39% 4人／7人 57.14%
　不正解（32人） 9.38% 19人／48人 39.58%
洲本市洲本地域
　正解（7人） 0.00% 0人／2人 0.00%
　不正解（17人） 11.76% 7人／22人 31.82%
南あわじ市
　正解（16人） 25.00% 4人／５人 80.00%
　不正解（15人） 6.67% 12人／26人 46.15%

津波予報区正解
／大津波警報正解

表-4 設問 3 の回答 （ ）内は人数 

正解者（33） 不正解者（128） 正解者（40） 不正解者（120） 正解者（6） 不正解者（49）
1位 現在の予報区名（16） 現在の予報区名（43） 現在の予報区名（21） 現在の予報区名（46） 現在の予報区名（5） 分からない（16）
2位 分からない（4） 分からない（20） 分からない（3） 分からない（23） 淡路島北部（1） 現在の予報区名（12）
3位 兵庫県南部（1） 特になし（11） 播磨灘（2） 特になし（8） ― 淡路島北部（5）
4位 大阪湾沿岸部（1） 兵庫県南部（7） 兵庫県瀬戸内沿岸（2） 播磨灘（5） ― 淡路島（2）
5位 神戸阪神地域（1）など 神戸市（6） 西部と東部で分ける（2） 兵庫県南部（3） ― 淡路島大阪湾側（1）など

正解者（7） 不正解者（17） 正解者（16） 不正解者（15）
1位 現在の予報区名（5） 淡路島中部（4） 現在の予報区名（8） 現在の予報区名（6）
2位 淡路島中部（1） 現在の予報区名（3） 分からない（4） 分からない（4）
3位 分からない（1） 洲本市（3） 特になし（2） 特になし（3）
4位 ― 大阪湾沿い一帯（1） 南あわじ市（1） 淡路島南西部瀬戸内海側（1）
5位 ― 分からない（1）など 無効回答（1） 無効回答（1）

神戸市 播磨地域 淡路市・洲本市五色地域

洲本市洲本地域 南あわじ市
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令和 6年能登半島地震発生時のテレビ災害特別番組 
における津波避難キャスターコメント分析 

 
 

福本晋悟１ 

 
１株式会社毎日放送 報道情報局報道センター（人と防災未来センター 特別研究調査員） 
 
 
１． 本研究の目的 

2024年 1月 1日に発生した能登半島地震では、16時
12分に津波警報が、同 22分には大津波警報が発表され
るなか、各放送局は災害特番を放送した。そもそも放送

局は（大）津波警報発表の際、津波避難の呼びかけを最

優先にした放送を行う（たとえば日本放送協会 2020）。
また、東日本大震災以降、各放送局は津波避難キャスタ

ーコメントなどの検討・改善を行い、2012、16、22年の
津波警報発表時には「東日本大震災を思い出してくださ

い」や「命を守るために」などを使用した（福長 2013）。 
本研究では、東日本大震災以来の大津波警報発表とな

った能登半島地震の災害特番を対象とし、津波警報発表

時から津波観測情報を入手する局面までの約 30 分間の
全国ネットテレビ災害特番を分析した。出演したキャス

ターは、津波避難を促すために何を伝えていたのか／伝

えていなかったのかを比較し示すことが目的である。 
 
２．対象と方法 

16時 12分に津波警報対象地域となった石川県・富山
県・新潟県のいずれかを放送エリアに持つ NHK と民放
ニュースネットワークの災害特番を対象とした。つまり

民放では JNN（キー局：TBSテレビ）、ANN（テレビ朝
日）、FNN（フジテレビ）、NNN（日本テレビ）である。 
本研究では大阪府で受信・録画した番組を用いる。特

番開始時間は各局で数秒～数分異なるが、16時 41分ま
でのアナウンスメントを全て書き起こした。NHK で
9,417文字、JNNで 9,701文字、ANNが 10,917文字、FNN
は9,191文字、NNNは9,701文字となった（句読点含む）。
これらを 5分ごとに分類したうえで分析を行う。 

 
３．結果 
（１）各局の分析 
a）NHK 

「津波警報」が最多で、大津波警報発表後もそれより

登場が多い点が特徴的である（表-1）。また、津波予報区

ごとに「津波到達とみられます」をアナウンスしていた。 
「避難の呼びかけ」には命令調である「今すぐ逃げる

こと！」と「今すぐ避難！」の計 7 回を含む。同様に、

「高所避難の呼びかけ」には、「高いところへ逃げるこ

と！」を 11回含む。当該コメントの 1回を除いて、命令
調はすべて大津波警報発表後に登場している。 

表-1 NHK特番に登場したキャスターコメント 

 
b）JNN（TBSテレビ系） 

 NHKと同じく津波警報が最多だが、大津波警報発表を
境に回数は減少する（表-2）。最大震度情報（震度 7を観
測）を繰り返しアナウンスしている点も特徴である。 

表-2 JNN特番に登場したキャスターコメント 

 
c）ANN（テレビ朝日系） 

「今すぐ逃げてください」などの避難呼びかけや「高

台へ逃げてください」などの高所避難の呼びかけの回数

が圧倒的に多い（表-3）。 
表-3 ANN特番に登場したキャスターコメント 

 

キャスターコメント ～16分 ～21分 ～26分 ～31分 ～36分 ～41分 計
1 津波警報 11 6 11 6 5 4 43
2 津波到達とみられます 14 1 10 9 3 3 40
3 避難の呼びかけ 10 10 4 4 5 4 37
4 高所避難の呼びかけ 4 3 4 10 7 4 32
5 石川県能登（津波予報区） 6 3 8 8 4 2 31
6 予想の高さ３ｍ 18 3 3 1 2 1 28
7 大津波警報 10 5 3 2 20
8 石川県加賀（津波予報区） 6 4 3 2 1 2 18
8 富山県（津波予報区） 6 4 3 3 2 18
8 第一波到達予想時間 4 1 3 3 3 4 18

キャスターコメント ～16分 ～21分 ～26分 ～31分 ～36分 ～41分 計
1 津波警報 14 13 9 7 4 3 50
2 大津波警報 12 12 8 5 37
3 高所避難の呼びかけ 4 7 6 9 6 4 36
4 石川県能登（津波予報区） 5 1 7 4 3 2 22
5 避難の呼びかけ 2 6 3 4 1 5 21
6 津波は繰り返し襲来 3 3 3 3 1 2 15
7 最大震度情報 1 3 1 4 3 2 14
8 津波到達とみられます 5 1 5 2 13
8 命を守る 3 3 3 3 1 13
10 率先避難者となり避難を 2 3 1 2 3 11
10 津波観測情報 7 4 11

キャスターコメント ～16分 ～21分 ～26分 ～31分 ～36分 ～41分 計
1 避難の呼びかけ 16 22 16 18 12 13 97
2 高所避難の呼びかけ 10 7 7 10 11 12 57
3 大津波警報 16 7 5 12 40
4 津波警報 13 4 2 2 5 6 32
5 東日本大震災 2 6 5 4 5 2 24
6 命を守る 2 2 3 6 4 4 21
6 津波は繰り返し襲来 1 2 4 4 6 4 21
8 率先避難者となり避難を 1 4 3 3 5 3 19
9 迷わずに避難 3 1 4 4 5 1 18
10 海岸から遠いところへ避難 2 3 1 2 1 3 12
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d）FNN（フジテレビ系）     

ANNと同じく「今すぐ逃げてください」などの避難
呼びかけが最多だが、高所避難の呼びかけは 17分に初
登場だった（表-4）。津波注意報にも定期的に言及した。 

表-4 FNN特番に登場したキャスターコメント 

 
e）NNN（日本テレビ系） 

 高所避難の呼びかけが最多で、情報カメラの描写も多

い（表-5）。津波予報区の「石川県能登」より、むしろ珠

洲市（長橋）や輪島港という観測点の地名を多く用いた。 
表-5 NNN特番に登場したキャスターコメント 

 
（２）キャスターコメントの分析 

a）津波予報区の登場回数 

 当初からの津波警報対象かつ大津波警報の対象とな

った「石川県能登」の登場回数は NHK、JNN の順に多
く、大津波警報発表を機に登場回数が増えた（表-6）。 

ANNは津波予報区の登場が少なく、地名としては「日本
海側」が 9回、「日本海側の広い範囲」が 8回だった。 

表-6 津波予報区としての「石川県能登」登場回数 

 
また、当初から津波警報対象の「富山県」の登場回数

は、NHKで 18回、JNNで 10回、富山県内に系列局が
ないANNは 1回 、FNNは 8回、NNNは 15回だった。 
さらには、津波注意報から津波警報に繰り上げられた

予報区のアナウンスは極めて少なく、「兵庫県北部」は

NHKが 9回、JNNが 5回で、ANN、FNN、NNNでは 1
度も登場していなかった。そのため、番組を視聴する兵

庫県北部の住民にとっては、自らを“避難すべき当事者”
だと認識できる言葉が不足していた恐れが危惧される。 

b）「東日本大震災」をキーワードとした呼びかけ 

これは東日本大震災を踏まえた放送局の象徴的な“改

善策”であるが、登場回数はANNを除いて上位 10位と
はならなかった。ANNでは「（大きな被害をもたらした）
東日本大震災を思い出してください」と「東日本大震災

では 3ｍという予想に対して、実際に襲ったのは 10ｍ以
上の巨大な津波でした」で計 24回登場した（表-7）。 
一方、最少はFNNの 2回、他は 6～8回と、回数にば
らつきがみられた。ANN は 14 分に初めて使用したが、
他は津波警報発表直後には使用しなかった。 

表-7 「東日本大震災」を用いた呼びかけの登場回数 

 
 
４．考察 
東日本大震災発生時の NHK 特番では、地震発生時～

30分後までの高所避難の呼びかけは 18回（平均 2分に
1 回以上）とされている（近藤ら 2012）。能登半島地震
では（こちらは警報発表時からの計数）NHKは 32回と
その数を上回った（最少はFNNの 30回）。また、高所を
示していない「避難呼びかけ」などの回数を合わせると、

いずれの特番でも非常に多くの避難呼びかけをした。 
一方で、避難すべき住民の地域（津波予報区）があま

り明示されない特番もあった。津波警報対象地域も避難

の必要がある。「どこにいる誰に向けて避難を呼びかけ

ているのか」、個別・具体的な意味を示せる地名という情

報のローカリティやリアリティを忘れてはならない。 
 
５．課題と展望 
今回分析した全国ネット特番だけでなく、県域ローカ

ル特番やラジオ放送の分析も重要である。また、能登半

島地震をふまえ、各放送局は南海トラフ地震などを想定

したさらなる改善や対策を加速化すると考えられる。今

後の動向にも注視していきたい。 
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キャスターコメント ～16分 ～21分 ～26分 ～31分 ～36分 ～41分 計
1 避難の呼びかけ 7 10 15 11 11 11 65
2 大津波警報 13 11 14 10 48
3 高所避難の呼びかけ 7 8 7 5 3 30
4 津波警報 10 6 4 4 1 2 27
5 海や川の近くからは離れて 3 5 5 1 5 2 21
6 津波が到達中です 5 5 1 2 2 5 20
7 津波観測情報 4 5 8 17
8 石川（県）（警報地域として） 3 2 1 3 4 3 16
9 石川県能登（津波予報区） 1 2 2 1 5 2 13
10 津波注意報 2 1 3 3 1 2 12

キャスターコメント ～16分 ～21分 ～26分 ～31分 ～36分 ～41分 計
1 高所避難の呼びかけ 3 8 13 12 11 9 56
2 津波警報 19 6 1 3 1 1 31
3 大津波警報 14 5 1 4 24
4 避難の呼びかけ 5 3 6 5 4 23
5 津波到達とみられます 7 8 3 2 2 22
6 津波観測情報 8 3 6 17
7 情報カメラの描写 1 1 3 1 7 3 16
8 富山県（津波予報区） 7 4 1 2 1 15
9 第2波第3波が高くなるおそれ 2 1 7 2 2 14
10 石川県珠洲市（長橋） 6 4 2 1 13
10 石川県輪島港 5 5 2 1 13
10 予想の高さは５ｍ 3 6 2 2 13

～16分 ～21分 ～26分 ～31分 ～36分 ～41分 計
NHK 6 3 8 8 4 2 31
JNN 5 1 7 4 3 2 22
ANN 1 2 1 4
FNN 1 2 2 1 5 2 13
NNN 6 2 1 1 10

～16分 ～21分 ～26分 ～31分 ～36分 ～41分 計
NHK 2 1 1 2 6
JNN 2 3 2 1 8
ANN 2 6 5 4 5 2 24
FNN 1 1 2
NNN 4 2 1 7
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1 はじめに～確実な条例対応を　

　令和５年４月１日の改正個人情報保護法施行により、多

くの個人情報保護条例で定めがあった、「個人情報保護審

議会」の答申・諮問を経て自治体が保有する個人情報の目

的外利用・外部提供を認めるという取扱いが許されなく

なる。このことは、当該審議会条項を根拠にして「避難行

動要支援者名簿」の名簿情報（個人情報）を平時から避難

支援等関係者らと共有する手法で災害対策を実践してき

た市区町村が、名簿情報を共有する正当性の根拠を失う

事態になったことも意味する。現場の創意工夫で実践さ

れてきた有益な災害対策が、個人情報保護法一元化によ

り、いわば既存不適格の宣告を受ける形になったのである。

　筆者は長らく個人情報保護法一元化の必要性を提唱し、

同時に災害分野における従来の自治体施策も適法に維持

されるよう立法上の手当てを行う必要がある旨、個人情

報保護委員会や内閣府（防災担当）へ要請してきたが、避

難行動要支援者名簿の平時共有に関する部分は手当て未

了のまま、令和５年４月１日の個人情報保護法全面施行

を迎えることになった。そこで、個人情報保護審議会を

利用していた自治体が、避難行動要支援者名簿の平時共

有という施策レベルを維持するためには、本稿で解説す

る「条例」による対応に直ちに着手しなければならない。

令和４年９月２日、「改正個人情報保護法の施行後の避難

行動要支援者名簿及び個別避難計画の情報提供に関する

『条例に特別の定めがある場合』の取扱いについて」（府

政防1284号・消防災194号。以下「内閣府通知」という）

が政府から地方公共団体に発出された（内閣府ウェブサ

イト等で公表済み）のも、このような背景からである。遺

漏なきよう確実に政策法務と議会対応が実行されること

を切に願う。

【直ちに行うべき条例対応】

①　個別条例（独自条例）を制定する

　個人情報保護条例とは別に独自に新規個別条例を

制定するか、既存の災害関連条例に追加的に新規条

項を設けることで、本人の同意なくしても平時から

避難行動要支援者名簿に関する個人情報を支援者等

と共有できる旨の条項を整備する。

② 　個人情報保護法施行条例で手当てする

　改正個人情報保護法の施行とともに既存の個人情

報保護条例が改廃されるが、その際に整備されるは

ずの「個人情報の保護に関する法律施行条例」（法施

行条例）の中に、速やかに追加で「避難行動要支援者

名簿及び個別避難計画の情報提供について個人情報

保護審議会（個人情報保護法運営審議会）の意見を

聴いて必要があると認めるときは名簿情報を提供す

ることができる」などの災害対応の審議会条項を特

別に整備する。

岡本 正

自治体実務サポート 総務

緊急解説

令和５年個人情報保護法一元化と
個人情報保護審議会をめぐる条例対応
～避難行動要支援者名簿の平時共有を後退させない政策法務～

銀座パートナーズ法律事務所 弁護士・博士（法学）／岩手大学地域防災研究センター客員教授／
北海道大学公共政策学研究センター上席研究員／人と防災未来センター特別研究調査員
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2  避難行動要支援者名簿の平時共有施策　
とは何か

　避難行動要支援者名簿とは、いわゆる災害弱者の支援

を目的として地域防災計画に基づき条件を設定して基礎

自治体が作成しておく名簿である。東日本大震災を教訓

として平成25年改正災害対策基本法により市区町村に法

的作成義務が課されている。名簿を作成しただけで門外

不出にしては本末転倒であることから、災害対策基本法

は、名簿情報については、避難支援等関係機関と災害対

策のために「平時から」共有しておくべきであるという

考え方をとっている。

○災害対策基本法

第 49条の10　市町村長は、当該市町村に居住する要

配慮者のうち、災害が発生し、又は災害が発生す

るおそれがある場合に自ら避難することが困難な

者であつて、その円滑かつ迅速な避難の確保を図

るため特に支援を要するもの（以下「避難行動要

支援者」という。）の把握に努めるとともに、地域

防災計画の定めるところにより、避難行動要支援

者について避難の支援、安否の確認その他の避難

行動要支援者の生命又は身体を災害から保護する

ために必要な措置（以下「避難支援等」という。）

を実施するための基礎とする名簿（以下この条及

び次条第一項において「避難行動要支援者名簿」

という。）を作成しておかなければならない。

２～４　略

　ところが、災害対策基本法は、名簿情報については、「提

供できる」であるとか、「提供しなければならない」とい

う個人情報の外部提供の法令上の根拠となるに足る文言

を採用していない。法は「提供するものとする」として

いるにすぎない。国の意思が平時共有を推奨しているこ

とまでは読み取れるが、最終的に平時に本人同意なくし

て名簿情報（個人情報）を共有しようとしたら、自治体

がもう一工程「条例による特別の定め」による共有根拠

をつくらなければならないという不思議な建付けになっ

ているのである。災害対策基本法の平成25年改正当時は、

全国の自治体が個人情報保護条例に基づくバラバラの個

人情報保護法制を採用していたことで、国もその点を統

一する条項をつくらないで、最終的な名簿情報の提供の

是非は、その根拠を含めて自治体の対応に任せたという

のが国の説明である（ただし、消費者安全法や生活困窮

者自立支援法のように、自治体保有の個人情報を自治体

以外の関係機関に「提供できる」旨定めている法律はす

でに存在するので、災害対策基本法だけそれとは異なる

対応をすることには大いに疑問が残り、可及的速やかに

「提供できる」という法的根拠として十分な文言への改正

が求められるのではないだろうか）。

○災害対策基本法

第49条の11　略

２ 　市町村長は、災害の発生に備え、避難支援等の

実施に必要な限度で、地域防災計画の定めるとこ

ろにより、消防機関、都道府県警察、民生委員法（昭

和二十三年法律第百九十八号）に定める民生委員、

社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）第

百九条第一項に規定する市町村社会福祉協議会、

自主防災組織その他の避難支援等の実施に携わる

関係者（次項、第四十九条の十四第三項第一号及

び第四十九条の十五において「避難支援等関係者」

という。）に対し、名簿情報を提供するものとする。

ただし、当該市町村の条例に特別の定めがある場

合を除き、名簿情報を提供することについて本人

（当該名簿情報によつて識別される特定の個人を

いう。次項において同じ。）の同意が得られない場

合は、この限りでない。

３　略

　個人情報保護法一元化前までは、自治体が避難行動要

支援者名簿の名簿情報を災害対応のために有効活用すべ

く、本人の同意の有無にかかわらず平時から共有するた

めには、①本人同意がなくても平時から名簿情報を支援

者らと共有できるとする独自条例を整備するか、②それ

ぞれの自治体にある個人情報保護条例が本人同意がなく
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ても外部提供ができる場合として掲げる「個人情報保護

審議会の答申・諮問」、「明らかに本人の利益になる場合」、

「施策実行のため必要かつ相当性がある場合」などの各条

文のいずれかを利用する、という政策手法を採用しなけ

ればならず、すでにそのような対応を積極的に行ってい

た自治体も多数存在しているはずである。なお、そもそ

も「本人同意」だけを名簿情報の平時共有の根拠にして

いる自治体も存在し、現状ではその方が多数派ではある

が、それでは「未同意者」の存在が常に解消できない状態

になってしまうので、災害対策を考えるとそもそも本人

同意だけを名簿情報の提供根拠にするような施策はおよ

そ推奨できない。

3 審議会条項廃止の影響と対応策

（1）審議会条項を根拠に平時共有していた自治体

　令和５年４月１日以降、令和３年に改正された個人情

報保護法が全面施行され、地方公共団体における個人情

報の取扱いについては、改正個人情報保護法の規律に服

することになる（個人情報保護法一元化）。改正法は個人

情報の取扱いの全国一律化を旨とすることから、従来の

個人情報保護条例で多くの自治体が採用している目的外

利用・外部提供の根拠条項である「個人情報保護審議会

の意見を聴いて、公益上の必要があると認めたとき」な

どの定めは、新しい個人情報保護法の下では原則許容さ

れない。

　そこで、内閣府通知でも明記されているように、従来

の施策レベルを維持するためには、①個別条例対応を行

うか【対応例①】、②個人情報保護法施行条例において追

加の条文整備の対応を行うか【対応例②】、のいずれかが

必須となる。なお、名簿情報について個別に避難行動要

支援者の同意を取得するというだけの方法（内閣府通知

における【対応例③】だけによる対応）は、前述の理由か

らおよそ推奨できない。

（2）審議会条項ではない条項を根拠にしていた自治体

　自治体の中には個人情報保護条例では個人情報保護審

議会による外部提供の定めを設けていない場合もある。

そのような場合でも「事務に必要な限度で利用し相当な

理由があると認められるとき」などの条文を解釈して、

平時から避難行動要支援者の名簿情報を支援者へ提供す

ることの根拠にしている場合もあるだろう。しかしなが

ら、いずれにせよ個人情報保護法一元化により、個人情

報保護条例が定めていた従来の第三者提供を認める条項

は廃止されることになるので、これまでの施策レベルを

維持しようとする場合、（1）同様に【対応例①】又は【対

応例②】の対応が必須となる。また、繰り返しになるが【対

応例③】は災害対策として推奨できない。

（3）すでに独自条例を整備済みの自治体

　個人情報保護法一元化による影響はない。ただし、令

和３年５月の災害対策基本法改正によって「個別避難計

画」が新たに整備されることになったため、既存条例の

文言を整理しておく必要はあるだろう。

（4） 名簿情報の提供は本人の同意を得た場合だけにして

いる自治体

　個人情報保護法一元化による影響はない。しかし、す

でに述べたとおり、目まぐるしく入れ替わる避難行動要

支援者名簿登載者リストの全員について、リアルタイム

で支援団体への提供の同意を逐次とり続けることは至難

の業であり、必ず未同意者が出てしまう。また、積極的に

名簿情報の提供を拒否することはしなくても、何らかの

理由で積極的な同意の回答ができていない者も多数現れ

ることになるだろうが、それらの者も同意がない以上は、

平時から支援者らでは把握ができないのである（実はこ

のような者こそ平時から見守り対象にしなければならな

いのではないだろうか）。大規模な自治体であればあるほ

ど、このような未同意者が不可避的に多数存在すること

になることも容易に想像できるところである。したがっ

て、名簿情報の提供について本人同意だけを条件として

避難行動要支援者名簿の施策を実行している自治体は、

速やかに【対応例①】の個別条例策定の政策立案を行う

べきである。

（2） 個人情報保護条例上の一般的な外部提供に関す

る規定を根拠としている場合

　改正個人情報保護法施行後は、目的外利用・提供

を行う場合に類型的に審議会等の諮問を要する旨の
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規定について条例に置くことが許容されないことと

なる。このため、「個人情報保護審議会の意見を聴い

て、公益上の必要があると認めたとき」のように、個

人情報保護条例上の一般的な外部提供に関する規定

を根拠としている場合（別紙１（2）参照）については、

改正個人情報保護法施行後は、外部提供を行うこと

ができなくなるので、以下の例を参考とした対応が

必要となる。

【対応例①】

　個別条例を制定し、災害対策基本法に基づき外部

提供に際して本人同意を不要とする旨などを規定す

ること。（別紙２（1）参照）

【対応例②】

　改正個人情報保護法施行を受けた個人情報保護条

例の改廃に併せて、個人情報保護法に関する条例と

一体となる形で、避難行動要支援者名簿及び個別避

難計画の情報提供について審議会等の意見を聴いて

実施する旨などを規定すること。（別紙２（2）参照）

【対応例③】

　条例による特別な定めを制定せず、避難行動要支

援者等に対して外部提供に関する本人同意を得るこ

と。

〈補足〉

○ 別紙１、別紙２及び参考資料は、便宜的に避難行

動要支援者名簿に関して示しているが、個別避難

計画に関しても同様である。
（内閣府通知より抜粋）

4 名簿情報の共有を実現する具体的条例案

（1）個別条例（独自条例）を制定する場合

　すでに先行事例が存在するため、条文の内容そのもの

については、先行自治体を参考にするのが最も効率がよ

く適切である。災害弱者の名簿情報について本人同意の

有無を問わずに支援者等に提供できるとする条例を最初

に設けた「渋谷区震災対策総合条例」の改正や、平成25年

災害対策基本法改正後のタイミングでの第１号事例の「横

浜市震災対策条例」の改正、及び「神戸市における災害時

の要援護者への支援に関する条例」の制定などが先行事

例として著名である。建物の区分所有等に関する法律に

よるマンション管理組合を避難支援等関係者として明記

している「千葉市避難行動要支援者名簿に関する条例」

も都市では非常に参考になると思われる。その他、すで

に個別条例を定めている自治体の当時の議会対応資料や

住民説明資料などは、新たに条例を策定しようとする自

治体にとって大いに参考になるはずである。ちなみにこ

れまで独自条例をつくってきた自治体は必ずしも大規

模・中規模な自治体に限られない。ここでは、参考まで

に内閣府通知で記述されている個別条例の案を示す。ポ

イントは、「避難支援者」の範囲を条例施行規則で容易に

拡張できるような柔軟な条項にしておくことである。

【イメージ例１】　個別条例（例：避難行動要支援者

名簿に関する条例）を定める場合

　（名簿情報の提供）

第 ●条　市長は、災害の発生に備え、避難支援等の

実施に必要な限度で、災害対策基本法（昭和36年

法律第233号）第49条の11第２項に規定する避難

支援等関係者に対し、同項に規定する避難行動要

支援者名簿に記載した情報（以下「名簿情報」と

いう。）を提供するものとする。この場合において、

●●地区消防組合、●●市消防団条例（平成●年

条例第●号）に規定する消防団、●●県警察、●

●市の区域に置かれた民生委員法（昭和23年法律

第198号）に定める民生委員、社会福祉法人●●市

社会福祉協議会、●●市の区域に設立された災害

対策基本法第５条第２項に規定する自主防災組織

その他避難支援等の実施に携わる関係者として規

則で定める者へ提供する場合に限り、名簿情報を

提供することについて避難行動要支援者の同意を

得ることを必要としないものとする。

※ 審議会等の答申に基づき運用を行っている場合、

当該運用を個別条例の条文に落とし込むことを想

定。
（内閣府通知より抜粋）
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　このほか、本人同意がなくても平常時から名簿情報を

提供できるとする条例（個別条例・独自条例）の先例と

しては、令和３年３月30日の「『避難行動要支援者名簿』

の作成及び平常時からの名簿情報の提供の推進等につい

て」（府政防405号・消防災34号）が参考になる。当該通知

には、「平常時からの名簿情報の提供の推進等」の項目で

「避難行動要支援者本人の同意の有無によらず名簿情報

を提供できる根拠となる条例の制定について、市町村の

実情に応じ、積極的に検討すること」との記述があり、山

形県遊佐町、八幡浜市、宮城県七ヶ浜町、明石市、津市の

先行事例を紹介している。また、内閣府による「避難行動

要支援者の避難行動支援に関する事例集」（平成29年３

月）の39～64頁にも個別条例・独自条例の先行事例とし

て、石狩市、千葉市、我孫子市、渋谷区、茅野市、津市、箕

面市、明石市、宮崎市、都城市、宮崎県日之影町の紹介が

ある。条文だけではなく書式等も掲載されており、個別

条例制定に大いに参考になる。

（2）個人情報保護法施行条例で整備する場合

　前述４（1）の方法が理想的対応であり、災害対策基本

法の改正経緯やその趣旨からすれば、将来全ての自治体

で個別条例策定の対応がなされるべきであろう。一方、

令和５年の個人情報保護法の施行に伴い現在全ての自治

体が従来の個人情報保護条例を改廃して「個人情報保護

法施行条例」として整備することが求められているので、

このタイミングを利用して対応をクリアするという手法

も考えられる。内閣府及び個人情報保護委員会では、以

下のような条文の整備をすることを対応策として示して

いる。４（1）の新たな個別条例の対応が間に合わないと

しても、最低限、個人情報保護法施行条例の制定にこの

条項を付加しておくことが、災害対応を後退させないた

めに求められるはずである。

【イメージ例２】　個人情報保護法に関する条例と一

体となる形で規定を置く場合（審議会への諮問・答

申を要件とする場合）

　（審議会への諮問）

第 ●条　市の機関（議会を除く。以下同じ。）は、次

のいずれかに該当する場合において、個人情報の

適正な取扱いを確保するため専門的な知見に基づ

く意見を聴くことが特に必要であると認めるとき

は、○○市個人情報保護審議会条例（令和○○年

○○市条例第○○号）第○○条に規定する○○市

個人情報保護審議会に諮問することができる。

　一 　この条例の規定を改正し、又は廃止しようと

する場合

　二 　個人情報の保護に関する法律（平成15年法律

第57号）第66条第１項の規定に基づき講ずる措

置の基準を定めようとする場合

　三 　前二号の場合のほか、市の機関における個人

情報の取扱いに関する運用上の細則を定めよう

とする場合

２ 　市長は、災害対策基本法（昭和36年法律第233号）

第49条の11第２項に規定する避難支援等関係者に

対し、避難行動要支援者名簿に記載した情報（以

下「名簿情報」という。）を提供することについて

審議会の意見を聴いた上で、特に必要があると認

めるときは、名簿情報を提供することができる。

※ 個人情報保護法を根拠とする規定と災害対策基本

法を根拠とする規定がひとつの条例に併存するこ

ととなるため、条例の目的規定等の記載には留意

されたい。

（内閣府通知より抜粋）

5  改正個人情報保護法と災害対策基本法の
関係

　災害対策基本法の名簿情報の共有に関する規定（災害

対策基本法49条の11第２項及び第３項）は、個人情報保

護法の特別法であり、名簿情報（個人情報）の取扱いにつ

いては、災害対策基本法の条文が優先するとするのが、本

稿執筆時点での個人情報保護委員会や内閣府（防災担当）

の見解である（内閣府「避難行動要支援者の避難行動支

援に関する取組指針（令和３年５月改定）」でも同様の見

解が明記されている）。したがって、改正個人情報保護法

69条２項が「利用目的以外の目的のために保有個人情報

を自ら利用し、又は提供することができる」場合として
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列挙している各種事由（例えば「本人以外の者に提供す

ることが明らかに本人の利益になるとき」や「その他保

有個人情報を提供することについて特別の理由があると

き」等）を根拠条文にして避難行動要支援者名簿の名簿

情報を自治体から支援者へ提供することができるという

解釈を採用することができない。あくまで、名簿情報の

提供が許容されるのは、災害対策基本法49条の11第２項

と第３項から導かれる、①本人の同意、②当該市町村の

条例に特別の定めがある場合、③災害が発生し、又は発

生するおそれがある場合において、避難行動要支援者の

生命又は身体を災害から保護するために特に必要がある

と認めるとき、というパターンに限られてしまう。した

がって、やはり本稿で解説した二つの対応のいずれかを

行わない限りは、これまで「個人情報保護審議会」を通し

て平時から支援者との名簿情報共有を実現していた自治

体では、この災害対策を維持することができなくなる事

態に陥る。

6 おわりに～今後の展望と提言

　最後に、今後の展望と提言を述べておきたい。兎にも

角にも、災害弱者の保護のために設けられた避難行動要

支援者名簿制度の趣旨を全うするには、名簿情報を自治

体内部にとどめておくべきではなく、平時の段階から、

漏れなく、避難等支援者に提供できる状態にしておく必

要がある。そして、これを「本人の同意」だけで実現する

ことは、随時名簿が更新されることや、何らかの理由で

回答を得られない避難行動要支援者がいることなども考

慮すれば、事実上不可能と考えなければならない（常に

未同意者がいる前提で考えるべきである）。したがって、

全ての基礎自治体が、平時の段階から、法令上の根拠（条

例での対応）をもって未同意者についても名簿情報を支

援者に提供できる状態にしておくことが必要である。な

お、実際に支援者となる担い手が地域におらず、名簿情

報の提供に至らないケースも想定されるが、個別条例整

備済みの自治体であっても、全員の名簿情報を支援者に

提供しているわけではないことを付言しておく。将来に

備えて、いつかやろうと思ったときには、それがすぐに

できるように前提条件の整備を今のうちに行っておくこ

とが重要なのではないだろうか。東日本大震災から12年

が経過しようとしている。大規模な災害を身近に経験し

記憶している我々の世代で対応しておきたい。過去の大

規模災害では、避難行動要支援者など「災害時要配慮者」

は、そうでない者に比べて圧倒的に死亡率が高い。その

際には、救助・捜索をしようとする者の命もまた危険な

状態にさらされてきたことも考えておきたい。支援や救

援に当たる者の命を守る意味でも、適切な情報が共有さ

れるべきであるという視点も忘れてはならないだろう。

　最後に一つ立法提言をするならば、現行の災害対策基

本法49条の11第２項で「……『避難支援等関係者』とい

う。）に対し、名簿情報を提供するものとする。ただし、

当該市町村の条例に特別の定めがある場合を除き、名簿

情報を提供することについて本人（当該名簿情報によつ

て識別される特定の個人をいう。次項において同じ。）の

同意が得られない場合は、この限りでない」となってい

る条文を、端的に「……名簿情報を提供することができ

る」と改め、明確な法令上の外部提供根拠規定へと昇華

させることが必要である。今後の国の立法政策の展開に

も期待したい。
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◇岡本正『災害復興法学Ⅱ』（慶應義塾大学出版会、2018年）
◇中村健人=岡本正『改訂版 自治体職員のための災害救援法務ハンドブ

ック』（第一法規、2021年）
◇内閣府ほか「改正個人情報保護法の施行後の避難行動要支援者名簿及

び個別避難計画の情報提供に関する『条例に特別の定めがある場合』の
取扱いについて」（令和４年９月２日）

◇内閣府「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」（令和３
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 災害復興法学が伝承するリーガル・レジリエンス 

  臨時法から恒久法への昇華と災害法制の新型コロナウイルス感染症への応用 

 

  銀座パートナーズ法律事務所 弁護士・岩手大学地域防災研究センター客員教授・ 

北海道大学公共政策学研究センター上席研究員・博士（法学） 岡本 正   

 

 

１．災害復興法学とリーガル・レジリエンス 
災害復興法学とは、「災害時に弁護士が実施する無

料法律相談事例を集約し被災者のリーガル・ニーズを

分析することで、災害対策や復興支援に関する制度

的・法的課題を類型化し、類型ごとの課題を克服する

政策上の提言及び政策形成活動を経た法改正や新規

立法等の軌跡を記録・検証し、同時に残された立法政

策上の課題を浮き彫りにするとともに、その解決に資

する政策形成活動や立法事実集約活動を伝承し、社会

における法制度の改善と向上に直接還元することを

目的とした新たな「法学」及び「公共政策」の学術領

域と研究分野」である。教育活動としては、2012 年

に慶應義塾大学に講座を開設したことに始まり、文理

の垣根を越えて複数大学での講座創設と教材・教育ノ

ウハウの拡大を展開しているところである。 

災害においては、被害にあった記録は数値とともに

明確に記録され確実な伝承がなされるが、災害からの

復興過程を支えた公共政策の記録については、視覚

化・類型化が難しかったのか、これまでまとまった記

述が見受けられなかった。そこで災害時の被災者の生

活再建や被災地の復興に絞って、法改正の経緯とその

背景を記録することで、災害から復興過程への大きな

流れを伝承しようとしたのが災害復興法学である。 

本稿では、近年ようやく成立に至った「自然災害義

援金差押禁止法」の成立経緯と意義を解説し、あわせ

て新型コロナウイルス関連給付金の保護法案につい

ても本稿執筆時までの状況を記述する。現場からのボ

トムアップの提言をきっかけに法律が変化し、危機に

強い「しなやかさ」を持ったよりよいものに作り替え

られていく様は、社会が「法的強靭性」（リーガル・

レジリエンス）を獲得しようと挑戦してきた公共政策

の歴史でもある。 

 

２．臨時法から恒久法へ 
 当該自然災害に起因して作られた臨時法が、そのほ

かの自然災害等でも使えるよう恒久法へ昇華したも

ののなかには、私的自治に介入し、私権を制限するよ

うな法改正もある。本稿でごく一部を紹介する。なお、

『災害復興法学』、『災害復興法学Ⅱ』及び『災害復興

法学の体系』（いずれも岡本正）に詳しい。 

（１）義援金差押禁止法 

次項「３」にて詳述する。 

（２）相続放棄期間特例法 

「東日本大震災に伴う相続の承認又は放棄をすべ

き期間に係る民法の特例に関する法律」（2011 年 6月

17日成立）により、相続人が相続開始を知ってから 3

か月間である相続放棄等の熟慮期間を延長した。その

後、「特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図

るための特別措置に関する法律」の一部改正（2013

年 6月 17日成立）により、特定非常災害特別措置法

の適用時に、政令によって被災地においては相続放棄

の熟慮期間を 1 年以内で伸長できるとする恒久法化

が実現（同法 6条）した。この恒久法は、熊本地震、

西日本豪雨、令和元年東日本台風、令和２年７月豪雨

でも発動された。 

（３）被災ローン減免制度 

東日本大震災後に、「個人債務者の私的整理に関す

るガイドライン」（2011 年 7月 15日制定）という破

産手続等の法的債務整理によらずして、債務者の手元

に一定の財産を残したまま債務減免ができるルール

を定めた準則が制定された。これにより、破産手続よ

りも多くの財産を手元に残せる、連帯保証人への請求

 
顔写真 

 
(別途ファイル
でのご提出で

も結構です。） 

－ 75 －



特集 復興と緊急事態  
 

 復興 (29 号) Vol.11 No.2  2023.3.   

 

16 

がされない、信用情報登録されない、弁護士である登

録支援専門家の手続支援が無償で受けられる、などの

メリットを享受できる。その後、「自然災害による被

災者の債務整理に関するガイドライン（2015 年 12月

25日制定、同年 9月 2日に遡及適用）」が制定され、

災害救助法適用の自然災害一般へと債務整理対象を

拡大し、簡易裁判所の特定調停手続を利用する恒久的

な準則へと昇華した。 

（４）所有者不明土地の土地収用法の要件緩和 

「東日本大震災復興特別区域法の一部を改正する

法律」（2014 年４月 23日成立）により、復興事業促

進のために土地収用法の収用手続を簡素化した。事業

認定までの処理期限の短縮と努力義務の明記、決裁申

請手続の簡素化、緊急使用の使用期限を６か月から１

年へ延長、収用委員会による決裁期限の努力義務の明

記、小規模団地住宅施設整備事業の対象を 50戸以上

から５戸以上に緩和、などの規制緩和が行われた。同

時に、「大規模災害からの復興に関する法律の一部を

改正する法律」（2014 年 4月 23日成立）によって同

様の制度が恒久法として整備されるに至った。この時

の議論は、法務省や国土交通省が中心となって進めて

いる所有者不明土地や相続登記未了土地対策の法改

正にも大いに貢献している。 

 

３．義援金差押禁止法案成立の軌跡 
（１）義援金差押禁止法の成立と内容 

2021 年 6月 4日、「自然災害義援金に係る差押禁止

等に関する法律」が参議院本会議にて全会一致で成立

した。自然災害の義援金を、災害規模の大小を問わず

差押え禁止にする恒久法である。東日本大震災から合

計 5回の臨時法を経て成立した。以下に全条文を記述

する。 

 

（趣旨） 

第一条 この法律は、自然災害義援金に係る拠出の趣旨に

鑑み、自然災害の被災者等が自ら自然災害義援金を使用す

ることができるよう、自然災害義援金に係る差押禁止等に

ついて定めるものとする。 

 （定義） 

第二条 この法律において「自然災害義援金」とは、自然

災害（暴風、竜巻、豪雨、豪雪、洪水、崖崩れ、土石流、

高潮、地震、津波、噴火、地滑りその他の異常な自然現象

により生じた被害をいう。附則第二項において同じ。）の被

災者又はその遺族（以下この条において「被災者等」とい

う。）の生活を支援し、被災者等を慰藉(しゃ)する等のため

自発的に拠出された金銭を原資として、都道府県又は市町

村（特別区を含む。）が一定の配分の基準に従い被災者等に

交付する金銭をいう。 

 （差押禁止等） 

第三条 自然災害義援金の交付を受けることとなった者の

当該交付を受ける権利は、譲り渡し、担保に供し、又は差

し押さえることができない。 

２ 自然災害義援金として交付を受けた金銭は、差し押さ

えることができない。 

   附 則 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

２ この法律は、令和三年一月一日以後に発生した自然災

害に関し、この法律の施行前に交付を受け、又は交付を受

けることとなった自然災害義援金についても適用する。た

だし、この法律の施行前に生じた効力を妨げない。 

 

 恒久法となった義援金差押禁止法は、保護の対象に

なる「自然災害義援金」を「自然災害の被災者等の生

活を支援し、被災者等を慰藉する等のために自発的に

拠出された金銭を原資として、都道府県又は市町村が

一定の配分の基準に従って被災者等に交付する金銭」

と定義している（同法 1条）。すなわち、災害の種類

を「自然災害」に限定してはいるものの、災害の規模

については限定せず、すべての自然災害における義援

金が保護の対象になる。長年の自治体の現場や弁護士

の提言を最大限反映したものと評価できる。ただし、

効力が及ぶのは、2021 年 1月 1日以後に発生した災

害に限られる。それ以前の災害は、あくまで臨時法が

成立した範囲での保護となる（附則参照）。 
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（２）臨時法制定の経緯①（東日本大震災） 

 「東日本大震災関連義援金に係る差押禁止等に関す

る法律」（2011 年 8月 23日成立）により、はじめて

の義援金保護法が誕生した。効力は東日本大震災限り

の臨時法となった。 

なお、被災者らへの給付金支援である「被災者生活

再建支援金」（被災者生活再建支援法）及び「災害弔

慰金・災害障害見舞金」（災害弔慰金法）は、当時差

押禁止財産でなかった。そこで、上記法改正と同時に、

弁護士らの政策提言と与野党議員の連携により、それ

ぞれの根拠法の改正によって行われた。こうして、被

災者生活再建支援金等は、もともと恒久法である根拠

法があるため、一度の法改正で差押禁止財産とする恒

久的手当てが実現した。 

（３）臨時法制定の経緯②（熊本地震） 

熊本地震（2016 年 4月）の発生直後から、これま

で被災者支援に関わってきた法律家や東日本大震災

当時の立法ノウハウを持った国会議員らから、義援金

を保護すべきであるとの法政策提言が相次ぎ、「平成

二十八年熊本地震災害関連義援金に係る差押禁止等

に関する法律」（2016 年 5月 27日成立）によって、

義援金を保護する手当てが比較的速やかに実現した。

効力は熊本地震に限られた。東日本大震災から熊本地

震までに 5 年以上の空白があったことを考えると、こ

れまでのほかの災害では、債務者が義援金を返済原資

にしてしまうなどしたことで義援金を手元に保護で

きなかった事例が埋もれていた可能性は拭えない。 

（４）臨時法制定の経緯③（西日本豪雨等） 

西日本豪雨（2018 年 7月）の発生を受けて超党派

の連携による議員立法で速やかに「平成三十年特定災

害関連義援金に係る差押禁止等に関する法律」（2018

年 7月 20日成立）が手当された。西日本豪雨だけで

はなく、その直前にあった大阪府北部地震（2018 年 6

月）の義援金も保護対象となった。 

 しかし、西日本豪雨の前年 2017 年 9月に福岡県や

大分県を中心に被害をもたらした九州北部豪雨では

約 26億円の義援金が集まるほどであったが義援金差

押禁止法案は作られなかった。 

 西日本豪雨の直後には、猛烈な風雨で関西国際空港

を含む近畿広域に甚大な被害を引き起こした平成 30

年台風 21 号（2018 年 9月）や、震度 7 を記録し、土

砂崩れや建物倒壊などで多数の犠牲をもたらした北

海道胆振東部地震（2018 年 9月）がおきた。当時、

大阪市会、北海道議会をはじめとする各地方議会や、

被災地の大阪弁護士会などからも、義援金保護の臨時

法及び恒久法の成立を求める提言が相次いだ。また、

北海道胆振東部地震では 57億円以上の義援金が寄せ

られていた。しかし、これらの義援金については差押

禁止法が作られることはなかった。 

（５）臨時法制定の経緯④（令和元年東日本台風） 

2019 年（令和元年）8月の佐賀豪雨、9月の台風第

15 号（房総半島台風）、10月の台風第 19 号（東日本

台風）、10月 24 から 26日の大雨（台風第 21 号）の

大規模な豪雨災害については、「令和元年特定災害関

連義援金に係る差押禁止等に関する法律」（2020 年 12

月 6日成立）により義援金差押禁止の臨時措置がとら

れるに至った。ただし、2019 年 6月に発生した M6.7

の山形県沖地震では建物被害が多い反面、被災者生活

再建支援法の適用エリアは狭く、むしろ義援金による

支援が重要であったにもかかわらず、義援金差押禁止

法の範囲からは除外されてしまっている。 

 いっぽう、上記の法律の附則第 3条には、「差押え

の禁止等の対象となる義援金（災害の被災者等の生活

を支援し、被災者等を慰藉する等のため自発的に拠出

された金銭を原資として、都道府県又は市町村が一定

の配分の基準に従い被災者等に交付する金銭をいう。

以下この項において同じ。）の範囲その他の義援金の

差押えの禁止等の在り方については、速やかに検討が

加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられ

るものとする。」と記述された。度重なる後手後手の

義援金差押禁止臨時法や対象漏れの繰り返しを教訓

にすべきことを、国会全体としてもようやく明記する

に至ったものであり、義援金差押禁止の恒久法実現へ

の機運が高まっているかのように思えた。 
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（６）臨時法制定の経緯⑤（令和２年７月豪雨） 

 2020 年の通常国会が始まっても、残念ながら議員

立法としても政府提出法案としても、義援金差押禁止

法の恒久法の法案提出の動きは起きなかった。その間

数多くの機会をとらえて筆者をはじめ弁護士らの政

策提言活動がなされ、与野党の検討会や勉強会も相当

回数開かれたものの、結局大きなうねりに至る前に議

論が自然消滅することが繰り返されてしまっていた。

なお、政府側としては、義援金を担当する省庁の不存

在を理由として、どの部署からも義援金差押禁止法の

提出はできないという説明であった。 

通常国会も閉会してしまった 2020 年 7月、「令和 2

年 7月豪雨」が発生した。東日本大震災を入れて実に

5 度目の「特定非常災害」級の巨大災害である。当然、

義援金を保護する動きは起きたが、結局のところ「令

和二年七月豪雨災害関連義援金に係る差押禁止等に

関する法律」（2022 年 12月 11日）が超党派の議員立

法で手当てされたにすぎず、対象となる自然災害を限

定した臨時法の成立にとどまった。 

（７）臨時法から恒久法へ（令和３年の動き） 

 2021 年（令和 3 年）の通常国会が始まり、「6 度目

の正直」を目指して与野党でついに義援金差押禁止法

案がまとまる機運が高まった。与党の最終調整段階に

おいて、あるいは衆議院法制局や参議院法制局からも

言われていた最後の論点は、「どの規模や被害程度の

自然災害の義援金を保護対象にするか」であり、パタ

ーンとしては 3点ほど示されていた。すなわち、①自

然災害の種類を限定せずすべての自然災害の義援金

を保護対象とする、②特定非常災害級の災害における

義援金のみを保護対象とする、③災害救助法適用災害

における義援金のみを保護対象とする、という案であ

る。一見するともっともらしい論点のように思えるが、

本来これは①以外はあり得ない選択肢である。どのよ

うな災害であれ、被害を受けたものを救済する国民的

慰藉の感情に軽重などありえない。また、「自然災害

義援金」の定義は、あくまで自治体を通じて配分され

る金銭やその請求権であるから、法文としても極めて

明確になっている。大きな災害であれば多くの義援金

が集まる傾向にあり、局地的災害であれば、比較的少

ない金銭が集まる傾向になる、というだけのことなの

である。しかも、特定非常災害のみに限定（②）する

ことは、あまりに機会が少なすぎることは明白である。

衆議院法制局や参議院法制局は、これまで東日本大震

災以降は偶然特定非常災害のときに臨時法が作られ

てきたことを踏まえ、特定非常災害に絞った法案を提

示していた。しかし、これまでの経緯を考慮すると、

あまりに形式的な案だったといわざるを得ず最終的

には無限定の案に改定されていくことになる。災害救

助法適用災害に限定する案（③）は、いかにもバラン

スがとれたように見えがちであるが、被害を受けた個

人の生活再建や死亡した者の遺族への慰藉の気持ち

が災害の規模で変わることの方こそ説明がつかない

のは先述の通りである。日本弁護士連合会の執行部弁

護士らのなかには、災害救助法に限定する案でよいと

する意見を表明した者もあったようだが、筆者や日本

弁護士連合会災害復興支援委員会に所属する弁護士

らの説得によって、災害救助法に限定する案（③）も

採用できないものと最終的には調整に至った。 

自然災害の範囲をどうすべきかについては、立法府

から何度となく意見や資料提出を求められていた論

点であった。弁護士らは、寄付者の意思の反映や被災

者の生活再建という立法趣旨からすれば、災害規模を

限定する必要はない（すべきではない）旨を、与野党

国会議員、衆議院法制局、参議院法制局らに対して幾

度となく説明してきたところである。 

 以上の紆余曲折を経て、超党派の議員立法によって

「自然災害義援金に係る差押禁止等に関する法律」が

2021 年 6月 4日に全会一致で成立した（３（１））。 

自然災害の義援金に限らず、現行法制に不備が発見

されたときには、他の分野でもこのような粘り強い立

法政策活動が必要になることがあるだろう。政策提言

の動きや立法活動の経緯の記録は、大きな教訓とノウ

ハウになるはずである。「災害復興法学」を興した意

義の一つである。 
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４．コロナ給付金と差押禁止法 
（１）令和２年度特別定額給付金等 

 2020 年 2月頃から、日本でも新型コロナウイルス

感染症（COVID-19）のまん延が起き経済活動や家計

に大打撃を与え続けている。政府は国民に直接給付金

を配布する支援を（少額で不十分であるという指摘は

根強いものの）実践してきた。その第１弾が、全国民

一律に 10万円を支給する「特別定額給付金」と、子

育て世帯への加算である「子育て世帯生活支援特別給

付金」である。これらは、もともとの個別の手続など

を定めた根拠法を持たないコロナ関連予算による特

別給付支援措置のため、法律上は差押禁止財産として

は認識されないものであった。 

 当時 2020 年 4月ころに至るまで、政府や国会議員

からも差押え禁止を目指す話題は怒らず、筆者も相当

心配して各所に掛け合っていたところであるが、最終

的には、提言が聞き入れられ、超党派の議員立法によ

る「令和二年度特別定額給付金等に係る差押禁止等に

関する法律」（2020 年 4月 30日成立）による手当て

がなされた。令和元年までの自然災害義援金差押禁止

法の臨時法制定のノウハウが、新型コロナウイルス感

染症の給付金に応用されたのである。条文構造も自然

災害の義援金と全く同じスタイルとなった。 

（２）令和２年度ひとり親世帯臨時特別給付金等 

ひとり親世帯臨時特別給付金と、医療従事者等慰労

金の保護のために「令和二年度ひとり親世帯臨時特別

給付金等に係る差押禁止等に関する法律」（2020 年 6

月 12日成立）が超党派の議員立法で手当てされた。 

（３）令和２年度子育て世帯生活支援特別給付金等 

 ひとり親世帯と低所得者世帯を支援する給付金保

護のために「令和二年度子育て世帯生活支援特別給付

金に係る差押禁止等に関する法律」（2021 年 4月 21

日）が超党派の議員立法で手当てされた。 

（４）令和３年度子育て世帯等臨時特別給付金 

子育て世帯と低所得者世帯を支援する給付金保護

のために、「令和三年度子育て世帯等臨時特別給付金

に係る差押禁止等に関する法律」（2021 年 12月 20日

成立）が超党派の議員立法で手当てされた。 

（５）令和４年度子育て世帯等臨時特別給付金 

低所得のひとり親世帯と低所得の子育て世帯を支

援する給付金を保護するため「令和四年度子育て世帯

生活支援特別給付金に係る差押禁止等に関する法律

案」（2021 年 6月 13日成立）が超党派の議員立法で

手当てされた。 

（６）令和４年度価格高騰緊急支援給付金 

コロナ禍を含む経済影響や原油・物価高騰の影響を

受ける低所得者を支援する給付金を保護するため「令

和四年度電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付

金に係る差押禁止等に関する法律」（2022 年 11月 9

日成立）が超党派の議員立法で手当てされた。 

（７）令和４年出産・子育て応援給付金 

厳密にはコロナ関係給付金とは言えないが、令和 4

年度の補正予算により実行される 10万円相当の「出

産準備金」や「出産・子育てクーポン」などの給付を

保護するために「令和四年度出産・子育て応援給付金

に係る差押禁止等に関する法律」（2022 年 12月 8日

成立）が超党派の議員立法で手当てされた。 

 
５．コロナ給付金と差押禁止法案 
 新型コロナウイルス感染症の本格的な蔓延は 2020

年 2月頃からであり、自然災害でいえば令和元年東日

本台風と令和 2 年 7月豪雨の間の時期になる。また、

新たに政府が予算措置した新型コロナウイルス感染

症関連給付金には、根拠となる恒久法は存在していな

いので、これらを差押禁止財産にするためには特別に

差押禁止法を臨時法で成立させるしかない。この構造

は、東日本大震災以降幾度となく成立させてきた自然

災害義援金差押禁止法と全く同じである。新型コロナ

ウイルス感染症関連給付金について、比較的速やかに

差押禁止法（臨時法）が成立したのは、提言する弁護

士、経験のある国会議員、衆議院法制局、参議院法制

局等にノウハウが蓄積されていたことが寄与してい

ることは間違いないだろう。 

 新型コロナウイルス感染症関係給付金で 4 本もの
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超党派議員立法を成立させた 2 つの国会を経て、2021

年の通常国会が開会する。先述した全ての自然災害に

おける義援金の差押えを禁止する法律が、ついにその

国会に提出されて成立に至った（３（１））。コロナ給

付金で繰り返し実施された立法措置の経験もあいま

って、定義が既に明確な義援金だけでも恒久化してお

かねばらないという機運が高まったともいえる。 

 以上のように、義援金差押禁止法の制定と、新型コ

ロナウイルス感染症関連給付金差押禁止法の制定は、

相互に影響しあい、その結果として、義援金臨時法は

恒久法に昇華し、立法措置の繰り返しや義援金保護漏

れの事態に終止符が打たれた。政策実現に至る 10 年

もの歳月とその特徴的な道筋を記録しておく価値は

十分にあるだろう。 

 
６．コロナ版ローン減免制度の誕生 
新型コロナウイルス感染症の蔓延による個人の生

活再建支援策には、自然災害における被災者の生活再

建支援政策のノウハウが応用されている。たとえば

「新型インフルエンザ等対策特別措置法」やその改正

（いわゆる「新型コロナウイルス対策特措法」）によ

る各種対応も、災害対策基本法や特定非常災害特別措

置法が定めている支援策をベースにしているものが

多い。 

法律ではないものの、印象的な政策のなかに「自然

災害債務整理ガイドライン」の新型コロナウイルス感

染症への拡大適用措置である『「自然災害による被災

者の債務整理に関するガイドライン」を新型コロナウ

イルス感染症に適用する場合の特則』(2020 年 12月 1

日策定)がある。 

同特則は、「自然災害による被災者の債務整理に関

するガイドライン」（２（３））を、新型コロナウイル

ス感染症の影響による場合に拡大するものであり、感

染症の影響で個人（個人事業者を含む）のローンが支

払困難になった場合に、手元に差押禁止財産のほか一

定財産を残したうえで、債務を免除して整理できると

する制度である。対象となる債務は、本稿時点では

2020 年 2月 1日以前の既往債務と、それ以降に発生

した限定的な債務に限られる。自然災害債務整理ガイ

ドラインと同様に、一定の要件を満たして簡易裁判所

による特定調停手続を経ることで債務を減免できる

画期的な制度である。 

東日本大震災直後に「個人債務者の私的整理に関す

るガイドライン」（２（３））の策定に至るまでに財務

省をはじめ関係省庁、立法府、司法府、金融機関等あ

らゆるステークホルダー、などとの苛烈を極めた交渉

と政策形成活動の経緯を思い起こせば、新型コロナウ

イルス感染症対策としての被災ローン減免制度（コロ

ナ版被災ローン減免制度）の策定それ自体については、

特段大きな障壁が立ちふさがることもなく成立する

に至ったことに隔世の感がある。過去の変革の実績が、

新たな「リーガル・レジリエンス」を呼び起こしたも

のと考えたい。 

ただし、コロナ版被災ローン減免制度には大きな課

題が残されている。対象債権が限定的にすぎること、

債権者である金融機関が非協力的でガイドラインを

遵守しているとは言い難い場面が多数あること、公的

債権を免除する法律や条例が整備されておらずガイ

ドラインを適用しても免除できない債務があること、

本来無料で登録支援専門（弁護士）の支援を受けて手

続を進められるにもかかわらず、アドバイスと称して

報酬を要求する業者が現れるなど課題は山積してい

る。このような課題を記録することも災害復興法学の

役目となっている。 

 
７．「生活再建基本法」の提言 
 「災害復興法学」という学問を標榜し、また公共政

策の実務者として数多くの法制度の改正に関わり、新

規の臨時法の制定、さらにその先の恒久法の確立とい

うダイナミックな法改正の動きを追いかけ記録して

きた。そのなかで全く新しい枠組みを構築し、現行法

制を抜本的にスクラップアンドビルドしなければな

らないと思わせる類型が出てきた。それが「個人の生

活再建の達成」に関わる分野である。 
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災害対策基本法の成立は「1961 年」と古い。また、

災害救助法の成立は「1947 年」とさらに古い。特定

非常災害特別措置法の成立も「1996 年」である。災

害弔慰金法（1973 年成立）や被災者生活再建支援法

（1998 年成立）は、議員立法による現場ニーズ対応

型・一点突破型の法律である。大規模災害時に登場す

るこれらの法律は、成立経緯も目的も大きく異なる。

実は、これらの法案の中に「個人の生活再建の達成」

に必要なメニューが、バラバラに存在しているのであ

る。 

様々な支援の起点になる「罹災証明書」制度につい

ては「災害対策基本法」、遺族の支援となる「災害弔

慰金」の申請受給に関しては「災害弔慰金の支給等に

関する法律」、住宅の応急修理制度は「災害救助法」、

相続放棄の熟慮期間の延長や、行政手続の期限延長は

「特定非常災害特別措置法」、住まいの損壊と再建支

援の給付金は「被災者生活再建支援法」、公共インフ

ラ事業者、金融業者、保険会社等による料金減免制度

や照会制度などはあくまで法律に基づかない事実上

の民間支援、という具合にバラバラなのである。 

これらを、個人の生活再建への道筋が時系列でイメ

ージできるようなメニュー構成にしながら、「生活再

建基本法」に統合することで、同一法案のメニューの

組み合わせによる支援がより実現しやすくなり、予算

執行効率も上昇するのではないだろうか。また、「支

援漏れ」の回避にも貢献することで、「災害ケースマ

ネジメント」をより実効的なものへと引き上げる土壌

整備にもなるのではないだろうか。 

以下は、『被災したあなたを助けるお金とくらしの

話増補版』（岡本正）の目次である。もし自然災害で

被害に遭ってしまっても、途方にくれることなく希望

を以って歩き出せるよう、その前提となる知識を被災

者のニーズの高いものから順次解説することを目的

としたイラスト入りの書籍（ハンドブック）である。

事前の防災学習ツールとして利用し、かつ防災グッズ

として備蓄品とすることを念頭に置いている。 

 

【目次】 

Part 1 はじめの一歩 

1 大災害で被災するとはどういうことか 

2 生活再建への第一歩「罹災証明書」を必ず知っておこう 

3 罹災証明書の被害認定では写真撮影も忘れずに 

コラム 1 新型コロナと生活支援情報 

Part 2 貴重品がなくなった 

4 通帳やカードなしでも預貯金は引き出せる 

5 家の権利証がなくなっても権利はなくならない 

6 保険会社や契約内容が不明なら保険協会の窓口へ 

7 保険証をなくしても保険診療を受けられる 

コラム 2 新型コロナと休業支援 

Part 3 支払いができない 

8 携帯電話料金は支払い期限延長や減額も 

9 保険会社による保険料の支払い猶予も 

10 電気・ガス・水道等公共料金も支払い猶予措置がある 

11 被災ローン減免制度は破産にあらず─自然災害債務整理

ガイドライン 1─ 

12 被災ローン減免制度には多くのメリット─自然災害債

務整理ガイドライン 2─ 

13 返済条件変更前に減免制度の確認を─自然災害債務整

理ガイドライン 3─ 

コラム 3 コロナ版ローン減免制度の誕生 

Part 4 お金の支援 

14 住まいの全壊等には被災者生活再建支援金を─基礎支

援金─ 

15 被災者生活再建支援金には最大 200万円の追加金も─加

算支援金─ 

16 遺族等に最大 500万円のお見舞い金─災害弔慰金 1─ 

17 「関連死」でも受け取り可能な弔慰金─災害弔慰金 2─ 

18 3年間は返済の必要なし 災害援護資金の貸し付け 

19 自治体が配分する義援金の申請を忘れずに 

コラム 4 コロナ給付金を保護せよ 

Part 5 トラブルの解決 

20 賃貸借契約の紛争は災害 ADRによる解決を─災害

ADR1─ 

21 自宅損壊で隣家に被害が出たら ADR活用も─災害
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ADR2─ 

22 便乗・悪質商法に注意! 契約は慎重に 

23 避難所環境と女性や子どもの権利に配慮を 

コラム 5 新型コロナの紛争にも ADR 

Part 6 生活を取り戻す 

24 相続放棄ができる期限に注意を 

25 特別法の発動で行政手続き等の期限が延長に 

26 仮設住宅に入れない!? 自宅の応急修理制度利用には注

意を 

27 新しい借り入れのしくみ「リバース・モーゲージ」を検

討しよう 

28 仮設住宅の入居要件は緩和されることもある 

コラム 6 コロナと避難所 TKB 

Part 7 被災地の声を見る 

29 無料法律相談 4万件の声が導く復興政策の軌跡─東日本

大震災─ 

30 無料法律相談 1万 2000件の声を防災・減災へ活かす─

熊本地震─ 

コラム 7 新型コロナと国民の声 

 

当該書籍（ハンドブック）は、東日本大震災から約

1年に亘る合計で 4万件以上の弁護士による被災者法

律相談情報の分析結果（リーガル・ニーズ）をはじめ、

その後の大規模災害時の弁護士相談事例の分析結果

によるリーガル・ニーズも加味しながら、ブラッシュ

アップして作り上げたものである。被災した者が知識

ゼロからでも絶望せずに、前を向いて歩き出せるよう

に、徹底的に「被災者個人の目線」でニーズの高いも

のを並べた。同時に、それに見合う短い「お話」を創

ることで、被災後にとりあえず冒頭から読み進めるこ

とで、自らの状況を把握する手助けができ、次第に、

少しでも希望となる情報（法律）を得られるようにす

ることを目指した構成を心掛けている。いわば制度名

などが列挙されたパンフレットや冊子類では果たせ

ない機能を盛り込ませている。必然的に、国、自治体、

民間企業、その他事実上の支援などが混在することに

なった。図らずも既存の法体系を飛び越え横断してい

る目次構成になったのである。筆者はこれを「生活再

建基本法」の骨子（素案）として提案するものである。 
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年 8月 3日） 

－ 82 －



46 2023.6

1 防災分野における個人情報の取扱いに
 関する指針の策定

　2023年３月24日、内閣府（防災担当）は、「防災分野に

おける個人情報の取扱いに関する検討会」（2022年３月～

2023年１月）による議論とパブリックコメントを経て「防

災分野における個人情報の取扱いに関する指針」を公表

した（以下「指針」という）。災害時における個人情報の

取扱いについての基本的な考え方や、個別の14事例を取

り上げて対応ノウハウを示すなどした、同分野で国が示

す初の指針となる。

　なお、筆者は上記検討会の委員を務めていたが、記事

中意見にわたる部分は筆者個人の見解である。本稿では、

指針の全体像を紹介し、近年、災害対応で注目が集まっ

ている「安否不明者の氏名公表」や「名簿情報の利活用」

の実務対応を解説する。

【指針の主な項目】

第１章　本指針の趣旨等

第２章　個人情報の基本的な考え方

第３章　防災分野における事例ごとの対応方針

事例１：河川カメラを活用した避難誘導

事例２：災害対策本部室の大型モニターでの映像

共有 

事例３：ドローンの映像を災害情報共有システム

で共有

事例４：一時滞在施設における受入者名簿の提供

岡本 正

自治体実務サポート 総務

「防災分野における個人情報の取扱いに
関する指針」の実務対応
～災害と個人情報についての基礎研修の重要性～

銀座パートナーズ法律事務所 弁護士・博士（法学）・気象予報士／岩手大学地域防災研究センター客員教授／
北海道大学公共政策学研究センター上席研究員／人と防災未来センター特別研究調査員

（施設管理者が民間事業者の場合）

事例５：一時滞在施設における受入者名簿の提供

（施設の管理者が地方公共団体の場合）

事例６：応急仮設住宅の入居者への生活支援・見

守り・心のケア支援等

事例７：外国人支援のための避難者名簿提供 

事例８：安否不明者の氏名等の公表 

事例９：被災した可能性のある方の名簿提供 

事例10：車のナンバープレートから特定した安否

不明者の名簿提供

事例11：ハザードマップと避難行動要支援者名簿

に記録等された情報の重ね合わせ

事例12：災害時における避難行動要支援者の名簿

情報及び個別避難計画情報の提供

事例13：平常時における避難行動要支援者の名簿

情報及び個別避難計画情報の事前提供

事例14：都道府県と市町村間における被災者台帳

の共有

　指針は、全体的な考え方に加えて、ケーススタディ的

な事例を多く掲載している。「事例８：安否不明者の氏名

等の公表」、「事例13：平常時における避難行動要支援者

の名簿情報及び個別避難計画情報の事前提供」、「事例

14：都道府県と市町村間における被災者台帳の共有」な

ど、これまでにも国が自治体に対して、災害時における

個人情報の積極的な利活用を推進していた事例も掲載し

ている。最近策定された、本指針と関係が深い重要な指
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針等には次のものがあり、先進事例も豊富で参考になる

ため改めてフォローいただきたい。

○ 内閣府「災害ケースマネジメント実施の手引き（令

和５年３月）」

○ 内閣府通知「改正個人情報保護法の施行後の避難

行動要支援者名簿及び個別避難計画の情報提供に

関する『条例に特別の定めがある場合』の取扱い

について」（令和４年９月２日、府政防1284号・消

防災194号）

○ 内閣府「災害ケースマネジメントに関する取組事

例集（令和４年３月）」

○ 内閣府「避難行動要支援者の避難行動支援に関す

る取組指針（令和３年５月改定）」

○ 内閣府「避難行動要支援者の避難行動支援に関す

る事例集（平成29年３月）」

○ 内閣府「被災者台帳の作成等に関する実務指針（平

成29年３月）」

2 個人情報保護法制一元化による
 2000個問題の解消

　これまで、自治体の個人情報の取扱いは、都道府県、市

町村、一部事務組合、広域連合ごとの個人情報保護条例

が規律していた。そのため、災害対応における個人情報

の取扱いは、各自治体の条例解釈の問題であって、最終

的には自治体独自の判断に任せるというスタンスを国は

貫いてきた。これにより生まれた個人情報の取扱いに関

する自治体の対応の差異は、災害時のみならずあらゆる

場面で「個人情報保護法制2000個問題」を引き起こして

いた。

　2021年５月の「デジタル社会の形成を図るための関係

法律の整備に関する法律」により個人情報の保護に関す

る法律（以下「個人情報保護法」という）が改正され、こ

れまで民間事業者、国、独立行政法人等、都道府県、市町

村等でバラバラに運用されたきた個人情報の取扱いのル

ールが、個人情報保護法へ一本化され、所管省庁も個人

情報保護委員会にまとめられた。2023年４月１日からは、

自治体もすべて個人情報保護法の規律に服することにな

った（これまでの個人情報保護条例は原則廃止となる）。

2000個問題と呼ばれていた個人情報保護法制の課題が表

面上は解消され、個人情報保護法にかかわる政策は大き

な転換期を迎えた。

　前後して、2021年５月までには、内閣府（防災担当）の

「デジタル・防災技術ワーキンググループ」からも「各地

方公共団体の条例の規定や運用の相違がデータ利活用の

支障になっているという、いわゆる『2000個問題』を解決

するため、デジタル社会の形成を図るための関係法律の

整備に関する法律……により、全ての地方公共団体等に

適用される全国的な共通ルールが定められたこと、並び

にその解釈を個人情報保護委員会が一元的に担うものと

されたことなど、個人情報を取り巻く環境が改善される

中、災害時の初動対応や被災者等へのきめ細かな支援等

のために、災害対応に係る個人情報の活用のあり方につ

いても再検討が必要である」との提言が出され、筆者を

含む災害分野や情報分野の研究者らも同趣旨の提言を繰

り返していた。

　このような個人情報保護法制一元化と、災害時のナシ

ョナルミニマム整備の要請という流れを受け、内閣府（防

災担当）では、2022年３月に「防災分野における個人情報

の取扱いに関する検討会」を設置し、自治体から特に要

望の多かった事例を中心に個人情報の取扱いに関する国

の考え方をまとめることとなった。

3 指針の基本的な考え方

　指針は、災害時の人命救助という目的を達成する上で、

個人情報をいかに利活用すべきかという視点を重視して

いる。そもそも個人情報保護法１条は「この法律は、デジ

タル社会の進展に伴い個人情報の利用が著しく拡大して

いることに鑑み、……個人情報保護委員会を設置するこ

とにより、行政機関等の事務及び事業の適正かつ円滑な

運営を図り、並びに個人情報の適正かつ効果的な活用が

新たな産業の創出並びに活力ある経済社会及び豊かな国

民生活の実現に資するものであることその他の個人情報

の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護すること
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を目的とする」と定めており、あくまで法の目的は「個人

の権利利益を保護」することであり、その手段として個

人情報の保護・管理をすべき場面と、個人情報の利用や

提供をすべき場面とを規律している法律である。災害時

においても、両者の場面を見極めて適切に「取り扱う」こ

とが重要になる。

　内閣府による指針の説明資料では「個人情報保護法及

び災害対策基本法等の適切な運用等により、個人情報の

適正な取扱いを図り、人の生命、身体又は財産の保護を

最大限図るという前提に基づき作成」した指針であると、

人命等の保護という目的を強調している。指針の本文「１

－３ 本指針の基本的な考え方」でも「発災当初の72時間

が人命救助において極めて重要な時間帯であるため、積

極的な個人情報の活用を検討すべきであること」と明記

している。なお、ここでいう人命救助には、災害初期のレ

スキューや応急医療にかかわるものだけではなく、避難

所生活や在宅避難における中長期の健康や福祉支援によ

る、災害関連死防止についても含むものと解すべきであ

ろう。

4 安否不明者の氏名公表に家族の同意は
 不要

　行方不明者（当該災害が原因で所在不明となり、かつ、

死亡の疑いのある者）となる疑いのある者を「安否不明

者」という。災害が起きたときに安否不明者の命を守る

ためには、救援リソースを集中するため、安否確認情報

を最大限の速度で更新し続け、現場のあらゆる救援実施

主体（消防、自衛隊、警察、消防団、家族、所属団体等）と

共有していくことが不可欠である。しかし、大規模災害

であるほど現場情報の統合には時間もかかる。そのため、

安否情報を各機関が円滑に把握できるようにするために

は、マスメディアを通じた氏名公表に踏み切ることが不

可欠になる。

　安否不明者の氏名公表をめぐっては、これまで何度も

課題が取り上げられてきた。例えば、2014年８月の広島

市土砂災害では、広島市は行方不明者28人の氏名情報を

災害発生６日目まで公表できなかった。個人情報保護条

例の解釈検討に時間を要したと報じられている（日本経

済新聞2014年８月26日参照）。2015年９月の関東・東北豪

雨では、茨城県と常総市との間で安否情報が共有されて

おらず、発表情報に齟齬を来すなどの混乱も生じた（読

売新聞2015年９月16日参照）。西日本豪雨でも、各県や市

町村ごとに氏名公表の手続や方針が異なり、公表に至ら

ない自治体も多くあった（岩手日報2018年７月15日参

照）。平時から個人情報に関する運用や手続を定めていな

いと、安否不明者の氏名公表の決断に至るまで時間がか

かるか、公表にすら至らないケースも出てくる。

　本指針でも「事例８：安否不明者の氏名等の公表」を

典型事例として取り上げ、「個人情報保護法第69条第２項

の規定のとおり、同項第４号『保有個人情報を提供する

ことについて特別の理由があるとき』は、本人又は第三

者の権利利益を不当に侵害するおそれがないと認められ

る限り（同項ただし書き）、利用目的外の利用及び提供を

することができることから、安否不明者の氏名等の公表

が可能となる」と個人情報保護法の解釈を明記した。さ

らに、氏名公表に先立つ「家族の同意」については条件と

する必要がないことも明記されている。

指針「事例８：安否不明者の氏名等の公表」の【解説】

第１（4）③「家族の同意の取扱い」について

　安否不明者の氏名等の公表にあたり、これまで地

方公共団体によっては家族の同意を条件としていた

が、個人情報保護法上においては、家族は第三者で

あって、家族の同意の取得は不要である。したがっ

て、救助活動に必要な場合には、家族の同意の有無

を確認することなく、速やかに安否不明者の氏名等

の公表を行うべきである。

　なお、家族が未成年者等の法定代理人である場合

には、第三者ではなく、その同意は法第69条第２項

第１号の「本人の同意」として扱われるが、そもそも

同項第４号に該当する場合においては、本人の同意

及びこれに代わる法定代理人である家族の同意は不

要である。

　指針は、都道府県と市町村が連携し、平時から準備し

ておくことの重要性が再認識されたことを受けて「都道
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府県は、市町村や関係機関と連携の上、災害発生時の具

体的なタイムラインを想定し、安否不明者の氏名等の公

表や安否情報の収集・精査に係る一連の手続等について、

平時から整理しておくことが重要である」としている。

これは、筆者も提言し続けている「氏名公表タイムライ

ン」を準備すべきという視点が一部反映されたものであ

る。氏名公表すべきタイムリミットとして時間を明記し

ておくことで、手遅れになる事態をできるだけ回避する

ことが狙いである。

　都道府県と市町村の役割分担として、両者が連携の上、

都道府県が安否不明者の氏名等の公表を行い、市町村が

安否情報の収集・精査を担うことが基本となる。なお、

局所的な災害であるなどの事情により、市町村から公表

することが安否情報の収集等に資すると考えられる場合

においては、都道府県と当該市町村が調整の上、市町村

から公表することも可能である。 

　都道府県は、市町村や関係機関と連携の上、災害発生

時の具体的なタイムラインを想定し、安否不明者の氏名

等の公表や安否情報の収集・精査に係る一連の手続等に

ついて、平時から整理しておくことが重要である。

　今後、自治体では、この指針に従った氏名公表方針の

改定が急務となると思われる。なお、これと同趣旨の指

針は、2021年７月の熱海市伊豆山土石流災害での対応を

参考にして同年９月に策定された内閣府の指針「災害時

における安否不明者の氏名等の公表について」でも既に

示されていたことである。

　静岡県は、2021年７月の熱海市伊豆山土石流災害の際

の対応を踏まえ、「災害時における安否不明者の氏名等の

公表について（方針）」（2021年11月12日）を作成し、公表

時期の目標に関して「被災後72時間が人命救助に極めて

重要な期間であることを踏まえ、公表は発災後概ね48時

間以内を目標（目安）とする。なお、安否情報を円滑に収

集するため、公表予定時刻の一定時間前（約６～12時間

前）までに、報道機関等に対し、公表の時期を予告すると

ともに、安否情報の伝達の必要性について、報道を通じ

て呼びかけてもらえるよう要請する。（公表時期の早期化

は、無事が確認されている者も誤って公表してしまい、後

に苦情が出るおそれがあるが、公表の効果を理解し、早

期の公表に努める。）」と具体的なタイムリミットを数字

で記述しており参考になる。

図１　安否不明者の氏名等の公表の全体像

出典：内閣府指針「事例８：安否不明者の氏名等の公表」図15「情報の流れ」
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－ 86 －



50 2023.6

5 死者の氏名公表の意義

　災害で犠牲となった方の氏名公表（自治体による発表）

の考え方については、指針の対象外になっている。この

点について一般社団法人日本新聞協会は、2023年３月１

日に「内閣府『防災分野における個人情報の取扱いに関

する指針（案）』に対する意見」を公表し、次のように意

見を述べている。

　今回の指針案は死者の情報については、個人情報

の定義の範囲外であることから取り扱わないことと

した。また、安否情報が明らかな場合や救助の可能

性がない場合については、個人情報を提供する特別

な理由が認められない可能性があることを留意点に

挙げた。しかし、これらの情報も公共的な関心事で

あり、公表の有無が引き続き各自治体の判断に委ね

られれば、国民に資する情報流通が阻害されかねな

い結果となることを危惧する。……公共的な情報流

通の価値を踏まえ、人的被害についても報道機関に

対して迅速・詳細な情報提供が行われるよう、貴府

においてはさらに取り組みを進めるよう求める。

　指針との関係性はいったん置くとしても、死者の氏名

公表は、災害の詳細な経緯や被害の実態を記録検証する

という、歴史的意義や検証的意義を考慮して議論すべき

である。いつ、誰が、どのような場所で、どのような原因

で亡くなってしまったのかは、将来の防災活動に生かす

べく記録を残しておかなければならない情報であり（そ

のための研究調査活動も必須である）、氏名は唯一にして

最大の端緒である。防災という公共的な意義を踏まえ、

ブラックボックス化しないルールの策定が不可欠であろ

う。本指針とは別の議論になるが、災害対応の検証と今

後の対策への反映を旨とする「アフター・アクション・

レビュー」（AAR）の実践や災害に起因した事故検証制

度の創設などと関連させて、更なる議論の深化が求めら

れる。

6 名簿情報と個別避難計画情報の共有に
 向けて

　指針の「事例13：平常時における避難行動要支援者の

名簿情報及び個別避難計画情報の事前提供」には、避難

行動要支援者について避難の支援や安否の確認等を実施

するための基礎とするために作成した名簿（避難行動要

支援者名簿、災害対策基本法49条の10以下）に記述され

た情報（名簿情報）について、平時から共有するための考

え方が示されている。

　高齢者、障害者、難病者ほかいわゆる災害時の要配慮

者は、健常者よりも災害時の死亡率が高い。そこで避難

行動要支援者という概念を用いて、平時から名簿を作成

し、それらの名簿を活用した地域住民同士で声をかけた

り、救援行動をとることで助かる命を増やしたりするの

が災害対策基本法の考え方である。

　指針は「災害対策基本法第49条の11第２項において、

平常時（災害発生に備えた場合）においての名簿情報の

提供について規定されている。避難支援等関係者に対す

る名簿情報の平常時からの提供は、より積極的に避難支

援を実効性のあるものとする等の観点から、市町村の条

例において、平常時から名簿情報を外部に提供できる旨

の定めがある場合は、本人の同意を要しないこととして

いるため、市町村の実情に応じ、必要な条例上の対応を

検討することが望ましい」、「災害対策基本法第49条の11

第２項において平常時（災害発生に備えた場合）におい

ての名簿情報の提供について規定されている（個別避難

計画については災害対策基本法第49条の15第２項に基づ

くこととなる。）。避難支援等関係者に対する避難行動要

支援者名簿の平常時からの提供は、より積極的に避難支

援を実効性のあるものとする等の観点から、平常時から

名簿情報を外部に提供できる旨を市町村が条例による特

別の定めがある場合は、平常時からの提供に当たって、

本人の同意を要しないこととしているので、市町村の実

情に応じ、必要な対応を検討することが望ましい」と記

載し、平時から市町村が独自条例を制定すべきことを求

めている。冒頭に掲げた「避難行動要支援者の避難行動

支援に関する取組指針（令和３年５月改定）」でも同様の
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見解が示されている。

　市町村では、要配慮者の同意がない場合でも平時から

外部の避難支援等関係者（消防機関、都道府県警察、民生

委員、市町村社会福祉協議会、自主防災組織、自治会町会、

マンション管理組合、そのほか支援団体や医療福祉施設

等）へ名簿情報を「提供できる」とする条例を直ちに制定

すべきである。

7  災害と個人情報をめぐる政策法務向上と
研修が急務

　災害対応は、個人情報保護法が目的としている「個人

の権利利益の保護」をいかにして達成するかという問題

を正面から突きつけられる場面である。災害時にその最

前線で執務を行う自治体や地域支援組織の間に個人情報

保護法の理解が浸透してこそ、個人情報を適切に利活用

し、命を守り、健康をつなぐことができる。

　ところが、個人情報保護法は思いのほか難解である。

個人情報保護法の趣旨や、個人情報の定義という入り口

段階でも、正確かつ平易に解説する教材や研修講義に巡

り合うことは容易ではない。政策法務を推進する自治体

職員への研修の場をより多くつくり出し、個人情報の正

しい取扱いができる人材を数多く育成することが急務で

はないだろうか。内閣府「防災分野における個人情報の

取扱いに関する検討会」でも、複数の委員から、自治体職

員に対する個人情報保護法研修の機会を拡充することが

不可欠であるとの提言があった。自治体における人材育

成の過程において災害と個人情報に関する研修体制を整

備することは喫緊の課題だといえる。

■参考文献・資料
◇内閣府「防災分野における個人情報の取扱いに関する指針」（2023年３月）
◇岡本正『災害復興法学』（慶應義塾大学出版会、2014年）
◇岡本正『災害復興法学Ⅱ』（慶應義塾大学出版会、2018年）
◇山崎栄一=岡本正=板倉陽一郎『個別避難計画作成とチェックの８Step
～災害対策で押さえておきたい個人情報の活用と保護のポイント～』（ぎ
ょうせい、2023年）
◇岡本正「令和５年個人情報保護法一元化と個人情報保護審議会をめぐる
条例対応～避難行動要支援者名簿の平時共有を後退させない政策法務
～」本誌2022年12月号34～39頁

図２　避難行動要支援者名簿情報等の平時からの共有の全体像

出典：内閣府指針「事例13：平常時における避難行動要支援者の名簿情報及び個別避難計画情報の事前提供」

※（筆者注）上図に「名簿情報（同意確認済み）」との記述が２か所あるが、提供の根拠は本文中に解説している「同意がない場合でも平時から名簿情報を提
供できる」とする独自条例の策定の場合もあることに留意すべきである。

情報を取り扱う主体

避難行動要支援者
名簿の担当部局
（市町村）

取り扱う情報の流れ 個人情報の利用目的

•避難訓練の実施
•安否確認の実施等

避難支援等関係者
（消防機関、都道府県
警察、民生委員、

市町村社会福祉協議会、
自主防災組織等）

避難訓練、安否確認など
平常時・災害時に避難支援等を実施

名簿情報
（同意確認済み）

外部提供

名簿情報 名簿情報の漏えい等の防止に必要な措置名簿情報
（同意確認済み）同意確認
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１．防災袋に「知識を備蓄する本」

地震，津波，台風，洪水，土砂災害──。
日本は毎年各地で大規模な災害が発生し，
人命や住まいが脅かされる災害大国であ
る。いっぽうで災害の教訓を踏まえ，各種
防災用品，救急キット，食料品，生活必需
品の備蓄等についても，日々ノウハウが更
新されている。しかし，災害時の困難は人
的・物的被害に止まらない。住まいを失
い，仕事を失い，財産を失い，約束や契約
を果たせなくなり，サービスも受けられな
くなる。災害から命が助かっても，その瞬
間から，被災者は絶望ともいえる困難を抱
えて，避難所や自宅で将来の見通しができ
ずに怯

おび

えているかもしれないのである。
そのとき防災袋や備蓄品の中に，私達を

助けてくれる道具があったら──。試行錯
誤の末に生み出したのが防災バッグに備蓄
する本，『被災したあなたを助けるお金と
くらしの話』である（現在「増補版」が最
新版）。短い文章，大きな文字，ユニバー
サルフォント，多数のイラスト，わりと丈
夫でコンパクトなハンディサイズの本であ
る。支援制度を並べてその存在を順番に解
説している冊子ではない。もちろん専門家
向けの解説書でもない。「被災して住まい

を失って，ローンの支払も迫っているが収
入もなくこのままで生活ができない」とい
うような絶望的ともいえる被災後の状況。
そこから希望をもって一歩を踏み出せるよ
う，自身や家族の助けになるお金やくらし
の支援情報を，ニーズの高いものに絞って
厳選し，かつ目的別・悩み別に時系列を意
識して書き綴った「お話」である。予備知
識が全くなくても，読むだけで生活再建へ
と歩み出せる知識が身につくよう構成し
た。日々の暮らしを前提に，そこに発生す
る悩みを丁寧に取り上げて書いた「お話」
だからこそ，平時からの延長線上にある被
災後の姿を想像することができ，自分事と
して情報を得ることが出来るようになる。
本なのに防災バッグに備蓄しておきたい，
いざという時の情報源。「知識の薬箱」と
もいえる「備蓄する本」を手に取れるとこ
ろに置いてほしい。

２．大規模災害で被災するとはどういう
ことか

［20XX年のある日］
　M8.5の南海トラフ地震がおきました。住んで
いる地域一帯は最大20ｍ級の大津波の被害にあ
いました。所有していた自宅と仕事場は基礎を
残して流出しました。夫婦共同で個人事業を営

特集●防災・減災に向けて 今からできること，すべきことを考える
JULY

新しい防災教育「被災したあなたを
助けるお金とくらしの話」のすすめ

銀座パートナーズ法律事務所 弁護士・博士（法学）・AFP・気象予報士　岡本 正岩手大学地域防災研究センター客員教授
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んでいましたが，今は仕事が全くできません。
夫は津波で行方不明となり今も捜索が続いてい
ます。同居の子供２名は無事でしたが，来年は
私立大学進学と私立高校進学が見込まれていま
す。夫婦の個人事業資金のローンは3000万円あ
り，夫婦の住宅ローンは2000万円，合計で5000
万円以上の残額があります。夫婦の土地や預貯
金ほかあらゆる財産の価値を合計しても1000万
円ほどにしかなりません。助かった家族３人は，
小学校の体育館に開設された避難所で暮らして
います。半月ほどが経ちました。いったいどう
したらよいのでしょうか．．．。

このような被災後の困難を抱える家族の
ために，私たちはどのような情報を提供

し，声掛けをしていくことができるだろう
か。生活必需品など物資の支援だけでは，
最早この悩みを解決することはできない。
必要なのは生活再建に真に役立つ支援制度
とその窓口の情報なのである。公的支援の
根拠は基本的に法律に基づいている。災害
時に困難に陥った私たちを助けてくれる相
棒は，実は法律に基づく知識だったのであ
る。
図１は，東日本大震災における宮城県石
巻市と，熊本地震における熊本県全体の被
災者の主な悩み事（リーガル・ニーズ）を
分類して視覚化したものである。いずれの
災害でも，①公的支援を求めるニーズ，②
損害賠償や賃貸借契約の紛争解決を求める
ニーズ，③住宅ローン支払困難への対処の
ニーズが多い。この傾向は，西日本豪雨，
令和元年東日本台風等，令和２年７月豪
雨，そのほか各地の土砂災害や風水害事例
でも共通している。災害時にはお金とくら
しの悩みが押し寄せることがはっきりとわ
かるだろう。

３．生活再建を助ける支援制度の存在

被災後の絶望的な状況を少しでも緩和
し，希望を持って被災者が歩き始めるため
には希望となる情報が必要である。その情
報源は実は法制度であり，それを語り掛け
るように解説するのが『被災したあなたを
助けるお金とくらしの話』である。図２は
最新版（増補版）の全目次である。「はじ
めの一歩」「貴重品がなくなった」「支払い
ができない」「お金の支援」「トラブルの解
決」「生活を取り戻す」「被災地の声を見
る」という章を立てて，被災後の悩み事
と，そこから立ち上がる知恵を紹介してい
る。災害後は多くの情報が氾濫する。その

図１	大規模災害時における被災者のリーガル・
ニーズの傾向

（『被災したあなたを助けるお金とくらしの話 増補
版』より抜粋再構成）
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なかから，自らのニーズに合致した情報だ
けを取捨選択することは極めて難しい。情
報検索の拠

よ

り所
どころ

となるガイドブックが不可
欠である。事前の防災教育を通じて支援制
度に関する「知識の備蓄」をしておけば，
もし被災して，最初は絶望がそこにあった
としても，備えた知識の中から一筋の光を
見つけられるのではないだろうか。
東日本大震災等で４万件以上の被災者の

声を分析し『災害復興法学』という新しい
学術分野を興して防災教育にかかわってき
た経験から，特に重要と考えられる被災時
の公的支援制度を紹介する。もし，制度の
存在を全く知らずに被災したなら，仮にニ
ュースやチラシが巡ってきても，当該情報
の存在を自分事として認知できるだろう
か。自力で情報に辿

たど

りつき正しい手続きを

進められるだろうか。2016年４月の熊本地
震では，被災者生活再建支援金の「基礎支
援金」について，支給対象となるはずの世
帯のうち67世帯が支援金未申請のまま給付
期限を徒過してしまったという（熊本日日
新聞2022年４月14日）。制度周知が行き渡
らなかったことによる申請漏れが現実に起
きてしまっているのである。

罹
り

災
さい

証明書：災害対策基本法90条の２
災害時に被災者の申請によって市町村が住家被
害を調査したうえで，全壊（損害割合50％以上），
大規模半壊（同40％以上），中規模半壊（同30
％以上），半壊（同20％以上），準半壊（同10％
以上），一部損壊（同10％未満）を認定して証
明する書面。現場保全のため写真撮影をしてお
くことが推奨されている。

図２　被災したあなたを助けるお金とくらしの話	増補版	全目次
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被災者生活再建支援金：被災者生活再建支援法
一定規模以上の被害が発生した市町村や県の単
位で適用が決定される。被災世帯の被害に応じ
て支給される基礎支援金（最大100万円）と，住
家の再建手法に応じて支給される加算支援金
（最大200万円）がある。

災害弔慰金・災害障害見舞金：災害弔慰金の支
給等に関する法律
一定規模以上の被害の発生した災害があると適
用される。災害によって亡くなった方の遺族の
ひとりに対して支払われる災害弔慰金（500万
円または250万円）と，災害によって重度の障
害が残った方に対して支払われる災害障害見舞
金（250万円または125万円）の給付支援制度。

自然災害債務整理ガイドライン（被災ローン減
免制度）
災害救助法が適用される自然災害で発動される
債務整理の準則。災害前からの既往債務（被災
ローン）が支払困難になる等した個人（個人事
業主を含む）が，所得制限や収入制限などはあ
るものの，ガイドラインに従い，裁判所の特定
調停手続を経て金融機関と合意をすることで，
既往債務を減免する制度。信用情報登録（ブラ
ックリスト掲載）されず，連帯保証人にも原則
請求されない。破産手続以上に財産を手元に残
すこともできる。手続には登録支援専門家弁護
士の無償サポートを受けることができる。

応急修理制度：災害救助法
全壊しなかった住宅の応急修理制度。現物給付
支援のため，通常は自治体を通じて制度利用を
申請することで工事業者などが紹介派遣される
仕組み。公的な補修の範囲は，半壊以上の場合
は70万6000円，準半壊の場合は34万3000円（2023
年４月１日現在）。

４．お金とくらしの防災教育が健康と
くらしを守る

被災後の生活再建に関する知識を得るこ
とは，被災者やその家族の「健康」に寄与
するという効果がある。災害直接死（がれ
き等での圧迫死，津波や水害での溺

でき

死
し

，地
震等による火災での焼死等）以外で，災害
と相当因果関係のある死亡のことを災害関
連死と呼ぶ。劣悪な避難所環境によって既
往疾患が悪化したり，新たな疾病に罹

り

患
かん

し
たりすることが災害関連死の主な原因とし
てあげられる。加えて，生活困窮を理由と
した精神的負担の増加，将来の支援不足や
経済的見通しの無さからくる絶望等も，災
害関連死の原因になっていると分析された
ケースも多い。被災後の生活再建に関わる
法律上の支援制度を知ることは，将来への
不安や絶望を緩和し，実際に経済困窮から
救われる手段ともなる。お金とくらしの防
災教育で得た知識は被災者の健康維持にも
影響を与えるのである。
世界保健機関（WHO）は，「健康とは，病
気ではないとか，弱っていないということ
ではなく，肉体的にも，精神的にも，そし
て社会的にも，すべてが満たされた状態に
あることをいいます─Health	 is	a	state	of	
complete	physical,	mental	and	social	well-
being		and		not		merely		the		absence		of	
disease	or	infirmity.」と憲章前文で記述し
ている。健康とは社会的健康（ソーシャ
ル・ウェルビーイング）をも満たすことを
いう。お金とくらしの防災教育は，被災者
を困窮状態から救い上げる契機にもなり，
健康の維持に繋がる知識ということもでき
る。
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５．社会教育に取り入れ地域活性を目指す

災害がおきてから被災後の生活再建に関
わる各種情報を収集することは難しい。防
災教育の段階で『被災したあなたを助ける
お金とくらしの話』等を参照しながら「知
識の備蓄」を実践しておく必要がある。社
会教育，生涯学習教育，子ども達への各種
教育プログラム（法教育，マネー教育，消
費者教育，主権者教育等）の中で，「被災
後に生きる力」「被災しても自発的・主体
的に行動できる力」「法律や制度情報を自
ら探索して利用できる力」「災害時におけ
るお金とくらしに関する手続を実施できる
力」等を養うという文脈で，被災後の生活
再建に関わる法制度知識を学ぶ機会を作れ
たらと願う。以下は，様々な社会教育等の
一覧であり，いずれもお金とくらしの防災
教育との親和性は高いと考えられる。

主権者教育：主権者として社会の中で自立し，
他者と連携・協働しながら，社会を生き抜く力
や地域の課題解決を社会の構成員の一員として
主体的に担う力を育む教育や現代社会の諸課題
を捉え，その解決に向けて，社会に参画する主
体として自立することや他者と協働してよりよ
い社会を形成することについて，考察し，選
択・判断する力を育む教育（令和３年度文部科
学白書）

法教育：法律専門家ではない一般の人々が，法
や司法制度，これらの基礎になっている価値を
理解し，法的なものの考え方を身に付けるため
の教育（法務省ウェブサイト「法教育」）

金融教育：お金や金融の様々なはたらきを理解
し，それを通じて自分の暮らしや社会について
深く考え，自分の生き方や価値観を磨きなが

ら，より豊かな生活やよりよい社会づくりに向
けて，主体的に行動できる態度を養う教育であ
り生きる力を育む教育である（金融広報中央委
員会『金融教育プログラム─社会の中で生きる
力を育む授業とは─』2016年）

パーソナルファイナンス教育：個人の生き方が
多様化するなか，一人ひとりの生き方にあった
お金の知識や活用方法を身につけ，家計の適切
な管理や合理的なライフプランを立てるための
教育（日本ファイナンシャルプランナーズ協会）

消費者教育：消費者の自立を支援するために行
われる消費生活に関する教育（消費者が主体的
に消費者市民社会の形成に参画することの重要
性について理解及び関心を深めるための教育を
含む。）及びこれに準ずる啓発活動をいう。な
お，消費者市民社会とは，消費者が，個々の消
費者の特性及び消費生活の多様性を相互に尊重
しつつ，自らの消費生活に関する行動が現在及
び将来の世代にわたって内外の社会経済情勢及
び地球環境に影響を及ぼし得るものであること
を自覚して，公正かつ持続可能な社会の形成に
積極的に参画する社会を指す（消費者教育の推
進に関する法律２条）

６．組織のBCPの強化と人づくり

民間企業も，病院も，行政機関も，職員
が災害時にも健全であってこそ事業継続計
画（BCP＝Business	Continuity	Plan）を発
動させて活動を継続できる。BCPの担い手
は職員であり，職員へのケアは全ての組織
の最重要任務のひとつである。では，いか
なるケアを行うべきか。大規模な災害が起
きた場合は，当該企業等が被災するだけで
はなく，職員の住まいや家族も被災してい
る可能性が高い。職員が個人として抱える
生活再建（お金とくらし）の悩みへのケア

－ 93 －



新しい防災教育「被災したあなたを助けるお金とくらしの話」のすすめ　　59

なくして事業継続は成り立たないはずであ
る。企業や医療機関等では災害時の見舞金
制度やヒーローボーナスを支給することも
増えているが，それだけにとどまらず，被
災後には被災者の生活再建に役立つ公的支
援制度があることを知らせておき，少しで
も不安要素を除去することが効果的であ
る。そのためには，職員個人らへの「知識
の備え」のための研修を，組織側が防災訓
練や福利厚生の一つとして行っておくべき
である。これは同時に，企業などが職員個
人のケアを大切にしているという姿勢を職
員へアピールすることに繋がり，いざとい
うときに組織の事業継続に自発的に協力す
るフォロワー職員を増やすことにもつなが
る。

経済産業省では「健康経営」を推奨し，
多くの企業が「健康経営優良法人認定制
度」等を活用するようになった。健康経営
とは，従業員等の健康管理を経営的な視点
で考え戦略的に実践することをいう。その
実践例のひとつとして，職員研修で災害時
における個人へのお金の支援や住まいの再
建に関わる公的支援制度を学ぶ機会をつく
ることを進めて欲しい。このことは職員の
「社会的健康」の増強に繋がり，健康経営
戦略のアウトプットの一つを提示すること

になるはずである。
「持続可能な開発目標」（SDGs：Sustain-
able	Development	Goals）が叫ばれて久し
いが，まちづくり（目標11）や災害対策
（目標13）には「レジリエンス」の視点が
強調されている。レジリエンスは，一旦ダ
メージを受けたとしてもそこからばねのよ
うにしなやかさを持って立ち直る様を言
う。これはBCPを効果的に実行して組織が
活動を継続していく様に重なる。その組織
の職員個人の生活再建，すなわち個人のレ
ジリエンスを組織が考慮することはSDGs
に寄与することにも繋がると期待される。
全国労働者共済生活協同組合連合会は，

「これからの防災・減災プロジェクト」の
一環として「大規模災害被災時には，さま
ざまな公的サービス（国・自治体等）を受
けることができますが，その内容や適用条
件・手続き等は複雑で，情報理解が十分で
ない場合，必要な支援を受けられないこと
もあります。当会では，被災組合員に対
し，公的サービスの概要や手続きのポイン
トなどが分かりやすく掲載されている「被
災後の生活再建のてびき」（注：筆者監修の
冊子）を提供することで，生活再建時の行
動をサポートします」（こくみん共済coop	
2021年６月30日プレスリリース「公的サー

防災講座「災害復興法学と生活再建の知識の
備え」の様子

金融機関における経営層向けのBCP・BCMト
ップセミナーの様子
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ビスに関する情報提供により，組合員の生
活再建をサポート」）と発表した。組織と
してその関係者個人の自然災害後の生活再
建をケアする取組みの先進事例として参考
になる。

７．関東大震災100年と人間の復興

1923年（大正12年）９月１日におきた関
東大震災を受け，日本の近代経済学の第一
人者である福田徳三先生は次のような言葉
を残している。
─私は，復興事業の第一は，人間の復興

でなければならぬと主張する。人間の復興
とは，大災によって破壊せられた生存の機
会の復興を意味する。
─今日の人間は，生存するために，生活

し営業し労働せねばならぬ。すなわち生存
機会の復興は，生活，営業及び労働機会─
これを総称して営生の機会という─の復興
を意味する。
この「人間の復興」というキーワード

を，現行憲法のような基本的人権や生存権
等が明記されていない大日本帝国憲法時代
に，復興の最も重要な視点として提唱した

ことはすこぶる慧
けい

眼
がん

である。人間の生活の
再建，個人の尊厳の回復があってはじめて
復興は成し遂げられるのだということを
100年経過した私たちも改めて反

はんすう

芻し，さ
らに100年後の未来へ遺したい。

【主な参考文献】
岡本正『被災したあなたを助けるお金とくらしの
話 増補版』弘文堂　2021年

岡本正『図書館のための災害復興法学入門　新し
い防災教育と生活再建への知識』樹村房　2019
年

岡本正『災害復興法学』慶應義塾大学出版会　2014
年

岡本正『災害復興法学Ⅱ』慶應義塾大学出版会
　2018年
岡本正『災害復興法学の体系─リーガル・ニーズ
と復興政策の軌跡』勁草書房　2018年

公益社団法人日本WHO協会ウェブサイト「世界保
健機関憲章前文（日本WHO協会仮訳）」2023年
６月閲覧

経済産業省ウェブサイト「健康経営」2023年６月
閲覧

福田徳三研究会編『復興経済の原理及若干問題（福
田徳三著作集第17巻）』信山社　2016年

（おかもと・ただし）
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 災害対策業務と法的思考力 

 ～災害救助法施行令第１条第１項第４号に関わる内閣府事務連絡を例として～ 

 

  銀座パートナーズ法律事務所代表弁護士／岩手大学地域防災研究センター客員教授 

  ／人と防災未来センター特別研究調査員／気象予報士／博士（法学） 岡本 正 

 

 

１．はじめに 

2023 年 12 月 2 日、日本災害復興学会 2023 年度学

会大会で、災害復興法理論研究会（座長：山崎栄一関

西大学教授）主催の「分科会１：災害復興及び大規模

災害時特有の法原理・原則」が開催され、筆者はパネ

リストの一人として「災害対策実務で問われる法的思

考力について考える―創設 12 年災害復興法学のすす

め―」と題する報告を実施した。本稿では、まず同報

告のベースとなる先行研究について簡潔にまとめる。

そのうえで、特に基礎自治体や都道府県の実施する災

害対策業務においては、「法的思考力」を備えた人材

の存在が不可欠であり、またその育成が急務であるこ

とを論じる。 
 

２．災害対策業務と法的思考力の具体例 

（１）法的思考力とは 

法的思考力とは、かつて東京大学教授の末弘厳太郎

先生が「法律的に物事を考える力」のことを「物事を

処理するに当って、外観上の複雑な差別相に眩惑され

ることなしに、一定の基準を立てて規則的に事を考え

ること」(１)と説明されたように、正しい規範を定立

してそこに様々な事実関係（物事）を「あてはめ」る

という法解釈を行い、法律上発生する「効果」を導き

出す力のことである。そして、このような三段論法的

な論理的思考能力は、いくつかのケーススタディを通

じることで訓練によって養うことができる類のもの

である(２)。 
 事実を証拠によって確定し、さらにその事実を法令

の条文の特定の文言にあてはめ、効果を導き出すとい

うという「法的思考力」のなかで、最もハードルが高

く、その熟練度によって差が生じるのは、やはり条文

の特定の文言に「あてはめ」をする能力の部分であろ

う。筆者は、公益財団法人日本都市センター「都市自

治体における法務人材に関する研究会」における成果

論文、自著『災害復興法学Ⅲ』（いずれも参考文献を

参照）、前述の日本災害復興学会 2023 年研究大会の

報告等において、数量的・定量的に明確な基準がなく、

法律の条文の文言の表現からだけでは、一義的に事実

関係が明らかになるとは限らない条文の文言―この

ような抽象的な文言の評価が必要な法律要件を「規範

的要件」という―に対するあてはめを必要とする場面

に直面したときにこそ、「法的思考力」の熟練度が問

われる旨を指摘してきた。例としては、以下の（２）

から（５）などが挙げられる。 
（２）民法が定める「瑕疵」 

民法第 717 条第 1項本文は、「土地の工作物の設置

又は保存に瑕疵があることによって他人に損害を生

じたときは、その工作物の占有者は、被害者に対して

その損害を賠償する責任を負う」と工作物責任による

損害賠償責任を定める。これは不法行為のうち特殊不

法行為の類型の 1 つである。災害関連の事例として

は「台風によって自宅屋根の一部が損壊し風に煽られ

て隣家の屋根や車なども損壊させてしまったが、賠償

責任を負うべきか？」などの相談事例が典型例であり、

これまでの災害でも多数の事例が確認されている(３)。

この事例では、工作物である自宅の屋根部分の設置や

保存に「瑕疵」があるかどうかが争点となる。瑕疵と

は「物が通常有すべき品質、性能、性状を有しないこ

と」であるとされる。要するに欠陥の有無である。瑕

疵はいわゆる「規範的要件」であり、その有無につい

て事実を「あてはめ」て結論を得るには、一つの事情

だけではなく、あらゆる関連する事情・事実を列挙し

 
顔写真 

 
(別途ファイ
ルでのご提

出でも結構

です。）
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たうえでそれらを総合的に考慮し、適切にそれぞれの

重みを評価したうで、それらが「瑕疵」に該当するの

かどうかをあてはめていくという総合考慮、すなわち

法的思考力をフル回転させることが必要になる。チェ

ックリストで直ちに答えが導き出されたり、（結果的

に何らかの数値が決め手になるケースはあったとし

ても）定量的に一目瞭然な基準が設けられたりしてい

るというわけではないのが特徴である。それどころか、

前提となる事実関係それ自体も、専門家による鑑定や

検証によってはじめて明らかになるような場合もあ

るため、当事者が主張する事実だけを頼りに直ちに結

論を導くことは難しいと言わざるを得ない。すなわち、

「瑕疵」について被災地で当事者同士の紛争が起きて

いる場合には、法律上の紛争解決に関する専門的知見

やアドバイスが不可欠であることを意味する。この場

合、自治体職員としては、瑕疵の判断には高度な法的

思考力が必要で、かつそのような能力を駆使しても必

ずしも明確な結論がでるわけではないことを理解し、

紛争解決への橋渡しをすることが求められるといえ

る。例えば弁護士会がこれまで実施してきた弁護士会

の「災害 ADR」（裁判外紛争解決手続）(４)や弁護士に

よる無料法律相談窓口への誘導を速やかに実行する

ことが最善策ということになる。 
（３）「よって」「より」等の相当因果関係 

相当因果関係とは、「当該原因から結果が発生する

ことが社会通念上相当であること」をいう。災害関連

の法令では、災害弔慰金法第 3 条第１項が、「市町村

（特別区を含む。以下同じ。）は、条例の定めるとこ

ろにより、政令で定める災害（以下この章及び次章に

おいて単に「災害」という。）により死亡した住民の

遺族に対し、災害弔慰金の支給を行うことができる」

と定め、一定の要件を満たした災害時における災害弔

慰金の支給について規定している。この「災害…によ

り死亡」との文言の部分が、災害と「相当因果関係」

が認められる死亡のことを意味している。災害直接死

はもちろん相当因果関係が肯定されるし、避難所の環

境悪化による持病悪化による死亡等の「災害関連死」

も、事案によって災害弔慰金の支給の範疇になる。「社

会通念上相当かどうか」についても、特定の事象を定

量的に把握するだけで一律に「あてはめ」ができるわ

けではない。様々な事象を考慮し、結果への寄与度な

どを考慮していくことになるため、単なる項目チェッ

クリストや数値の多寡だけで結論が出るというもの

ではない。このため、自治体が災害弔慰金の支給の是

非、すなわち災害関連死として自然災害と死亡に相当

因果関係があるかどうかを判断するために、弁護士な

どを中心とした外部有識者らによる災害弔慰金支給

審査委員会を組織する運用が行われている。自治体職

員としては、これらの外部審査委員会の判断を尊重し、

「すでに災害発生から 1 年以上経過しているので災

害弔慰金を支給すべき災害関連死ではないので申請

は受け付けない」とか「自死の事案であるので災害弔

慰金の請求対象の災害関連死ではない」などといった

勝手な判断を決して行ってはならず、申請は原則とし

てすべて受け入れて外部審査委員会の判断にすべて

を委ねる必要がある。法的思考力に対する一定の理解

があれば、窓口申請受付業務と、その後の実質的な行

政処分としての判断業務については明確に区別して

おかなければならないことがわかるのである(５)。 
（４）個人情報保護法が定める「特別の理由」等 

個人情報保護法第 69 条第 1項は、「行政機関の長

等は、法令に基づく場合を除き、利用目的以外の目的

のために保有個人情報を自ら利用し、又は提供しては

ならない」と行政機関の保有個人情報の保護に関する

規律を定めている。いっぽう同条第 2項本文では、「前

項の規定にかかわらず、行政機関の長等は、次の各号

のいずれかに該当すると認めるときは、利用目的以外

の目的のために保有個人情報を自ら利用し、又は提供

することができる」ともしており、保有個人情報の利

活用の場面も列挙している。例えば、同条第 2項第 4
号は「前三号に掲げる場合のほか、専ら統計の作成又

は学術研究の目的のために保有個人情報を提供する

とき、本人以外の者に提供することが明らかに本人の

利益になるとき、その他保有個人情報を提供すること
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について特別の理由があるとき」の目的外利用等を認

めている。災害対応業務では、自治体が保有している

安否不明者の住所や実名を迅速に公表することや、避

難所における避難者名簿のうち必要な範囲について

本人同意を得ないでの支援団体等への提供すること

等などの場面において、「特別の理由があるとき」や

「明らかに本人の利益になるとき」に該当するものと

判断する必要が出てくる。先述のようにこれらは規範

的要件であり、様々な事実について法的思考力に基づ

き法律に「あてはめ」をする作業が不可欠になる。 
これまで自治体が保有する個人情報の取り扱いに

ついては、自治体が個別に定める個人情報保護条例の

解釈に委ねられ、個人の生命・身体・財産に関わるは

ずの事象についても、国はナショナルミニマムとして

の統一見解を明確には示してこなかった。2021 年の

個人情報保護法改正により、自治体の個人情報保護条

例が廃止され、個人情報保護法の行政部門のルールへ

と統合されたことで、国は「特別の理由があるとき」

や「明らかの本人の利益」と解釈すべき場面について、

最低限の指針の策定を迫られることになったのであ

る。1 年余りの議論を経て、2023 年 3 月、内閣府（防

災担当）により「防災分野における個人情報の取扱い

に関する指針」が策定・公表されるに至った。同指針

では「個人情報の適正な取扱いを図り、人の生命、身

体または財産の保護を最大限図るという前提に基づ

き作成した」という理念が示され、14 の具体的事例

を掲げて、本人の同意がなくても個人情報（保有個人

情報）の提供や公開ができる場面についての解釈方針

を示している(６)。このように国が具体例を示した指

針を策定したことは、法的思考力を補完して「思考訓

練」をするための学習素材が提供されたと捉えること

もでき、法的思考力を養う訓練の練習問題としても活

用できそうである。 
（５）災害救助法適用の４号基準 
 災害救助法を適用することで、救助実施市となって

いる一部の政令市を除いて、救助の実施主体は市町村

から都道府県になり、国費による支援も相当手厚くな

る。大規模な災害は勿論のこと、災害救助法を適用す

べき災害においては、都道府県は速やかにこれを見極

め、災害救助法を適用する必要がある。適用に際して

は内閣府（防災担当）や基礎自治体との調整が不可欠

であるため、法的思考力に基づく冷静かつ地に足の着

いた説得力をもった提言を自治体から国にする必要

がある。適用対象となる災害については、災害救助法

施行令第 1 条第 1 号から第 4 号までに列挙されてお

り、市町村等の人口規模に応じて一定数以上の住家滅

失が生じた災害（第 1 号から第 3 号）という定量的

基準（住家滅失基準）と、②多数の者が生命又は身体

への危害を受け、または受けるおそれが生じた場合で

あって、多数の者が避難して、継続的に救助を必要と

する災害（第 4 号）という定性的基準（4 号基準）が

定められている。災害対策業務においては、兎にも角

にも迅速な災害救助法の適用をふまえた時宜にかな

った適切な救助が不可欠であり、4 号基準による災害

救助法適用を積極的に行う必要がある。国はこれまで

再三にわたって 4 号基準の積極適用を行うよう自治

体へ助言を行ってきた経緯がある。ところが、「多数」

「危害」「おそれ」「継続的」といった文言への「あて

はめ」には、やはり様々な事実を総合的に考慮する法

的思考力が不可欠になることから、必ずしも時宜にか

なった災害救助法の適用が実現しないケースが相次

いでいた(７)。 

 これを受け、2023 年 8 月 31 日、内閣府（防災担

当）から都道府県と救助実施市に対して、「災害救助

法施行令第 1 条第 4 号に基づく災害救助法の迅速な

適用について」と題する事務連絡（内閣府災害救助法

迅速適用事務連絡）が発出された。これらは国から自

治体に対する技術的助言（地方自治法第 245 条の 4
第 1項）だと考えられるが、何をもって「危害」な

のか、何をもって「継続的」なのか、という点を、自

治体が少しでも判断しやすくすることを念頭におい

たものである。すなわち、法的思考力を最大限発揮す

ることを補完するガイドラインとしての役割も果た

すものと期待される。 

－ 99 －



特集 復興と緊急事態（続）  
 

 復興 (31 号) Vol.12 No.2  2024.3.  

 

11 

ところが、本稿執筆時（2023 年 12 月）において、

この内閣府災害救助法迅速適用の事務連絡は、内閣府

のウェブサイトに公表されていない。これは、せっか

くの法的思考力を補完する素材が周知されないまま

埋もれてしまうことを意味する。災害救助法の適用の

有無は、被災自治体のみならず、それらを支援する民

間事業者や市民団体にとっても極めて重要な問題で

あるため、広く国民に向けて公開され常に関係者が参

照できるようにしておかなければならない。災害救助

法関係の通知や事務連絡の漏れのない情報公開とア

ーカイブ化は急務である。なお、2015 年 3 月 27 日

の各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定「Ｗ

ｅｂサイト等による行政情報の提供・利用促進に関す

る基本的指針」では、政府各省庁は「所管する法令（法

律、政令、勅令、府令、省令、規則）、告示・通達（法

令等の解釈、運用の指針等に関するもの）その他国民

生活や企業活動に関連する通知等（行政機関相互に取

り交わす文書を含む。）の一覧及び全文（法令の全文

については、法令データ提供システムの活用を図るこ

ととする。）」などの情報について、「国民、企業等第

三者に不利益が生じ又は行政活動に重大な支障が生

じるおそれがある場合等を除き、積極的に提供する」

とされていることを付言する。 
 
３．災害救助法の適用を巡る法令構造 

（１）災害救助法が定める法適用要件 

 災害救助法は、簡単に言えば、法律により行政機関

が実施すべき「救助」の内容とその財源の根拠を定め

た法律である。災害救助法が適用されるのは「政令

で定める程度の災害が発生した市町村」（災害発生市

町村）の区域である（災害救助法第 2 条第 1項）。災

害対策基本法では、災害対策の主体は市町村となって

いるが（災害対策基本法第 5 条）、大規模災害の場合

は、都道府県知事又は救助実施市が災害救助主体とな

るのである。災害救助法を適用するには、都道府県が

市町村の意見などを踏まえつつ、自らその適用を判断

し、内閣府と調整のうえで告示するというプロセスを

踏む。 
（２）災害救助法施行令 

災害救助法第 2 条第 1項の「政令」である災害救

助法施行令第 1 条第 1項第 1 号から第 4 号は、前述

のとおり、第 1 号から第 3 号の「住家滅失基準」と

第 4 号の「4 号基準」から成る。第 4 号は具体的には

「多数の者が生命又は身体に危害を受け、又は受け

るおそれが生じた場合であって、内閣府令で定める

基準に該当すること」と定められている。住家滅失

基準と 4 号基準の適用順序や検討順序に優劣は定め

られていないので、第 1 号から順番に検討しなけれ

ばならないということは全くない。住家滅失基準は、

定量的基準が明確であり都道府県等が災害救助法の

適用の是非を検討する際に疑義が生じることがない。

しかし、災害時に直ちに被害状況を確認し、人口規模

によっては膨大な住家被害調査を経なければ、住家滅

失基準への該当性が判明しないという致命的欠陥が

ある。そこで、内閣府は「4 号基準」による法適用を

積極的に行うよう自治体へ促しているところである。 
（３）内閣府令 

「害救助法施行令第一条第一項第三号の内閣府令

で定める特別の事情等を定める内閣府令」の第 2 条

第 1 号は、「令第一条第一項第四号の内閣府令で定め

る基準」として「災害が発生し、又は発生するおそ

れのある地域に所在する多数の者が、避難して継続

的に救助を必要とすること」と定めている。結局の

ところ「4 号基準」による災害救助法の発動を判断す

る場合には、災害によって生じている様々な事情を考

慮し、「多数の者が、避難して継続的に救助を必要と

する」かどうかという規範的要件への該当性を判断

することになる。 
（４）災害救助事務取扱要領（令和５年６月） 

災害救助事務取扱要領とは、実際の災害救助事務に

ついて運用方針を記載した内閣府作成の参考資料で

ある。都度更新されていく政府機関による災害救助法

コンメンタールのような位置づけである（本稿執筆時

は令和 5 年 6 月版）。しかし、同要領の記述には注意
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が必要である。というのも、内閣府令が定める「多数

の者が、避難して継続的に救助を必要とする場合」の

大規模自然災害の例として「ⅲ M8.0以上の南海ト

ラフ地震発生後（半割れ後）の津波及びその後の大規

模地震等発生に備え、避難生活を余儀なくされる場

合」という事例を挙げているからである。これはあま

りに極端で限定的な事例であるため、この要領本文に

記載された事例だけを読んでも「4 号基準」の積極的

解釈に至ることは不可能になっている。そこで、さら

にページを進めて「参考」欄にある 11 の事例を読ま

なければならない。ここには「平成 25 年 2 月の連日

の降雪により、これを放置すれば住宅の倒壊により

多数の者の生命又は身体に危害を受けるおそれが生

じたため、新潟県は 4 号に基づく適用を行った」「令

和元年 9 月 9 日の大夫第 15 号の影響により…9 月

27 日まで電力復旧の見通しが立たない旨の見解を

踏まえ、停電によって多数の者の生命又は身体に危

害を受けるおそれが生じ、避難して継続的に救助を

必要とする 41 市町村に対し、千葉県は 4 号に基づ

く適用を判断した」(７)など、4 号基準を積極的に活用

した事例が一応は記述されているのである。しかし結

局のところ、事例があまりに抽象化されすぎているた

め、災害救助事務取扱要領の記述からだけでは、今後

の災害に備える 4 号基準の積極活用の具体的イメー

ジをつかむことは難しい。 
（５）令和５年１２月時点の政府説明資料（ポンチ絵） 

2020 年以降、内閣府（防災担当）は、災害救助事

務取扱要領をさらに簡易にまとめた説明スライド集

を作成しウェブサイトに公表している。本稿執筆時の

2023 年 12 月現在の説明スライド「災害救助法の適

用基準」によれば、「災害が発生し、住家等への被害

が生じた場合のほか、生命・身体への危害が生じた場

合（おそれ含む）には、災害救助法の適用が可能とな

るので、各都道府県及び救助実施市においては、災害

の状況について細心の注意を払い、発生時間が深夜

など、被害の程度が不明確な状況でも、災害が発生

している可能性がある場合には適用に関して躊躇な

く、前広に内閣府に相談すること。併せて、避難所

の開設についても早期に行ってもらうとともに、都道

府県と各市町村における被害の状況等の情報共有に

万全を期すこと」であるとか、「法の目的である「被

災者の保護」と「社会の秩序の保全」のためには、何

よりも迅速な 4 号基準による適用を積極的に進める

べき」「法適用判断に当たっては、客観的な基準がな

いことから、判断の元となる災害情報の収集、分析、

伝達、共有を通じて迅速な判断をできる組織（環境）

づくりが重要」との記述が盛り込まれた（図 1）。 
ここまで丁寧な説明スライドをもとにすれば、「多

数の者が、避難して継続的に救助を必要とする」と

の内閣府令をどのように解釈すべきかの方向性やイ

メージがだいぶ明らかになってきているといえ、法的

思考力による「あてはめ」をするに当っての参考資料

として十分に機能しうる。ただし、説明スライドには、

具体的な過去の災害事例が記述されているわけでは

なく、抽象的な解釈指針の記述にとどまるので、ケー

ススタディなどの素材として利用することができな

いのが難点である。 

 
図１ 災害救助法の適用判断（内閣府資料より抜粋） 

 
４．令和５年８月の内閣府事務連絡の背景 

（１）令和５年８月３１日付内閣府事務連絡とは 

内閣府（防災担当）は、2023 年 8 月 31 日付で「災

害救助法施行令第 1 条第 1項第 4 号に基づく災害救

助法の迅速な適用について」と題する事務連絡を都道
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府県及び救助実施市へ発出した。これまでの災害救助

法、同施行令、内閣府令、災害救助事務取扱要領、説

明スライド資料では不足していた部分を補完すべく、

「都道府県知等において 4 号基準の適用を積極的に

検討すべきと考えられる場合を一例として示した」も

のである。これでやっと、法的思考力をもとに「あて

はめ」を行う際に参照できる「事実」が何かについて

一定のヒントを得ることができるようになったとい

える。事務連絡の具体的内容については後述５．で記

述する。 
（２）令和５年の台風及び豪雨で生じた格差 

 2023 年 5 月 31 日から 6 月 2 日頃までにかけ梅雨

前線と台風第 2 号が日本列島に接近し、各地で豪雨

災害が起きた。特に茨城県、埼玉県、静岡県、愛知県、

和歌山県の被害が顕著で、全国的には合計 8000棟以
上の住家が被害を受けた。静岡県内では合計 700棟
以上の住家被害があったが、災害救助法の適用につい

ては市によって格差が生じた。この点については静岡

新聞が次のように詳細な調査報道している。「台風 2
号による豪雨時、浜松や磐田など県内 5 市が災害救

助法の適用を県に求めたものの、適用されたのは磐田

のみで、他の 4 市は見送られていた」(８)という事情

が判明した。また、「6 月 2 日の台風 2 号で、警戒レ

ベルが最も高い「緊急安全確保」を一部地域に発令し

ていた沼津市が、災害救助法の適用を見送っていた」

「市西部の高橋川は 2 日夜から 3 日未明まで、氾濫

危険水位を超えていた。実際、同川や沼川は越水し西

添町を中心に浸水被害が発生した。地元で災害対応を

していた同町の…は床上浸水した自宅に急きょ戻り、

真夜中に妻と愛犬をゴムボートに乗せて避難させた。

市内の床上浸水は計 129棟で、大半は西部地域だっ

た。市がそうした状況を把握できたのは「夜が明けて

から」（危機管理課）だった」(９)。静岡県内で最も深

刻なレベルの被害が発生していたにもかかわらず、沼

津市では災害救助法の適用に至らなかった実態が明

らかになったのである。 
 静岡新聞にコメントをした静岡県弁護士会所属の

永野海弁護士も、災害救助法の適用要件が抽象的でわ

かりにくいことが災害救助法の適用に至らなかった

原因であること及び自治体が災害救助法適用要件に

関して平時から敏感になって情報交換を行うことが

重要である旨を指摘しているところである(８)。令和 5
年 8 月の内閣府事務連絡もこのような基礎自治体、

都道府県、国（内閣府）との間のコミュニケーション

不足が深刻な事態を招くことを懸念して発出された

背景がある。 
５．令和５年８月内閣府事務連絡の内容 

（１）4号基準を積極的に検討すべき場面 

事務連絡は、「下記の 1 から 3 をすべて満たす場合、

または、1 を満たし、かつ、2又は 3 のいずれかを満

たす場合には、法による応急的な救助が必要であると

考えられるため、4 号基準に基づく法の積極的な適用

についてご検討いただきたい」としたうえで、次の 3
項目を示した。 
１．「都道府県災害対策本部」及び「市町村災害対

策本部」が設置されていること。 
２．災害により、現に住家被害が発生している、

又は、発生する（発生している）蓋然性が高い

こと 
３．原則として避難所（＊）が開設され、避難生

活が継続すると見込まれること。 
（＊）避難所が開設されていない場合でも、大

規模な停電・断水、集落の孤立等が発生した事

実を都道府県知事等が覚知し、かつ、それらの

復旧・解消に一定期間を要することが見込まれ

ること 
 なお、事務連絡では、留意事項として「下記以外の

場合に 4 号基準の適用を排除する趣旨ではないこと

にご留意いただきたい」との記述もみられる。事実を

法令に「あてはめ」ることで結果を導き出す作業は一

度として同じ場面がないのであるから、このようなマ

インドセットを持っておくことも正しく「法的思考

力」を養う上で重要な視点である。 
（２）具体的なチェック項目の例 
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事務連絡は、「２．災害により、現に住家被害が発

生している、又は、発生する（発生している）蓋然性

が高いこと」についての「具体的なチェック項目の例」

として、 

・現に住家被害が発生している ⇒ 都道府県知

事等において、直接又は間接を問わず、住家被害

（倒壊・流出・浸水等）が発生した事実を覚知し

ていること 

 ・住家被害が発生する蓋然性が高い ⇒ 気象の

状況から災害の切迫性が高まっていること（少な

くとも、気象庁から「特別警報」が発令され、又

は、市町村長から「緊急安全確保」が指示されて

いる場合には適用を検討） 

 ・住家被害が発生している蓋然性が高い ⇒ 震

度 6以上の地震が発生したこと 

 との事実が記載されている。その「考え方」として

「面的な広がりを持つ災害（地震、浸水等）の場合

には、1 棟でも住家被害が発生した事実があれば、

その周辺の住家にも同様の被害が生じている蓋然性

が高いことから、都道府県都知事等において、直接

又は間接を問わず、そうした事実を覚知している場

合は、4号基準の適用を検討すべきと考えられる」

など、かなり踏み込んだ「あてはめ」の一例を示して

いる。 

「３．原則として避難所が開設され、避難生活が継

続すると見込まれること」についての「具体的なチェ

ック項目の例」としては、 

 ・一定規模の住家被害が発生していること 

との事実が記載されている。その「考え方」として「電

力会社等からの情報、今後の気象予報、人的・物的

資源の状況等から、大規模な停電・断水、集落の孤

立等が発生しており、かつ、それらの復旧・解消に

一定期間を要すると見込まれる場合は、多数の者が

継続的に救助を必要とする蓋然性が高いことから、4
号基準の適用を検討すべきと考えられる」との記載

もみられる。これは、令和元年房総半島台風の際に、

千葉県による災害救助法の適用の判断までに約 3 日

間もの遅れが生じてしまったことの反省から記述さ

れているものと推察される。 
 
６．技術的助言の活用で法的思考力を養う 

 災害救助法の適用要件に限らず、「規範的要件」に

様々な事実を総合的に考慮して「あてはめ」たうえで

法律条文への該当性を検討する作業にこそ、「法的思

考力」が最も試される。単に法令の条文と定量的な条

件だけを覚えておくのとは全く異なる準備と訓練が

必要となる。災害救助法の適用場面では、国が「4 号

基準」の積極的活用を促す見解を示すことに永い年月

がかかってしまったが、事務連絡においてかなり踏み

込んだ見解を開示したことで、現場における法的思考

による判断の在り方が相当程度補完できたものと考

えられる。このような国の技術的助言を生かすことも

また、法的思考力を鍛えるのに有用だといえる。 
私人間の争い（例えば民法第 717 条第 1項の「瑕

疵」に関する判断の争い）については、裁判所による

「判例」が相当件数蓄積されており、関連する文献も

多い。これらを参照することは法的思考力を養う上で

極めて有益な資料を提供してくれる。 
しかし、直接住民の権利義務に関連する処分を実施

する場合はともかくも、行政機関による日々の業務上

の政策判断の是非に関しては、裁判例が十分に蓄積さ

れているとは言い難い。災害対策業務であれば尚更で

ある。法令の趣旨に立ち返って判断の方向性を確認す

ること、そして政府が示した政令、省令、告示、指針、

ガイドライン、通知、事務連絡等をもれなく参照し、

そこに現れている具体的な事例に着目することで、自

らの法的思考力を鍛え、正しく事実を法令にあてはめ

ることを目指す必要があるのではないだろうか。 
 

 

 

補注 

(1) 末広厳太郎著・佐高信編（2012）『役人学三則』岩波書店
の 149-162頁に収載された「新たに法学部に入学された
諸君へ」による。 

(2) 中村健人（2022）『自治体職員のための問題解決力があが
る法的思考の身につけ方』第一法規。著者は弁護士かつ

自治体職員であり同書で、法的思考とはセンスや精神論
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ではないと明記している。 
(3) 岡本正（2014）第 1 部第 1 章で東日本大震災、同（2018）

第 3 部第 3 章で熊本地震、同（2023）第 2 部第 1 章で西

日本豪雨、同第 2 章で令和元年房総半島台風及び令和元

年東日本台風等の事例を詳細に分析。 
(4) 災害 ADR（震災 ADR）については、岡本正（2014）第 2

部第 1 章、同（2018）第 3 部第 3 章、同（2023）第 2 部

第 1 章等で詳述。 
(5) 災害関連死と災害弔慰金の支給をめぐる公共政策上の論

点について、岡本正（2018）第 2 部第 4 章、同（2023）
第 2 部第 7 章で詳述。 

(6) 個人情報保護法制2000個問題や個人情報保護法改正によ

る法制度一元化に至る経緯、及び内閣府「防災分野の個

人情報の取扱いに関する指針」策定に至る経緯等につい

ては岡本正（2023）第 2 部第 6 章にて詳述。 
(7) 災害救助法の適用に関する課題について、令和元年台風

第 15 号（令和元年房総半島台風）における千葉県の災害

救助法適用に至る経緯や政策上の課題も含め、岡本正

（2023）第 2 部第 5 章で詳述。 
(8) 静岡新聞（2023 年 8 月 10 日）「6 月の台風 2 号 県に適

用求めたものの…浜松など 4 市「救助法」見送りに」 
(9) 静岡新聞（2023 年 8 月 19 日）「6 月台風 2 号 沼津市が

休場法適用見送り判断 住民は疑問視「被害 真剣に考

えて」」 
 
 

参考文献 

1) 岡本正（2022a）「法曹有資格者等の採用」『自治体ガバナ

ンスを支える法務人材・組織の実践』日本都市センター 
pp.45-63 

2) 岡本正（2022b）「災害対応分野における法律的思考と法

務人材」『自治体ガバナンスを支える法務人材・組織の実

践』日本都市センター pp.147-174 
3) 岡本正（2023a）「『防災分野における個人情報の取扱いに

関する指針』の実務対応～災害と個人情報についての基

礎研修の重要性～」自治実務セミナー2023 年 6 月

号  pp.46-51 
4) 岡本正（2023b）『災害復興法学Ⅲ』慶應義塾大学出版会 
5) 岡本正（2018）『災害復興法学Ⅱ』慶應義塾大学出版会 
6) 岡本正（2014）『災害復興法学』慶應義塾大学出版会 
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「麦わらの一味」 人を巡る熊本地震「記憶の回廊」

～熊本復興プロジェクト麦わらの一味ヒノ国復興編・ 秋備忘録～

銀座パートナーズ法律事務所代表／岩手大学地域防災研究センター客員教授

／人と防災未来センター特別研究調査員／弁護士／気象予報士 岡本 正

１．はじめに

2023 年 11 月 29 日、良く晴れた水曜日のことであ

る。『ONE PIECE』（ワンピース）(１)の「麦わらの一

味」像 10 体をドライブで巡った。阿蘇くまもと空港

を出発し「麦わらの一味」全員や熊本地震(２)の震災

遺構等を複数巡り、熊本県庁前「ルフィ像」に至る走

行距離は 190km で、所要時間は 8 時間（レンタカー

返却まで 9 時間）の旅路となった。本稿は筆者個人

の旅行記の域を出ないが、研究視察、復興ツーリズム、

防災教育、災害伝承、アニメや漫画の聖地巡礼に関す

る研究等の参考になれば幸いである。 

熊本県庁プロムナードのモンキー・ ・ルフィ像

２．麦わらの一味ヒノ国復興編

「麦わらの一味ヒノ国復興編」は、熊本地震を受け

て熊本県が尾田栄一郎氏原作の漫画『ONE PIECE』

と連携して開始した「ONE PIECE 熊本復興プロジ

ェクト」(３)の企画の一つでる。熊本地震 3 日後の 2016
年 4 月 17 日に、尾田氏より直筆で「必ずや復興のお

手伝いさせて頂きます」という応援メッセージが届け

られたことに端を発する。 

尾田栄一郎氏によるメッセージ

（熊本復興プロジェクト麦わらの一味ヒノ国復興編冊子より）

2018 年 4 月 15 日に熊本県熊本市出身の尾田氏が県

民栄誉賞を受賞。同年 11 月 30 日に記念と復興の象徴

として「ルフィ像」が熊本県庁前に設置された。2019

年から「麦わらの一味ヒノ国復興編」がスタートし、

2023 年までの 4 年間で、熊本県内 9 市町村に麦わら

の一味の仲間の像が設置された。各像の設置情報や公

式情報については、本稿末尾の表 1を参照されたい(３)。 

３．ルフィたちと巡る「記憶の回廊」 
（１）連載 26 年・1000 話以上の未完の物語 

『ONE PIECE』は、主人公である海賊モンキー・D・

ルフィが仲間たちと海を越え島を巡り〝ひとつなぎ

の大秘宝（ワンピース）〟を目指す冒険漫画…などと

一言で表すことは不可能なほどの壮大な物語であり、

顔写真 

(別途ファイル

でのご提出で

も結構です。） 
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同時に単行本売上をはじめ様々な記録を更新し続け

る巨大コンテンツである。超長期連載にもかかわらず

物語が一本道で続いている未完作品で、結末は未だ謎

に満ちている。主人公ルフィは海賊船の船長として冒

険を重ねて 9 人の仲間と巡り合い、麦わらの一味は

10 人になっている。そのひとり一人をめぐるエピソ

ードはあまりに濃密であり、個性はどのメンバーも語

りつくせぬほどに際立っている。 
（２）聖地巡礼とフィールドミュージアム 
表 のように、麦わらの一味は、各人の役割や特技

に因んだ場所に設置され、かつ熊本地震の被害や復興

支援のストーリーとともに紹介されている。しかも、

「水木しげるロード」や「いしのまきマンガロード」

等のように、一つの自治体やエリアに像が集中してい

るのではなく、熊本県内 9 市町村という広域にまた

がって設置されているという大きな特徴がある。これ

は、「熊本地震 震災ミュージアム 記憶の回廊」の理

念による。記憶の回廊とは、中核拠点（旧東海大学阿

蘇キャンパス及び熊本県防災センター）や地域拠点

（県内市町村の震災遺構・交流施設・観光施設・復興

活動拠点等）をつないで巡り、熊本地震の記憶を未来

へ遺して学ぶ「回廊形式」のフィールドミュージアム

の考え方である(４)。麦わらの一味はこの中核拠点や

地域拠点に設置された。復興プロジェクト公式ウェブ

サイトやりーふれとでも「熊本こと「ヒノ国」に上陸

した麦わらの一味は、熊本地震の被害が広範囲に及び、

今なお、住民が苦しんでいることを知ります。そこで、

船長ルフィが、一味の仲間たちに被災地の復興の手助

けを指示！仲間たちは、それぞれの特技で被災地の困

り事を解決し、復興へのエールを送るルフィのもとで

の再会を誓います」と説明されている。 
いわゆる「聖地巡礼」(５)としての観光振興効果と、

記憶を伝承し学習の場ともする「復興ツーリズム」が

見事に嚙み合っており、旅行者らへ一層の付加価値を

提供する効果が期待できる。筆者は見事にその戦略に

はまったわけある。熊本市の尚絅大学研究チームは

「ルフィ像」だけで 2019年に 5万 5000人が来訪し、

経済効果は 26 億 7000 万円以上だと試算した(６)。

「ONE PIECE」という世界的超人気作品の公式キャ

ラクター像の設置それ自体が新たな「聖地」を作り出

したようである。 
（３）スタンプラリーもできるアプリが旅を支援 

2022 年 11 月には、熊本地震震災遺構周遊アプリ

「IKOU」がリリースされた(７)。麦わらの一味像 10
か所に加え、熊本市、益城町、阿蘇市、御船町、高森

町、西原村、大津町、南阿蘇村、宇土市及び宇城市の

震災遺構や観光施設 11 か所のデジタルスタンプラリ

ーができ、「ONE PIECE」とコラボしたオリジナル

待ち受け画面が入手できる。それぞれの場所に関する

簡単な説明パンフレットも参照でき、旅のお供として

の優れた機能を有している。筆者もアプリをダウンロ

ードしてスタンプラリーを楽しみつつ訪問できた。 
 
４．「もにゅキャラ」の新たな境地

（１）超広域巡回型「もにゅキャラ」

麦わらの一味の像を広域で巡る旅路は、「もにゅキ

ャラ巡礼」でもある。著名で大衆的なマンガ・アニメ・

映像作品を飛び出して像となった「もにゅキャラ=モ
ニュメントになったキャラクター」（楠見清・南信長

2017）は、パブリックスペースに置かれ、親しみや

すく、政治的に中立で、先鋭的な芸術作品への反動と

しても捉えられ瞬く間に各地に広がり、観光や地域活

性化の起爆剤となった。一方で「集客力や経済効果と

いう評価軸しか与えられなければそれは店先の招き

猫や立体看板に等しく、世代が代われば別のものに置

換されてしまいかねない。文化的に求められるのは、

原作の魅力をいかに私たちが理解し、地域との関わり

や生活のなかでいかに共有していくか、その仕掛けや

取り組みといえる」という課題も提示されている(８)。

この観点からすれば、熊本地震の震災遺構や災害の記

憶を永く後世へ伝え遺す目的を達成するうえで、像の

設置自体が聖地化をもたらした「ONE PIECE 熊本

復興プロジェクト」は、かつてないほどに「もにゅキ

ャラ」の役割を果たし続けるのだろうと期待が高まる。 
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「麦わらの一味」設置場所（熊本復興プロジェクトウェブサイト） 

（２）巨大モニュメント鉄人２８号 
大規模災害からの復興支援を目的としたモニュメ

ントとして印象深いのは、阪神・淡路大震災で甚大な

被害を受けた神戸市の新長田に 2009年 9月に設置さ

れた、全高 15.6m の「鉄人 28 号」の巨大立像である

（９）。新長田の駅前に再建された新たな商業エリアに

は、『鉄人 28 号』の原作者で神戸市出身の漫画家横

山光輝氏の他の代表作『三国志』関連の像も点在して

いる。新長田の復興は、従来の商店街とは大きく異な

る都市開発となり、その経緯や合意形成にも多くの課

題を残したとされ、商店街の一角が「シャッター街」

になってしまった場所も見受けられる（１０）。これを

「復興災害」と捉える研究もある(１１)。これに対し、

鉄人 28 号の建設開始から完成までの経済効果は、神

戸市内で 68 億 5800 万円にもなった (１２)。建設と完

成は震災から 10 年以上経過しており、個々の被災者

への復興支援に対する直接効果については更なる検

証が必要であろうが、モニュメント設置のメリットは

十分にあったと言えそうである。神戸市内は、アクセ

スが極めて容易であるという強みがある。今後は、地

域の観光資源やストーリーの外部への再発進による

地元商店街への効果還元に期待が集まる（１０）。

 
神戸市長田区の鉄人 号像（ 年 月筆者撮影）

５．麦わらの一味の 人を訪ねて

9:15 に熊本県益城町の阿蘇くまもと空港をレンタ

カーで出発。空港には「麦わらの一味ヒノ国復興編」

の巨大パネルが設置され、観光案内コーナーには複数

言語による公式案内リーフレットも置かれていた。 
（１）ゾロ

9:30 に訪問。大津町（おおづまち）大津中央公園

内に設置。麦わらの一味 1 人目の仲間。三刀流の大

剣豪の姿が立体的な像となって高い台座の上から遠

方へ睨みを利かせる立ち姿は圧巻で、思わずうなり声

をあげてしまった。このユニークな三刀流の構え、ゾ

ロという超人気キャラクターが作り上げた人物像と

も相まってとにかく「カッコいい」のだ。午前中の比

較的早い時間にもかかわらず、海外観光客も多く来訪

しており、筆者もお互いに写真を取り合う。文化の違

いを超え一つの芸術作品を通して交流できる素晴ら

しさを最初から実感することができた。像の左下には

小さく尾田栄一郎氏のサインが刻印されていた（尾田

氏の手形のあるルフィ像を除き他の 9 人の像につい

て同様）。公園内にはゾロ像設置の約 1 年前に大津町

ゆるキャラ「からいもくん」（１３）が設置されており非

常に目立つ。大津町の名産品周知に大いに貢献してい

るように感じられた。 

－ 107 －



投稿  
 

 復興 (31 号) Vol.12 No.2  2024.3.   

 

76 

 
ロロノア・ゾロ像

 
からいもくん像

（２）ウソップ

10:25 に訪問。阿蘇市阿蘇駅前の広場に設置。麦わ

らの一味の 2 人目の仲間。巨大パチンコを操る狙撃

手。天へ向けて意気揚々と人差し指を掲げる姿からは、

「希望」の文字が自然と連想される。「道の駅阿蘇」

が隣接しており、軽食を楽しむ国内外の観光客が多数。

「阿蘇くじゅう国立公園」や「阿蘇ジオパーク」の大

きな案内板もあり、阿蘇山の絶景ドライブのスタート

地点としてその機運を盛り上げてくれる。 
ウソップ像を発ち、阿蘇山「草千里」に立ち寄り、

新しく開店したスペシャルティコーヒー店（草千里焙

煎所）でコーヒーとカヌレを楽しんで休息をとったの

ち、ロビン像を目指す。 

 

ウソップ像

 
阿蘇山・草千里

（３）ロビン

11:50 に訪問。南阿蘇村旧東海大学阿蘇キャンパス

に設置。麦わらの一味の 6 人目の仲間。どこにでも

手足を咲かせられる悪魔の実「ハナハナの実」の力が

見事に表現されている。背後には雄大な阿蘇山の絶景

が広がり、目線の先には、震災遺構の東海大学阿蘇校

舎 1 号館や地表地震断層がある。「考古学者」のロビ

ンがここに居る理由だ。これらは熊本地震震災ミュー

ジアム「KIOKU」と一体的に整備された(４)。施設は

展示スペースを細長い回廊でつなぎ、前半→震災遺構

（ロビン像）→後半へと一本道で回廊を歩くだけで自

然と展示物を見分できる工夫が凝らされている。まさ

に「記憶の回廊」を体現するものだった。近隣には、
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熊本地震により崩落した阿蘇大橋の震災遺構があり、

復興の新阿蘇大橋を渡った対岸から見学できる。 

 
ニコ・ロビン像

 
旧東海大学阿蘇キャンパス

（４）フランキー

13:10 に訪問。高森町（たかもりまち）南阿蘇鉄道

高森駅に設置。麦わらの一味の 7 人目の仲間。フラ

ンキーのキメポーズ「スーパー!!!」がばっちりと決ま

っている。「鉄人」の二つ名を持つサイボーグでエネ

ルギー源はコーラ。背後にコーラ樽もある原作由来の

丁寧な演出だ。フランキーは一味の海賊船「サウザン

ド・サニー号」を造った船大工で師匠は「海列車」発

明者。南阿蘇鉄道の終点駅（始発駅）に設置されたこ

とで、鉄道利用者や鉄道ファン以外の層を呼び込む効

果が期待できる。装飾がなされた南阿蘇鉄道「サニー

号トレイン」も線路に展示されていた。南阿蘇鉄道は、

熊本地震により一部区間で運休が継続していたが、

2023 年 7 月 15 日に 7 年 3 か月ぶりの全線再開を遂

げた。ワンピースとコラボしての営業改善に期待が高

まる(１４)。復興の象徴としてフランキー像の意義を強

く感じたところである。 

阿蘇大橋（残った橋桁等）・新阿蘇大橋

 
フランキー像
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南阿蘇鉄道サニー号トレイン

（５）ナミ

13:55 に訪問。西原村俵山交流館萌の里の丘陵に設

置。麦わらの一味の 4 人目の仲間。財宝やお金が好

きというキャラクターから、財宝があふれ出す宝箱に

腰かけてポーズを決める。ナミの物語を象徴するもの

として風車のタトゥーがある。宝箱の脇にも風車が添

えられているのは、ファンならずとも注目せざるを得

ない。トルネードなどを操る天候棒（クリマ・タクト）

を操る。西原村は俵山を中心に吹きおろしの風が吹き、

九州最大級の風力発電施設「阿蘇にしはらウインドフ

ァーム」を擁し 10 基の風車が設置されている。いず

れも「風」に因む。また、ナミといえば「ベルメール

さんのミカンの木」。麦わらの一味の海賊船のデッキ

には園庭がありミカンの木が複数植えられている。西

原村でもナミ像を囲むようにミカンの木が植樹され、

訪問時はちょうどシーズンで実が鈴なりだったのは

ラッキーだ。 
 
（６）サンジ

14:45 に訪問。益城町（ましきまち）交流情報セン

ター「ミナテラス」の広場に設置。麦わらの一味の 3
人目の仲間。益城町総合運動公園内でもあり背には陸

上競技場が広がる。目線の先の奥は建替えで 2020 年

に竣工した益城町総合体育館。体術を得意とするサン

ジ像の設置場所としてはうってつけだ。益城町は熊本

地震の震源地でもあり、観測史上初、震度 7 が短時

間のうちに 2 回連続した。体育館及び周辺の家屋も

多数全壊し崩れ去るほどの壊滅的な被害を受けた地

域が多かった。体育館の天井も崩落したが、幸い最初

の地震のダメージを考慮して避難者らは屋外退避し

ていたので無事だったというエピソードが残る（岡本

2018 等参照）。「給食センター」も地震被害が深刻で

復旧に 2 年も要した。サンジは「コック」で海上レ

ストラン「バラティエ」で修業した。像は料理をサー

ブする姿。皿の上には魚介類を素材にした料理が乗る。

子供たちの支援へ向けられた満面の笑顔だ。 

ナミ像

 
サンジ像
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益城町市街地（ 年 月筆者撮影）

 
（７）ブルック

15:15 に訪問。御船町ふれあい広場（恐竜公園）に

設置。麦わらの一味の 8 人目の仲間。入口や園内に

恐竜のモニュメントが設置された広場の奥にある。ブ

ルックは一味の音楽家でミュージシャン「ソウルキン

グ」の名も持つ。見た目がガイコツなのは悪魔の実「ヨ

ミヨミの実」の能力で亡くなった後に白骨になってか

ら蘇ったことによる。ギターを豪快に奏でるロックな

姿に加え、トレードマークのアフロヘアの丁寧な細工

表現も見事である。御船町には九州唯一の音楽単科大

学・平成音楽大学がある。熊本地震により１か月休校

を余儀なくされた。「ヨホホホ♪」と愉快に歌うブル

ック像の設置にもってこいである。ここでも他の訪問

グループの方々とお互いに写真を取り合う。次はジン

ベエ像を目指して最も長いドライブに出発する。 
 
（８）ジンベエ

15:55 に訪問。有明海を臨む宇土市住吉海岸公園に

設置。麦わらの一味の 9 人目の仲間。巨躯であり座

り姿でも 9 人のなかでは最大級の迫力を誇る。ジン

ベエザメの魚人という種族であったり、一味の操舵手

であったりと、「海」を連想させるのでぴったりであ

る。熊本地震では、宇土市役所の建物がひしゃげるよ

うに大損壊した。その映像は何度も全国ニュースに取

り上げられるほどだった。宇土市役所の新庁舎は

2023 年 1 月に完成したところである。ジンベエがい

るのは住吉海岸の「長部田海床道」（ながべたかいし

ょうろ）の入口。干潮時数時間に限り道が出現して干

潟の奥のほうまで進むことができる。訪問時はちょう

ど干潮で海床路を歩く幸運に恵まれた。再び潮が満ち

てくると海上に電柱の連なる幻想的な景色がつくら

れる。干満差日本一の有明海の自然を体感できる場所

でもあるのだ。ジンベエの設置は 2023 年 7 月と麦わ

らの一味のなかで最も新しい。 

 
ブルック像

 
ジンベエ像
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宇土市住吉海岸長部田海床路

 
（９）チョッパー

16:55 に訪問。熊本市動植物園の入口前に設置。麦

わらの一味の 5 人目の仲間。悪魔の実「ヒトヒトの

実」を食べたトナカイで、見てのとおり可愛らしく初

期からマスコットキャラクター的な人気を誇る。像の

大きさも抱っこできそうなくらいのちょうどよいサ

イズなのも愛くるしい。熊本市動植物園は熊本地震に

より 2 年 8 か月の休園を余儀なくされた。チョッパ

ーは一味の「船医」ということで、動物たちの支援の

ために動植物園に駆け付けたのだ。 

 
トニートニー・チョッパー像

 
（１０）ルフィ

17:20 に訪問。熊本県庁プロムナード前に設置。麦

わらの一味の船長にして主人公。今にも「海賊王に!!!
俺はなる!!!!」と叫びだしそうな躍動感だ。熊本県庁

正面の奥行きのある幅広いプロムナードの中央にド

ン！と据え置かれている。熊本の中心で復興支援の声

を上げる姿は見るものを魅了する。先述のとおり、

2018 年に尾田栄一郎氏が県民栄誉賞を贈呈され、そ

の栄誉を称えるとともに、熊本地震からの復興の象徴

として、2019 年 11 月 30 日に仲間に先立ち設置され

た。台座には尾田氏の手形とサインが記されている。

太陽が完全に沈む少し前の夕方で、銀杏並木の紅葉や

落葉とともにルフィ像が夕日に照らされて黄金に輝

く神々しい情景をみることができた。感無量である。

レンタカーを返却したのは 18:00。約 9 時間のドライ

ブ旅を無事終えた。 

 
モンキー・ ・ルフィ像

６．熊本県防災センターが伝える教訓

翌日 2023 年 11 月 30 日には、同年 5 月より本格運

用を開始した熊本県「防災センター」新庁舎の「展示・

学習室」を見学した。熊本県の災害史が詳しく展示さ

れており、特定非常災害にもなった令和 2 年 7 月豪

雨に関してはプロジェクションマッピング等を用い

て気象災害について解説するコーナーもあった。担当

者に確認したところ既に8000名以上の来館者があっ

たという。災害関連の記録集も多数所蔵があり、コン

パクトながらも、災害の教訓を伝承しようという気合

いをひしひしと感じる展示であった。避難所の様子や

備蓄品の展示コーナーには、段ボールベッド及び簡易

－ 112 －



投稿  
 

 復興 (31 号) Vol.12 No.2  2024.3.   

 

81 

ベッドが展示されていた。直接死者 50 名に対して、

災害関連死 273 名という膨大な犠牲者を生んでしま

ったことへの教訓が見て取れる。災害関連死の主な原

因は、劣悪な避難所環境（特に避難所が雑魚寝状態で

簡易別途を利用しなかったことでエコノミークラス

症候群や感染症を多数生んだこと）が主要因だったか

らである(１５)。 

熊本県防災センター展示・学習室

補注

(1) 尾田栄一郎原作の『ONE PIECE』（ワンピース）は、本

稿での訪問時において週刊少年ジャンプで連載 1099 話、

単行本既刊 107 巻、アニメ放送第 1085 話。単行本発行部

数は 5 億 1000 万部以上。筆者は 1997 年の少年ジャンプ

（集英社）連載開始当時から週刊誌連載読者である。 
(2) 2016 年 4 月 14 日と同月 16 日に震度 7 を記録した熊本地

方を震源とする大地震。死者 272 名（内直接死 50 名）、

全半壊住宅 43,386 棟（内閣府 2019 年 4 月 12 日時点）。

史上 4 番目の特定非常災害に指定。 
(3) 企画詳細について ONE PIECE 熊本復興プロジェクト専

用公式ウェブサイトおよび熊本県作成公式パンフレット

「ONE PIECE 熊本復興プロジェクト麦わらの一味ヒノ

国復興編」等を参照。 
https://op-kumamoto.com/(2024-01-01) 

(4) コンセプトの概要について熊本地震震災ミュージアム記

憶の回廊公式ウェブサイト参照。 
https://kumamotojishin-museum.com/(2023-12-01) 

(5) 「聖地巡礼」は、岡本健（2019）の定義では「アニメ作

品のロケ地、またはその作品・作者に関連する土地で、

且つファンによってその価値が認められている場所を訪

ねること」とされている。 

(6) 読売新聞 2022 年 8 月 23 日朝刊「麦わらの一味 ドンと

復興応援 ワンピース像１０体完成 全国からファン」

の記載による。 
(7) 朝日新聞 2022 年 12 月 3 日夕刊「熊本の震災遺構×ワン

ピース 大学生がアプリ開発「風化防ぎたい」」等参照。

熊本県観光戦略部観光交流政策課が企画し、熊本県立大

学総合管理学部飯村研究室が開発。 
https://op-kumamoto.com/ikou/（2023-12-01） 

(8) 楠見清（2014）「キャラクターの銅像にみる出版文化と地

域振興―マンガのパブリック・アート化と大衆コンフォ

ーミズム」日本出版学会 2014 年 11 月秋季研究発表会に

よる定義。 
(9) 鉄人 28 号像の経緯等については KOBE 鉄人 PROJECT

公式ウェブサイトに詳しい。 
https://www.kobe-tetsujin.com/（2023-12-01） 

(10) 岡本正（2016）「【コラム】阪神・淡路大震災から２１年

神戸新長田の病院に見出した希望」において 2016 年 2 月

に新長田を視察した様子を記録。 
https://www.law-okamoto.jp/column/2762.html 
（2023-12-01） 

(11) 塩崎賢明神戸大学名教授（塩崎 2014）など。 
(12) 日本経済新聞 2010 年 12 月 2 日「「鉄人２８号」像で１

４２億円経済効果、大阪市大が試算」。経済効果は、事業、

消費、交通の３つから計測。消費と交通効果は 09 年 10
月～10 年３月の６カ月間、事業効果は完成までの３年。 

(13) 全国町村会ウェブサイト「ご当地キャラじまん／大津町

マスコットキャラクター からいもくん」。 
https://www.zck.or.jp/site/local-mascot/24763.html 
 (2023-12-01) 

(14) 日本経済新聞 2023 年 8 月 16 日「全線運転再開 1 ヵ月南

阿蘇鉄道、収支均衡急ぐ 30 年ぶり新型車両 ワンピース

とコラボ」 
(15) 岡本正（2018）、同（2023）等で災害関連死をめぐる各種

課題を詳細に検討している。 
 
参考文献

1) 尾田栄一郎（1997-）『ONE PIECE』集英社 
2) 岡本健（2009）「アニメ聖地巡礼の誕生と展開」観光学高

等研究センター叢書 1 pp. 31-62 
3) 楠見清・南信長（2017）『もにゅキャラ巡礼 銅像になっ

たマンガ＆アニメキャラたち』扶桑社 
4) 永田郁（2019）「銅像を歩く。小田原のどこか「この国の

彫刻のために」『彫刻の問題』を歩く（つづき）」崇城大

学芸術学部紀要 第 13 号 pp.85-103 
5) 塩崎賢明（2014）『復興〈災害〉阪神・淡路大震災と東日

本大震災』岩波書店 
6) 井出明（2018）『ダークツーリズム 悲しみの記憶を巡る

旅』幻冬舎 
7) 岡本正（2018）『災害復興法学Ⅱ』慶應義塾大学出版会 
8) 岡本正（2023）『災害復興法学Ⅲ』慶應義塾大学出版会 
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表 「麦わらの一味」の 人の像及び設置場所に関する情報の概要

※熊本県「 熊本復興プロジェクト麦わらの一味ヒノ国復興編」のリーフレット情報を抜粋して作成
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意義

林田 怜菜
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■ 山口章子
兵庫県における防災気象情報と被害発生率の関係性
日本災害情報学会第 28 回学会大会予稿集、日本災害情報学
会、2024 年 3 月、100 ～ 101 ページ山口 章子

■ 塩津達哉・越山健治
災害対策本部運営における防災情報システムの活用実態
日本災害情報学会第 27 回学会大会　予稿集、日本災害情報
学会、2023 年 10 月、67-68 ページ

■ 塩津達哉・有吉恭子・柴野将行
危機管理センターにおける災害時オペレーションシステム等
の活用に関する研究
―大阪府吹田市の事例－
地域安全学会梗概集 No.53、地域安全学会、2023 年 11 月、
49-52 ページ

塩津 達哉

■ 福本晋悟
東日本大震災以降の放送で使用される津波避難キャスターコ
メントに関する考察
―南海トラフ地震の津波想定地域での定量的調査―
災害情報 No.21-2 日本災害情報学会　2023 年 7 月 pp.181-
192

■ 福本晋悟
災害特別番組で使用される津波避難キャスターコメントに関
する考察 
―和歌山県内における地域比較から―
日本災害情報学会第 27 回学会大会予稿集　日本災害情報学
会　2023 年 10 月　pp.137-138

■ 福本晋悟
津波予報区名の認知度に関する調査 
－兵庫県内における地域比較から－
地域安全学会梗概集 No.53　地域安全学会　2023 年 11 月　
pp.25-28

■ 福本晋悟
令和 6 年能登半島地震発生時のテレビ災害特別番組における
津波避難キャスターコメント分析
日本災害情報学会第 28 回学会大会予稿集　日本災害情報学
会　2024 年 3 月　pp.157-158

福本 晋悟
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■ 岡本 正
令和 5 年個人情報保護法一元化と個人情報保護審議会を巡る
条例対応
～避難行動要支援者名簿の平時共有を後退させない政策法務
自治実務セミナー、第一法規、2022 年 12 月号、34-39

■ 岡本 正
災害復興法学が伝承するリーガル・レジリエンス　
臨時法から恒久法への昇華と災害法制の新型コロナウイルス
感染症への応用
復興、日本災害復興学会、第 29 号　Vol.11  No.2  pp.15-22　
2023 年 3 月 11 日（2023 年 4 月 9 日公開） 

■ 岡本 正
「防災分野における個人情報の取扱いに関する指針」の実務
対応
～災害と個人情報についての基礎研修の重要性～
自治実務セミナー、第一法規、　2023 年 6 月号  46-51 頁

■ 岡本 正
新しい防災教育「被災したあなたを助けるお金とくらしの
話」のすすめ
生活協同組合研究、生協総合研究所、2023 年 570 巻　pp.64-
56

■ 岡本 正
災害を乗り越えるリーガル・レジリエンス
エヌ・ビー・エル、商事法務   No.1249   2023 年 9 月 1 日号   
1 頁

■ 岡本 正
災害対策業務と法的思考力
～災害救助法施行令第１条第１項第４号に関わる内閣府事務
連絡を例として～
復興、日本災害復興学会 第 31 号（Vol.12, No.2)　2024 年 3
月 11 日　pp.8-15

■ 岡本 正
ONE PIECE「麦わらの一味」10 人を巡る熊本地震「記憶の
回廊」 
～熊本復興プロジェクト麦わらの一味ヒノ国復興編・2023 
秋備忘録～
復興、日本災害復興学会 第 31 号（Vol.12, No.2)　2024 年 3
月 11 日　pp.73-82

岡本　正



研究員プロフィール

118

高原 耕平　Kohei TAKAHARA

専門分野
臨床哲学

最終学歴
大阪大学大学院文学研究科博士後期課程

学位
博士（文学）

現職
国土技術政策総合研究所
河川研究部　任期付研究官

Areas of Expertise
Clinical Philopsophy 

Education
Osaka Univ. Graduate School of Letters

Degree
Ph.D.

Current Post
DRI
National Institute for Land and Infrastructure Management

正井 佐知　Sachi MASAI

専門分野
災害時要配慮者、社会福祉、社会的包摂、コミュニケー
ション社会学

最終学歴
大阪大学大学院人間科学研究科博士後期課程　修了

学位
博士（人間科学）

現職
神戸医療未来大学　講師

Areas of Expertise
People with Special Need at the Time of Disaster, Social 
Welfare, Social Inclusion, Sociology of Communication.

Education
Graduate School of Human Sciences, Osaka University 

Degree
Doctor of Human Science

Current Post
Lecturer, Kobe University of Future Health Sciencesobe 
University of Future Health Sciences
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林田 怜菜　Reina HAYASHIDA

専門分野
災害時自治体復旧活動の研究
震災資料の保存と分析

最終学歴
神戸学院大学大学院人間文化学研究科地域文化論専攻
博士後期課程

学位
博士（人間文化学）

現職
主任研究員（2021 年 4 月から現職）

Areas of Expertise
Research on support for disaster-affected areas by local 
government officials, 
Preservation and analysis of earthquake disaster-related 
materials

Education
Major in Local Cultures, Graduate School of Humanities 
and Sciences, Kobe Gakuin University

Degree
Ph.D. 

Current Post
Full-Time  Researcher(April 1.2021 Current)

山口 章子　Akiko YMAGUCHI 

専門分野
気象災害

最終学歴
岡山大学理学部地球科学科　卒業

学位
学士（理学）

現職
大阪管区気象台予報課現業班

Areas of Expertise
Weather Disasters, Information on Weather Disaster Risk 
Reduction

Education
Bachelor of Science in Earth Sciences Okayama University, 
Okayama, Japan

Degree
Bachelor of Science in Science

Current Post
Staff, 
Department Forecast Division of Disaster Risk Reduction, 
Osaka Regional Headquarters, JMA 
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塩津 達哉　Tatsuya SHIOZU

専門分野
防災行政

最終学歴
岩手大学大学院農学研究科

学位
修士（農学）

現職
吹田市総務部危機管理室主査

Education
The United Graduate School of Agricultural Sciences-Iwate 
University

Degree
Master of Agriculture

Current Post
Assistant section chief of Department of Crisis 
Management SUITA city OSAKA

福本 晋悟　Shingo FUKUMOTO

専門分野
災害報道　災害情報

最終学歴
関西大学大学院社会安全研究科防災・減災専攻博士前
期課程

学位
修士（学術）

現職
株式会社毎日放送報道情報局報道センター
特別研究調査員（2017 年 4 月～）

Areas of Expertise
Disaster Reporting, Disaster Information

Education
Graduate School of Societal Safety Sciences, Kansai 
University

Degree
Master of Arts

Current Post
News Center,News & Information Division, Mainichi 
Broadcasting System,Inc.
Special Research Investigator
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岡本　正　Tadashi OKAMOTO

専門分野
災害復興法学、危機管理、個人情報、災害情報、事業
継続

最終学歴
慶應義塾大学法学部法律学科卒業

学位
博士（法学）

現職
銀座パートナーズ法律事務所代表弁護士、岩手大学地
域防災研究センター客員教授、人と防災未来センター
特別研究調査員

Areas of Expertise
Disaster Recovery and Revitalization Law, Risk 
Management, Personal data, Disaster Information

Education
Graduated from Faculty of Law, Department of Law, Keio 
University

Degree
Doctor of Laws

Current Post
Ginza Partners Law Office, Visiting Professor of Research 
Center for Regional Disaster Management, Special 
Research Investigator
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